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序章 研究の目的と構成 

第１節 問題意識 

人間が話し言葉を獲得したのは、およそ６万年前であると考えられる 1。では、人はどの

ような言葉から話し始めたのであろうか。何かを感じる感情、何かを成す動作、聴覚で感じ

る音、また、視覚や接触で認識した物質であろうか。いずれにしろ、視覚や接触で認識した

物質や動作に関して、自分と第三者との相互理解のためには、伝達したい物事を指し示す名

称が必要なのである。つまり、命名行為は、言葉の成立の初期段階から人が認識した物事に

その物事を認識させる手段として、その物事の誕生の認識と時を同じくして成された行為

であるという事については異論がないであろう。 

一方、現代社会では、毎年数多くの新しい製品が開発され、その全ての商品について製品

開発の計画段階で何らかの命名がされる。そして、新製品の開発企業は、新開発製品の中か

ら、一定の基準以上の売上が想定される物を市場に投入する。投入された新製品は、複数の

同業他社の複数の製品がひしめく同一市場の中で、消費者に選択され継続的に購入される

か、もしくは選択されず、または少頻度の購入に留まるか等で、結果としてロングセラー商

品として成長する製品もあれば、短期間の上市に留まり、売り場から撤収されて短命商品と

して市場から撤退する。 

 どの程度の期間内に想定した基準以上の売上が維持できれば、ロングセラーと言えるか

については、川崎[1992]が「その普遍的な定義が存在するわけではない」2と指摘するよう

に、各企業の基準に左右されない明確な基準はこれまでにはなく、その基準は、当該企業の

製造効率や当該製品以外の製品ラインの保有の多寡、各商品の収益率などによって異なっ

ていた。一方、これらのロングセラーの定義が何かにかかわらず、市場では、市場投入後に

短い期間で市場から撤退する短命商品(以下、「ショートセラー商品」という)と、長期間市場

に残り継続的に売れる商品(以下、「ロングセラー商品」という)が存在する 3。 

 では、なぜ多くの経営資源を投入されて誕生した新製品が「ロングセラー商品」とならず

に「ショートセラー商品」となってしまうのだろうか。 

 もちろん、製品のカテゴリーが同一の市場に存在する複数の異なる企業群は、各企業の組

                                                  
1 John Stirling [2002], 邦訳 p.98. 
2 川崎[2002],p.384. 
3 「ロングセラー」は和製英語であり、正規の英語としては、”long-term seller”である。同様に短命商品 
 は”Short-lived products”であり、ショートセラーは英語圏の人には、株の空売りを示す単語” short  
 selling”と同様に解されてしまう。しかし一方、日本において、ロングセラーは一般化しており、ショ 
 ートセラーも同様であるため、本研究では、短命商品のことを「ショートセラー」と記す。 
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織的規模も異なり、新製品の上市時の広告活動や販売促進活動に投入できる経営資源の多

寡も異なる。基本的な知見としては、潤沢な販売促進費や広告費、全国的に広範囲な販売チ

ャネルを保有する大企業の方が、拠点数がごく少数で狭範囲な販売チャネルしか保有せず、

広告宣伝費に投下できる財務的資源が限定的な中小企業よりも、新製品の販売促進に基礎

的な強さを持っている。つまり、McCarthy[1960]が提唱したマーケティング・ミックスの

4P4の中の Product(製品)以外の経営資源の豊富な大企業の方が、中小企業よりもロングセ

ラー商品を誕生させる基礎的な能力を備えていると言えるのである。しかし、中小企業にあ

っても、ロングセラー商品となる製品開発を実現し、その成功を基にその商品をコア製品と

して位置づけながら、関連する商品などに商品拡充を図り、安定的継続経営を続けている企

業も存在する 5。 

マーケティングの 4Pのうち、Product(製品計画)を除く 3P(「Place(販売チャネル計画)」

「Price(価格設定)」「Promotion(販売促進策)」)については、実際にどう設定したかを後か

ら振り返って分析することは、時系列的に追跡しながら関係項目を分類してカウントすれ

ば、数量的な計測は筆者のような外部者でもある程度可能である。このことは、マーケティ

ング・ミックスの 3Pが製品を購入する消費者に接触された際に、例えば、好意的な受容や

反駁するなど、直接・間接に消費者の立場や追跡者の立場としての評価が可能なことを意味

する。 

一方、McCarthyのいう Product(製品計画)の結晶としての狭義な製品に着目すると、製

品が耐久消費財の場合は、対象製品が複数の特殊な材料からなる製品や複雑な電子回路製

品、新たなテクノロジーを使用した製品、独自ノウハウや新素材での製法などを用いた製品

も多い。それゆえ、それら先進テクノロジーによる多種多様な機能が付随したモノも多い等

から、素人では瞬時に当該製品が自己の欲求に最善かどうかを正確に理解することが困難

な傾向のモノも多い。しかし、対象が消費財の場合は、複数の特殊な材料からなる製品や独

自ノウハウ、新製法などを用いた製品であっても、消費財で多種多様な機能をもったモノは

多くないため、消費者は、自らの消費ニーズに合うかどうかは比較的短時間に判断可能であ

る。つまり、消費財の場合は、自身のニーズに合致するかどうかが短時間で理解できるもの

が多いため、当該製品の持つ独自性を表現した、一瞬の短時間で視認でき、その製品の優位

                                                  
4 McCarthy [1977], 邦訳,pp.65-66. 
5 この例としては、伊那食品工業株式会社のように、経営資源が大企業と比較して限定的な中小企業の中 
 にも、安定的な売上と利益を継続的にもたらすロングセラー商品を保有しているという事実は、ロング 
 セラー商品が経営資源の差異以外の要因で成立していることの証であると言える。 



3 
 

性が正しく伝達され、顕在的ニーズや潜在的課題にコミュニケートできる商品ネームの良

し悪しが影響しているはずである。このようなことから、競争優位な商品ネームとは如何な

るものかというのが本研究の問題意識である。 

 

第２節 本論文の目的 

前節で指摘したように、現代では、毎年数多くの新しい製品が開発され、その全てについ

て何らかの命名がされるが、そのネーミング開発法の直接的な研究は少なく、科学的な商品

ネームの開発法が確立されていない結果、商品ネームの良し悪しによって、ロングセラーと

なる商品とそうでない商品が存在する 6。 

本論文の目的は、まず、この商品ネーミングについての直接的な研究が少ない要因の解明

を、マーケティングの変遷研究によって論じることである。 

次に、ロングセラーとなる商品の特徴と言った際のロングセラーの定義であるが、先行研

究では、青木[1998]や平野・内田・鈴木[2009]の研究のように、主張する論によってロング

セラーと定義する事例も様々であり、販売期間や販売数量も主観的で未確定、かつ、不統一

である。結果的に、先行研究が扱うロングセラーの成立論拠は、前提とするロングセラーが

主観的で不安定であるために、事例研究としての貢献はあるが、不安定であり一般化しづら

いという課題がある。 

このようなことから、本論文でのロングセラーとなる商品の特徴に対しては、定量的かつ

再現性のある定義を行い議論する必要があるため、この定義づけやその方法論を提案する

ことも目的とした。 

そして、これら商品ネーミングについての直接的な研究が少ない要因の解明と、ロングセ

ラーの再現性のある定量的な定義を行った後で、ロングセラーとなる商品の特徴を統計的

に明らかにすることで、学術面や実務面での今後の商品ネーミング開発やブランド研究の

発展に寄与することを目的とする。 

 

 

                                                  
6 伊藤園の「缶入り煎茶」を「お～いお茶」に変更して売上 6倍、岡本の「三陰交をあたためる」を「ま
るでこたつソックス」に変更して売上 17倍、王子製紙の「モイスチャーティシュ」を「鼻セレブ」に変
更して売上 10倍に改善など、多くのネーミング変更による売り上げ増の事例がある。『週刊女性』2017
年 12月 5日号 
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第３節 本論文の構成と研究方法 

 本論文は、7章によって構成されている。 

現在の消費財企業の製品開発の現場では、事業機会の発見から市場投入に至るプロセス

を McCarthy が提唱し、Kotler が完成させたマーケティング・ミックスに沿った「ステー

ジ・ゲート・モデル」を用いて製品開発が行われている 7。しかし、いかにステージ・ゲー

ト・モデルに沿った事前計画通りに実践しても、製品ネーミングについての科学的な議論や

研究の少なさから、最良でないネーミングが採用され、短命で終わる製品を生み出してしま

うという課題がある。この課題は、綿密な計画と多額の予算を投じて実施した消費者調査を

用いて、良好な結果を得ていた筈のネーミングさえもである。 

1912年に Shawが発表した Some Problems in Market Distribution (邦訳「市場流通に

関する諸問題」)以降、McCarthy [1960]や Kotler[1967]に代表されるマーケティング研究

は、マーケティング・ミックスをはじめとした数多くの貢献を成してきた。 

 しかし一方、商品と消費者を結ぶ基本的な要因である商品ネーミングの研究が、十分にな

されていないという事実は、どのような要因によるものであろうか。 

このような問題意識から、第１章では、製品開発の属するマーケティング活動の変遷とそ

の中での製品ネーミングについての位置づけ、及び、問題について考察することで、商品ネ

ーミング開発についての直接的な研究が少ない原因を解明している。 

また、従来研究では、1900年前後の東芝や森永、資生堂といった現存する老舗企業の広

告活動やチャネル政策を先駆的マーケティング実践として位置づけ、日本のマーケティン

グの誕生は、戦前であるという主張がある。一方、マーケティング・ミックスに代表される

ような顧客を中心に置く統合的なマーケティング研究は、日本生産性本部のアメリカ視察

団に代表される第２次大戦以降であったという説もある 8。 

しかし、本章では、昭和 13年(1938年)に池田が上梓していた「市場分析」によって、す

でに戦前に日本のマーケティング研究が誕生していたことを指摘している。 

具体的には、現在のマーケティング活動でも最重要なコンセプトである「顧客志向」に対

して、池田[1938]はすでに 1920年代からマーケティングの重要な議論の焦点である「顕在

                                                  
7 この個所は、複数の製品開発に携わってきた筆者の経験からの文言である。 
8 小原 [1994], pp.3-153.では、1917年頃の味の素や 1919年のカルピスの販売、1919年のトリスウィス 
 キーの販売開始などをもって、戦前の日本のマーケティングの誕生としている。これら当時の革新的な 
 商品の発売に関する広告宣伝活動は、日本のマーケティング活動の発祥であることに異論はないが、 
 学術的なマーケティング研究の誕生を示したとは言えないと考える。マーケティング研究の嚆矢は、 
 池田[1938]の「市場分析」である。 
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需要(顧客)」と「潜在需要(顧客)」という 2つの概念で消費者を捉えられている 9。この事実

の提示は、先述した伝統的日本企業の広告や流通施策をマーケティング実践としてやや強

引に組み入れ、日本のマーケティング研究が戦前であったとする通説とも一線を画すもの

である。 

 

第２章では、マーケティング研究が、マーケティング要因の定義を経て、マーケティング・

マネジメント、そして、マネジリアル・マーケティングへと発展した後、Aaker[1991]によ

ってマーケティング戦略の差別化戦略としてブランド戦略へと進展した変遷について考察

した。このマーケティング戦略研究のブランド戦略研究への進展は、企業戦略におけるブラ

ンド価値が従来の企業戦略の範疇の中には存在しなかったことの発見と、ブランド価値の

有無が事業成功に大きく影響していることの発見であった。本章では、ブランド価値の概念

の誕生契機となった財務的ブランド・エクイティと、マーケティング的ブランド・エクイテ

ィの違いを提示した後、Keller [1998]がブランド戦略を顧客ベースの戦略へと昇華させた

ことを論じた。そして、この Keller [1998]のブランド戦略の中心には、ブランド・ネーム

と商品ネームの開発法が初めて位置づけられたことを論じた。 

なお、本章では、マーケティング活動としてのブランドの生成過程を構造として取りまと

めることによって、ブランド・ネームと製品ネームの違いも明示している。そしてさらには、

企業ブランドや商品ブランド、商品群ブランドは、企業がブランドとして計画又は意図して

上市しても、消費者側でブランドとして認識していなければ、ブランドになり得ないことの

指摘、及び、消費者側からの認識によるブランド・ネームの類型を示した。 

 

第 3章では、ブブランド・ネームや商品ネームの認知や理解には、言語学、音声学などの

周辺学とも関連性があることに鑑み、これら周辺学問との関係性について、その重要性と限

界を論証している。 

まず、ブランド・ネームや製品ネームの持つ言語的性質を、酒井[2002] による 4つのア

プローチで示しながら、その考察と不足するアプローチの考察を行った。 

より具体的には、酒井[2002]は狭義の言語学的アプローチを示したが、本研究の視点から

考察すると、広義の言語学的アプローチの中に、言語学の音声学的アプローチが含まれる。

                                                  
9 池田[1938], pp.33-35. 
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このアプローチは、使用される言葉がどのような印象で受け取られるかという音象徴によ

る語感イメージを表にするという試みにより具現化し、多くの商品で使用されているワー

ドの音印象がトータルな印象としてその商品をイメージづけるというものである。残念な

がら、この語感イメージでの計測は現状では主観的であり、抽象性を排除できていないため、

そのままでは全ての製品のネーミング・イメージを同一の基準で計測することはできない。

しかしながら、音声学的アプローチの中の音印象研究は、言語学領域における音象徴に統一

的な視座を与えたと共に、本研究におけるデータ解析に対しても、新しい視座を与えたこと

を指摘した。 

そしてさらには、計量言語学領域での日本語の文長分布についてレビューすると共に、商

品名についても文長分布が存在するはずであり、消費者が認知し、記録して再生や再認しな

いと購入しない商品のネーミングは、「特定の分布に沿わないと理解しづらいため、購入さ

れにくい」ということがあるはずだと指摘した。この検証は第 5章で行い、1文字程度の差

であるが確かに確認された。また、実際の商品データを元に、使用されているワードの品詞

傾向やワードの関連性なども併せて分析していることは学術的に意義がある。 

 

第 4 章では、ロングセラーの定義について先行研究をレビューすると共に、本研究での

概念定義を行い、本研究におけるロングセラーの設定法と提案を実施すると共に、これらが

他の製品でもそのまま使用できることを示している。 

ロングセラーの定義については、その時々の論者の主観によって様々な定義であり、また、

その定義の設定法について実証的な研究も存在しない。結局、先行研究では、論者の持つ主

観的な長い販売期間を通して良好な販売数量を齎す商品がロングセラーであるという認識

がされている 10。この先行研究で見られるロングセラーの概念は、一般的概念と同様であろ

う。つまり、この一般的な概念や論者の示したロングセラーの概念に指し示す販売期間や売

上高は、統一的指標としての値は定まっておらず、定量的な議論はなされていない。したが

って、ロングセラーの商品考察を行う際には、前提となるロングセラー自体の概念が不安定

なため、考察結果も揺らぎが生じるという問題がある。したがって、本章では、原材料の特

質の影響を受け難いミネラルウォーターの販売データを分析することによって、市場にお

                                                  
10 例えば、盛岡、髙山、成川[2017]では、1999年以前に発売されて売上高 100億円以上の医薬品を 
 ロングセラーと定義しているし、青木[1998]は 10年以上の販売期間の商品をロングセラーと言ってい 
 る。 
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ける製品寿命を期間的分布で把握した上で、ロングセラーの定義について考察する。具体的

には、過去 27年間に発売されていたミネラルウォーター商品の全てについて、商品ごとの

市場での生存期間を計算し、販売期間によるロングセラー定義のためのデータを作成した。

そして、それとは別に、販売数量によるロングセラー定義のために、ミネラルウォーター市

場における過去 10 年間の存在商品ごとの売上高を計測し、27 年間に存在していた製品情

報に 10年間の売上高情報を合併した。こうして、対象商品に付加された販売量と販売期間

の 2 つのデータを、同じ視点でデータを比較できるように基準化した後、順位変換によっ

て、販売量と販売期間でのロングセラーの統一的な実施方法を開発した。これらの方法を用

いるロングセラーの設定法は、多少煩雑なデータ加工を必要とする計算法ではあるが、この

データ加工法について記述している。これにより、製品カテゴリー毎に市場での正確な残存

期間と販売数量が統計的に計算でき、ロングセラーとして定義するための妥当な期間と売

上高の基準が容易に理解できる。この本研究のロングセラー定義法は、他の消費財でも応用

でき、製品のリニューアルや改良、ブランド強化やブランド拡張など多くのマーケティング

戦略に貢献する。  

なお、本研究での最初の対象物としてミネラルウォーターを選択した理由は、主原料が水

で構成されており、特殊な副材料を多くは含まず、製品間の差異が他の製品カテゴリーと比

較して小であるという認識からである。 

 

第 5 章では、実際のミネラルウォーターの商品ネームについて、第 1 章から第 4 章まで

に述べた言語学的視点やマーケティング的視点からの変数を設定し、機械学習の手法を用

いて分析を試み、考察している。具体的には、ホールドアウト法で分類した学習用データを

決定木のアルゴリズムである C5.0と 1Rルールを用いた分析である。これにより、本論文

の 2 つめの目的である、ロングセラーとなる商品ネームの特徴を統計的に抽出し、その結

果を考察している 

ところで、実務上、ブランド・ネームや製品ネーミングは、法的には商標の中に含まれる。 

ここで、商標とは、 

「業として商品を生産・証明・譲渡する者、業として役務を提供・証明する者が自己の取

り扱う商品または役務を他人のそれと区別するために、自己の取り扱う商品または役務に
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使用する文字・図形・記号などの標章 11」 

である。また、商標登録されたネーミングは、10年間を 1単位期間として継続申請する

ことにより、理論的には永久に独占使用することができる強い権利を有する 12。この商標の

定義や法律の解釈から理解できるように、製品ネーミングの商標登録は一旦なされれば 13、

他社にその権利を譲渡するか、正式契約をするなどで許容しない限りは、名称使用の独占権

を有し、広義的視点ではこの名称に直接関わるような商品開発自体を間接的に抑止する効

果もあり、経営戦略上の重要な意味を持つ。 

このようなことから、自社製品を開発・製造するメーカーは、実際に製造・販売する自社

製品のネームを特許庁に商標登録するだけではなく、完成しなかった試作品のネーム案や、

発案のみのネーム案さえも商標登録しているのが現実である。 

結果的に、自社内に知的財産関係部署を保有する大企業が多い業界の製品カテゴリー、そ

してそれらの競争環境の激しい製品カテゴリーほど、商標登録に未登録の空白空間に位置

するネーミング・ワードを探し出すという状況に陥り、あげくは、商標未登録の奇抜なワー

ドや造語を創作したネーミング開発などが行われることもある。別言すれば、現代のネーミ

ング開発における商標登録上の競合環境対策は、製品の持つ機能的優位性や情緒的優位性

といった重要な製品コンセプトから懸け離れる結果を生み、正確に伝達しづらい、又は、ク

リエイテビリティの過度に高いネーミング誕生を生む一因ともなっているのである。 

本章では、このような商標登録上の競争環境における課題は認識しつつ、ミネラルウォー

ターのブランド・ネームや製品ネームを、言語学的視点での文長分析やマーケティング視点

での要因変数を付加して分析することにより、ロングセラー商品のネーミングの特徴を解

明している。 

 

第 6 章は、第 5 章で導出したロングセラー商品の特徴モデルの精度検証を行っている。

具体的には、第 5 章での学習用データによって生成されたモデルに、検証用データを投入

することによってロングセラーか否かを予測し、その結果を 4 つの精度指標で評価した。

この結果、販売数量を基にしたロングセラー区分の検証用データによる特徴モデルの精度

は、適合率 0.70、検出率 0.95、F 値 0.81、正解率 0.73 と、限定的ではあるが一定程度の

                                                  
11 大辞林(第三版),p.1244. 
12 商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）施行日：令和二年四月一日、令和元年五月十七日公布 
（令和元年法律第三号）改正、第十九条一項ならびに第二項。 

13 知的財産権の取得は、許可後でも、他社の意義申し立てにより許可登録が却下される場合もある。 
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実証性が確保されるモデルであり、その特徴も明らかにした。 

 

そして、第７章では、本論文の要約と意義、そして、今後の課題を展望している。 

 

論文の構成を図に示すと、図 0-1.の通りである。 
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図 0-1.本研究の構成 

出典 : 筆者作成 

 

 

第１章 マーケティングの変遷と

ネーミング開発視点の欠落

(論文目的への対応)

『商品ネーミング開発に関する直接的研究

の僅少原因の解明』

(新説と論証)

日本のマーケティング研究が

1900年代初頭であったことの新説論証

(問題の背景と先行研究の問題点、発見)

[現実的・学術的な意義]

第3章 ブランド・ネームや製品ネーム

開発に関する周辺研究

⇒言語学、音声学などの周辺学問との

関係性について重要性と限界の論証。

(先行研究の問題点)

[有用性及び貢献度]

第２章 ブランド開発とネーミング開発

(論文目的への対応)

ブランド・ネームと商品ネーム開発に

関する初めての方法論誕生の指摘

(先行研究の問題点と新たな構造化)

[現実的・学術的な意義]

第4章 ロングセラー商品の概念構造と

市場内順位による設定法

(論文目的への対応)

基準化と順位変換による定量的かつ再現性

のあるロングセラー設定法の提案

(方法論と主要結果)

[独創性・有用性及び貢献度]

第５章 ロングセラー商品の

ネーミングの特徴

(論文目的への対応)

商品ネーミングの言語学視点とマーケ

ティング視点での変数設定及び、

決定木によるロングセラー商品の特徴

モデルの解析

(方法論と主要結果)

[新規性・論証可能性]

第6章 ロングセラーの特徴モデルの精度

⇒有効性の検証、汎用化のための留意点

(方法論と主要結果)

[論証可能性]

第７章 結論

先行研究のレビュー
と考察、論証による
本論文目的への
対応。

序章 研究の目的と構成

データの加工や工夫、および分析によるロングセラー定義とロングセラー商品の特徴抽出
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第１章 マーケティングの変遷とネーミング開発視点の欠落 

 第１節 はじめに 

 商品ネームは、当該商品をユーザーである消費者や生活者に認知させる最も基本的なも

のである。全ての商品には名称があり、その名称が指し示す商品は、その名称が共通の認識

や理解の下で認知されていれば、特定の商品を指し示すこととなる。名称と商品が特定の商

品の情報として一つのものを指し示すことで、その商品にまつわる情報伝達がなされる。 

 改めて言うまでもなく、商品ネームは、マーケティング上、重要な要素である。しかしな

がら、マーケティング研究におけるネーミング開発に関する視点は、マーケティング研究の

誕生期には存在せず、マーケティング・マネジメントが議論される 1960 年代になっても、

その議論は希薄であった。結局、商品ネームの研究は、ブランド・ネームの研究という形で

遅ればせながら誕生するが、1990年代後半から 2000年代になるまで積極的な研究はなされ

ず、現在でも不十分であるという認識である。 

 本章では、この認識の元となっている原因究明のために、アメリカ・マーケティング研究

の変遷を誕生期からレビューした後、日本のマーケティング研究についても、誕生期からレ

ビューし考察する。 

  

第 2節 アメリカ・マーケティングの誕生 

マーケティングは、鷲尾[2009]が言うように、 

「20世紀初頭アメリカにおける生産の集中化と大規模化による供給過剰市場での商品流 

 通、あるいはその流通過程に関する諸問題に対処しようとする実践上の要請に基づい 

 て生成、発展してきた研究領域である 1。」 

アメリカでのマーケティングは、1900年代後半までに起こった第 2次産業革命による技

術革新を基礎として、豊富な資源を元にした大量生産品をどのように具体的に大量購買、大

量消費へ繋げ、効率よく実現させるかに焦点があったと言える。この誕生期のマーケティン

グ研究は、1912年 8月に Shawが発表した Some Problems in Market Distribution (邦訳

「市場流通に関する諸問題」)が嚆矢とされ、Shawは、マーケティングを製品自体の開発の

みならず、関係要因の全てを統合して管理する視点で捉えている。具体的には、マネジリア

ル・マーケティングの視点の例を、オペレーション部門の機能に監視し管理しつつ、顧客ニ

                                                  
1 鷲尾[2009] ,p.5. この他には、荒川[1978]も p.57.で同様のことを言っている。 
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ーズの変化の前兆への対応－１万ドルの手形に対処する業務と同様に 40セントの苦情への

対応－は経営者自らが処理しなければならない 2重要事項であるとして記している。実際に

40 セントの製品に対する苦情に経営者が対応するか否かはさておき、Shaw は、生産や流

通といった通常の組織運営の活動の根底に全社的なマーケティング思考を位置づける必要

性を説いているという点で先駆的である。鷲尾[2009年]の言うように、Shawがアメリカの

産業界で形成されつつあった誕生期のマーケティングには、このような 1900年代初頭から

後に続くマネジリアル・マーケティングの萌芽が見て取れる。 

一方、Shawと同時期に、P&Gから後にウィスコンシン大学で教鞭をとった Butlerは、

1914年に上梓したMarketing and Salesmanship[1914]で、販売する製品が何であろうと

も販売を促進するための準備や計画が必要であると提唱し、これをマーケティングと定義

した。Butlerは、P&Gでの経験で培った販売促進活動の遂行者と計画者を明確に分離する

重要性と共に、マーケティングは、「製品、市場調査、販売チャネル、そして価格の要素」

を包含した上で計画されなければならないと論じた 3。Butlerのこの指摘こそが、1960年

代の Kotlerに続くマーケティング・ミックスの 4Pの基礎となる議論である。これら Shaw

と Butler を端緒とするマーケティングの萌芽の背景には、後に「狂騒の 20 年代」と言わ

れる、第 1次世界大戦 4後の大量の復員兵の帰還と、戦時経済の終焉による市場拡大が育ん

だと言えよう。すなわち、復員兵の帰還による新規労働力の増加、そして、彼らによる飛躍

的な消費量の増大、それを支えるフォードがはじめたベルトコンベアによる流れ作業を代

表例とする技術革新の浸透に起因する新興企業の勃興 5と、大量生産・大量消費への対応の

ための科学的経営手法の誕生である。 

ここで一旦、1920 年代前後のアメリカ・マーケティングをまとめておくと、2 つの大き

な側面の存在が示唆されている。鷲尾[2009]が言うように、第 2次産業革命を契機とした産

業界全体の大量生産と、大量消費の効率的流通機能としてのマクロ的視点に立つ「社会経済

的マーケティング」、そして、その中にあった個別企業が、自社製品を従来の単なる状況対

応型でない、ミクロな視点での自社製品の消費者の欲求を意識した上での計画性を持たせ、

いかに効率よく流通させるかという「個別企業的マーケティング」である 6。しかし一方で、

                                                  
2 Shaw, [1915],邦訳,p.26. 
3 Butler, [2014], pp.5-8. 
4 1914年 7月から 1918年 11月まで 大辞林第 3版, p.1497. 
5 1903年にフォード社、1908年にゼネラルモーターズ(GM)社、1925年にクライスラー社が設立されて 
いる。GM社の経営戦略については、井上 昭一[1991]が詳しい。 

6 鷲尾[2009],p.4. 
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明確に理解しておかなければならないことは、本研究が対象とする個別企業が行う新製品

開発時の個別製品の命名に関する事柄についての議論は、この時代には議論にさえなって

いない。荒川[1978]が言うように、広告研究の D.Sterch、販売管理の H.R.Tosdal、市場調

査の P.Whiteなどの 1920年代後半の代表的なマーケティング関連の研究 7をはじめ、マー

ケティング論のパイオニアとされる Shaw でさえも、トレード・マークやブランドやトレ

ード・ネームは製品の差別化に有効で重要であると認めていながらも、それらの具体的な開

発法についての議論はない。また、これらの非常に残念なことに加え、製品開発とマーケテ

ィング要素の相互関連性についてもまだ強い意識はされていなかったのである。 

 

第 3節 日本の実業界におけるマーケティングの誕生 

では、日本のマーケティングはどのように誕生したのであろうか。歴史的な背景を外観し

ながら考察していく。 

Shawの最初の論文が発表された 1912 年の 2年後、1914年 7月に第 1次世界大戦が勃発

している。第 1 次世界大戦はその 5 年後の 1918 年 11 月まで続き、この大戦中の軍事需要

を日本が賄う形で大正バブルが発生し、その直後に供給過剰のインフレが発生している。 

またその後、終戦とほぼ同時期に軍事需要の消滅と当時の主力輸出産品であった綿糸や

絹糸、造船などの生産過剰を発端とする株価暴落による戦後の大不況となる。そして、この

大不況の劣悪な影響が癒えかけた 1923年 9月 1日に関東大震災が発生し、死者・行方不明

者 14万人、家屋焼失 45万、実に当時の首都圏の 6割の家屋が崩壊・焼失する大惨事となる

8。 

この大正時代から昭和に変わる時代は、好景気とインフレ、不況と震災が目まぐるしく訪

れた激動の時代であり、この時代に日本でのマーケティングに関する直接的な先行研究は

見当たらない。それゆえ、一見するとこの 1910年代から 1920年代には、日本ではマーケテ

ィングという概念自体もまだ誕生していなかったように見える。しかしながら、この時代に

は、ドイツやイギリス、そしてアメリカを中心とする欧米諸国からの旺盛な輸入製品と日本

産製品との競争は徐々に生じつつあった。したがって、それら外国製品とその製品を販売す

る方法としての広告やカタログ、チェーン化などの、後にマーケティング手法のひとつと数

えられるいくつかの方法も、それら外国製品同様に輸入され、外資企業への対抗策として実

                                                  
7 荒川[1978], p.61. 
8 『大辞林』第三版,p.570. 
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践されていた。 

 大内[2004]9によれば、東芝の前身である東京電気は、1900年頃に外国製品との競争で過

剰生産となった電球の販売促進のために、1899年に電球カタログを初めて発行し、これを

各地の伝統会社や学校などに配布することで、商品紹介を行うと共に、「機械雑誌」や「鉄

道時報」といった需要者の購読する雑誌に初めて広告を実施した。当時の電球は、まだ一般

家庭に普及する以前であったため、シーメンス・ハルスケ社をはじめとしたドイツ製電球と

東京電燈、大阪電燈といった複数社が需要家に向けて潤沢な資本を投入し、ダンピングを伴

う人的販売中心の販売方法であった。このような当時の状況に対し、それに対する広告活動

は、主に 2つの目的があったように考えられる。ひとつは、日本製電球の人的告知促進活動

を補うための認知獲得、ふたつには国産であるという差別性を基にしたダンピングからの

防衛である。 

また、電気製品以外では、昭和初期にかけて広告御三家と言われる、売薬、化粧品、図書

の 3つのカテゴリーで新聞広告を中心とした出稿が多かった[小原(1994)]。当時、化粧品業

界で成長が著しかった資生堂に対しては、小原[1994]が詳しいが、資生堂は、当時の新製品

開発競争に対する対抗策として広告活動に積極的で、1916年には意匠部を設置して広告デ

ザインのオリジナルイメージの基盤作りをしている 10。そして、昭和 10年の新聞広告の出

稿量で 4位を占める食料品の企業としては、森永製菓があげられる。森永は、創業者である

森永太一郎のイニシャルの上に立つエンゼルマークを 1905 年に登録し、1915 年に自動車

での宣伝隊、1931年には航空機での宣伝隊を組織して、キャラメルを大々的に宣伝してい

る 11。これら資生堂や森永の広告活動や販売促進活動は、当時の経営者がいずれも当時非常

に珍しかったと思われるアメリカ留学をしていることから、アメリカで実施されていた実

務レベルでの広告活動を参考にしたものであったことはある程度納得のいくことである。

しかしながら、当時のアメリカで行われていたマーケティング研究の一端である個別的ア

プローチとしての広告活動が、後述する日本のマーケティング誕生期の市場分析法の存在

を反映した上でのマーケティング活動といえるかについては、その確証となるものはない。

つまり、小原[1994]が示す資生堂や森永製菓といった伝統的日本企業の当時の広告宣伝活動

が、日本のマーケティング活動の実践的胎動に数えられるとしても、これをそのまま日本の

                                                  
9  大内[2004],pp24-25. 
10 小原[1994],pp38-40. 
11 小原[1994],pp20-21. 
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マーケティング研究の胎動であったというにはやや無理があると考える。つまり、当時の日

本企業の活動の列挙では、マーケティング活動
 ・  ・

の胎動はあったと言えようが、マーケティ

ング研究が明確にあったということにはならないのである。 

 

第 4節 日本のマーケティング研究の誕生 

 早稲田大学の教授であった池田英次郎は、1920 年代に、ドイツベルリンに留学し、マー

ケティングの概念とその方法論を収集していた。池田は帰国後、日中戦争が勃発した 1937

年(昭和 12年)の翌年、日本における市場分析の嚆矢である「市場分析」(昭和 13年 5月)を

上梓している。本書の中で池田[1938]は、 

英米に於ける市場分析研究として、市場分析研究の発展の源泉が、広告方法の研究か 

ら出発したものと販売計画を樹立するために、市場分析をなす Marketingの研究、或 

ひは豫算制度から生じたものである 12。 

と記し、初めて Marketingというワードを使用している。そしてこの Marketingの研究は、

明確に市場分析が伴うことであるという認識が記されている。この池田の認識は、大正時代

後半から昭和初期の混乱期に、ドイツをはじめ、イギリス、アメリカのマーケティングにつ

いて具体的な方法論を収集研究し、戦時経済の統制下にも関わらず、綿密な計画性を持つマ

ーケティングの具体的方法論と重要性の提唱を成した。さらに特筆すべきは、本書には、令

和時代の現在でもマーケティング活動の根幹を成す、重要概念である「顧客」について、「顕

在需要(顧客)」と「潜在需要(顧客)」という 2 つの顧客区分を行った上で、欧米で蓄積され

実施されていた市場分析の考え方やその方法を、具体的かつ実践的な手法として紹介して

いる 13。そして、市場分析を、ミクロな市場分析としての静態分析とマクロな市場分析とし

ての動態分析に区別した上で、静態分析の中の需要分析の中に a.消費者分析、b.購入者分析、

c.需要量測定、d.潜在需要の研究と 4つの分析視点があることを記している。そして、さら

には、面接法や郵送法、そして電話調査法といった市場調査法の具体的な実践法についても、

日本語による質問紙の提示を含み行っている 14･15。 

                                                  
12 池田[1938], p.7. 
13 池田[1938] ,pp.33-35. 
14 池田[1938], pp.36-81. 
15 池田[1938]の冒頭(p.2.)に、「市場分析の書籍が未だこれに関する單行本は一冊もないのであるから」、 
と断定しているように、市場分析のためのデータの重要性、市場データを基にしたマーケティング活 
動の必要性及びその重要性を記述した日本における嚆矢である。本書は、ドイツをはじめ、英国、 
米国等のマーケティング研究者の研究成果をふんだんに紹介している。 
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 また、池田とは別に、田内[1986]によれば深見義一も日本のマーケティング研究を昭和初

期に実践していた人物である。深見は、日本の大学教育でのマーケティング講義の起源とさ

れる一橋大学の前身である東京商科大学で、第 2次大戦中に「配給論」を担当していた 16。 

 深見が 1940年に上梓した「小売商許可制の要請に関する基本的理論」を使用した第 2次

大戦前後の数年間の「配給論」は、統制経済の下での強制力を持つ配給制度への忠誠心の喚

起と醸成が中心であったものと思われる。したがって、深見が行っていた戦中の「配給論」

は、直接的には統制経済の制度論であり、この点から考えると日本でのマーケティング教育

は、第 2次大戦中は息を潜めていた 17。しかし、敗戦に終わった終戦後、深見はすぐに「配

給論」という講義名のままマーケティング論の講義 18を行い、日本におけるマーケティング

教育を再開している。 

 このように、市場分析が 1938年に出版され、日本でのマーケティング研究は確かにこの

時期に誕生したが、日中戦争から真珠湾攻撃を経て 2 度目の世界大戦が勃発したことで、

この研究としての胎動は、終戦までは長く息を潜めその活動の休眠時代を迎えることとな

るのである。 

これまでの第 1 次大戦から第 2 次大戦の終戦までの日本を改めて示せば、アメリカでの

マーケティング誕生期に、少数の海外への留学者がマーケティングの実践法である広告や

デザインを留学地で学び、帰国後に実業界で広告宣伝を中心に実践していた。そして、アメ

リカでのマーケティング誕生から四半世紀後に、マーケティングの具体的実践法を学術的

に指南する市場分析[1938]が池田によって刊行され、日本におけるマーケティング研究が進

展するかに見えた。しかし、日中戦争と第 2次大戦の勃発により、マーケティング研究は休

眠状態となり、その発展を一旦阻害されたのである。つまり、日本のマーケティング研究は、

池田の市場分析[1938]の確認によって、昭和初期が胎動期であり誕生期であると言えるが、

第 2次大戦直後に一旦休眠し、終戦で揺籃期を迎えたのである。 

日本のマーケティングの誕生を伝統的企業の広告宣伝活動を指して、大正期や昭和期に

日本のマーケティングが始まったという先行研究での指摘は、正しくは、現在でも通用する

マーケティング活動の一端ではあるが、当時の企業が現在に続くマーケティング研究の源

流を沿う活動であるという認識でそれらの活動を行っていたという確証はない。 

                                                  
16 田内[1986] ,pp.507-508. 
17 田内[1986] ,p.513. 
18 田内[1986] ,pp.507 , 513. 
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別言すれば、1956 年の日本生産性本部のアメリカ視察団の派遣 19や 1960 年代の流通政

策などの実務的側面を例に出して戦後に誕生したとする従来の主張 20は、正確に言えば、総

合的なマーケティング活動の誕生期は戦後であるが、科学的思考の元にデータを収集して

意思決定を行うという、市場分析を中心にした本来のマーケティング研究は確かに戦前に

誕生していたという結論なのである。 

しかし、日本におけるマーケティング研究の誕生期から休眠期である第 2 次大戦の時代

は、大学教育や実業の現場においても、理論建てた具体的な製品開発法や製品開発の方法の

良否に対するミクロな科学的根拠を求める市場調査に対する議論は存在していない。しか

るに、当然、本研究が対象とする製品ネーミングに関する議論についての先行研究や研究成

果も存在せず、ネーミングへの具体的な議論や科学的研究及び成果は、まだ先のこととなる。 

 

第 5節 第 2次大戦後の日本のマーケティング 

第 2次大戦後に、「配給論」という講義名でマーケティング論の講義を行っていた深見の

後を 1962 年に継いだ田中幸一は、「配給論」という講義名を踏襲したまま、やはりその内

容はそのほとんどをアメリカ・マーケティングについて講義していた 21 。この頃の田中の

講義は、彼が言うようにアメリカでの社会経済的視点でのマーケティングと、個別企業的マ

ーケティングの両方を扱っていた 22。 

しかし一方で、実業面における第 2 次大戦直後のマーケティングは、広告や販売促進と

いった個別企業の流通施策のためのマーケティング活動を通した喚起よりも、戦前の事業

レベルに回復させるための活動に専念せざるを得ない時期であった。したがって、終戦直後

は、戦前に勃興した化粧品企業や製菓企業をはじめ、現在では世界一の自動車メーカーへと

成長したトヨタ自動車でさえも、復員兵の帰還による戦前までの生産設備の復興や生産材

料の調達などがまだ不十分で、個別製品の広告を中心としたマーケティング活動は実施で

きない状況であった 23。そんな中、当時の GHQの民間情報教育局(CIE)が、日本の民主化

政策の一環として行った世論調査の積極的な実施が、日本の戦後マーケティングの礎の一

                                                  
19 田内[1986], p.512. 
20 小原[1994] ,pp3-57. 
21 当時、田中は専任講師だったとのこと。田内[1986] ,p.508. 
22 田内[1986] ,p.508. 
23 トヨダ AA型乗用車の生産の再開がされる以前の時代のことである。詳しくは、トヨタ自動車 75年 
  史WEBサイト参照のこと。 
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端を担うこととなる 24。この CIEの世論調査の推奨は言うまでもなく、統治国としてのア

メリカが、GHQを日本に駐留させ、日本人に対する理解獲得と統制のための民意把握を行

うために推し進めた政策である。この GHQの政策に後押しされ、まだ日々の食糧の確保も

ままならなかった第 2次世界大戦終戦後の翌年、昭和 21年(1946年)10月 1日に、社団法

人輿論科学協会が設立された後、同年、時事通信社内に世論調査室開設、そして、翌昭和 22

年(1947)には電通内に調査局などが立て続けに発足されていることは、日本のマーケティン

グ史研究にとって記憶すべき事実 25である。別言すれば、これら現存する老舗の調査機関の

誕生は、終戦直後の様々な物資が極端に不足する社会情勢の中にあって、奇しくも GHQに

よって積極的に推奨された社会調査が市場調査を誘引したことで、池田によって育まれ息

を潜めていた、懐を同じくする市場分析の活動を再開させることとなり、高度経済成長を支

えるマーケティング活動を実業界に根付かせる大きな契機になるのである。 

そして、昭和 25年(1950年)6月からの朝鮮戦争の勃発により、在朝鮮アメリカ軍や在日

アメリカ軍から、麻袋や軍用衣料品、鋼材から食料品に至るまで幅広い品々の製造と供給の

役割を担った朝鮮特需が発生した。この朝鮮特需による産業復興と経済復興は凄まじく、例

えば当時、移動手段や物資の運搬車両としての主な役割を担っていたバイク生産について 

表 1-1. 日本のバイクの生産推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・小原(1995)が日本自動車工業会、「日本自動車産業史」1988年より作成した    

    p130の表 5-4を、指標値欄について 1950年を 1.0として筆者が修正して作成。 

出典：小原(1995)を元に筆者修正 

                                                  
24 森・上田・斉藤他 [1990] ,p.30. 
25 社団法人輿論科学協会は、現在の一般社団法人輿論科学協会、時事通信社世論調査室は、現在の一般 
社団法人中央調査社、電通調査局は、株式会社電通リサーチの後、株式会社綜研と合併した後、現在 
は株式会社電通マクロミルインサイトとなっている。各社の設立年は各社の沿革に詳しい。 

(倍) 1950年=1.0

1950年 (昭和25年) 7,491 1.0
1951年 (昭和26年) 24,153 2.2
1952年 (昭和27年) 79,245 9.6
1953年 (昭和28年) 166,429 21.2
1954年 (昭和29年) 164,473 21.0
1955年 (昭和30年) 259,395 33.6
1956年 (昭和31年) 332,760 43.4
1957年 (昭和32年) 410,064 53.7
1958年 (昭和33年) 501,332 65.9
1959年 (昭和34年) 880,629 116.6
1960年 (昭和35年) 1,473,084 195.6

生産台数 指標値
西暦 和暦
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みると、1952年頃の日本には、そのメーカーは 113社存在し、1950年から 1954年の 5年

間で 21倍、1950年から 1960年の 11年間で 195倍とその製造台数を激増している 26。(表

1-1.)  

そして、このバイクの生産台数の増加を一端として見られる経済発展は、国民総生産の数

値にも明確に反映している 27。(表 1-2.) 

この朝鮮特需による好景気は 1953年まで続き、日本の工業復興に多大なる影響を与える

と共に、大量生産による過剰生産という弊害を孕みながらも、後にマーケティング活動の積

極的な展開とそれを支える市場調査の基盤を創る契機となるのである 28。 

朝鮮特需が終わり、戦前の工業水準まで復興した日本では、昭和 30年(1955年)に財団法

人日本生産性本部が設立される。そして、翌昭和 31年(1956年)には早くも「アメリカ・マ

ーケティング視察団」を招集・派遣し、帰朝報告書でマーケティングという言葉が戦後初め

て公表されている 29。 

さらに、アメリカ視察団の派遣後の翌昭和 32 年(1957 年)10 月に、財団法人日本生産性

本部は当時の味の素の社長、道面豊信氏を初代会長として日本マーケティング協会 30を設

立 

表 1-2. 日本の経済成長推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
26 小原[1994], p.130. 
27 小原[1994], p.61. 
28 森・上田・斉藤・小林 他 [1990], p.39. 
29 小原[1994] ,p.67. 
30 現在の公益社団法人日本マーケティング協会である。詳細は、公益財団法人日本生産性本部の沿革に 
  詳しい。 

実質国民
総生産

経済成長率
実質個人
消費支出

実質個人
消費支出
成長率

(単位:億円) (単位:%) (単位:億円) (単位:%)

1946年 (昭和21年) 78,489 - 45,267 -

1947年 (昭和22年) 82,383 5.0 49,160 8.6

1948年 (昭和23年) 96,827 17.5 55,660 13.2

1949年 (昭和24年) 103,650 7.0 61,690 10.8

1950年 (昭和25年) 112,631 8.7 66,839 8.3

1951年 (昭和26年) 126,130 12.0 73,256 9.6

1952年 (昭和27年) 140,829 11.7 85,312 16.5

1953年 (昭和28年) 151,639 7.7 94,048 10.2

1954年 (昭和29年) 155,840 2.8 98,541 4.8

1955年 (昭和30年) 172,683 10.8 107,357 8.9

西暦 和暦
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出典：小原(1995)が経済企画庁「国民所得推計」より作成した p61表 3-1を一部抜粋 

するのである。これらアメリカへの視察や日本マーケティング協会の設立は、アメリカを視

察した当時の東芝社長の石坂が指摘するように、 

「顧客重視のマーケティングの立ち遅れを認識した上での導入意志の強い表れである 31。」 

当時の社会情勢としては、先に述べたバイクメーカーだけでなく、東芝やナショナルをは

じめとした家電メーカーも簇生し、情報に口渇していた社会状況の中で 1951年(昭和 26年)

に始まるラジオの民間放送と歩調を合わせるようにラジオを大量生産し、過剰生産となり

つつも、利便性の高い文化的な生活様式を徐々に知るようになった時代である。 

当時の具体的な市場調査活動の一端としては、1952年(昭和 27年)8月に、時事通信社調

査室を中心に複数の市場調査研究の有志社が共同で日本初の小売店調査を開始している。

その主目的は、大々的にラジオ CM を投入した結果の小売店側での配荷状況と、小売店で

の消費可能性についての把握である 32。そして、同年、広告研究については、博報堂を事務

局として、ミツワ石鹸、銚子醤油、鈴木日本堂 33、朝日新聞社などの有志社で広告科学研究

会を発足させ、広告効果の科学的解明研究を始めている[森・上田・斉藤・小林他(1990)]。 

このようにこの当時のマーケティングは、専らチャネル政策と広告活動の研究に重点を

置いていた。国民所得の増大を背景として、作れば売れる時代と言われながらも、様々な業

界で簇生した玉石混合のメーカーが際限ない量を生産したために、過剰生産と売れ残りが

生じ、そして、このメーカー間の競争を勝ち抜くためのチャネル現場での販売店と消費者の

状況把握、それらに対するマーケティング研究が主目的であったのである。つまり、この当

時のマーケティングは、生産物をいかに販売するかというマーケティングであり、売れるた

めの製品をいかに開発するかというマーケティングではない。したがって、本研究が対象と

する製品開発法の科学的研究やネーミング研究はまだ緒にもついていない時代だったので

ある。 

 

第 6節 第 2次大戦後のアメリカ・マーケティングの発展 

                                                  
31 小原[1994], p.67-68. 当時の東芝社長、石坂泰三は、「米国では、経済理論が事業の上に生かされて 
   いる。特にこの傾向は広告、販路の拡張などの面で目立っている。もっとも米国は大きな市場を持ち 
   生産物がよどみなく消化され、我が国のように生産過剰などというような問題も起こらないので、 
   米国のやり方がそのままわが工業界に取り入れられるかどうかは疑問であるが、顧客を大事に考える 
   米国の経営を見ると、日本ではマーケッティングが少し遅れているように思われる」と述べている。 
32 森・上田・斉藤・小林 他 [1990], p.18. 
33 現在の大正製薬グループ企業である株式会社トクホンの前身。 
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 アメリカのマーケティングは、既述したように Shawによって 1920年代に流通の諸問題

として、一応の兆しを得た。その後、近藤[1988]も指摘するように、Clarkが流通過程の機

能を類型化し、その機能とその政策を社会経済の全体的視点に立脚して議論する機能的ア

プローチを提唱した 34。そして、1930年代には、Breyerは Marketing Institution[1978]

で、より具体的な形で社会的な商品流通機構の形成として論じたことにより、マーケティン

グの機能を制度から捉える institutional approach(制度的アプローチ)が定義され、マーケ

ティング上のチャネル政策を普遍化した。そして、この中で Breyerはアメリカの多数の企

業の取引に対するマーケティング活動の事例を収集し、取引形態とそのシステムをマーケ

ティング活動としてつかみ、マーケティング活動の一般化を試みる形で精度と製品アプロ

ーチとして捉えて論じた 35。しかし未だその製品別のアプローチは、市場全体を広告活動や

販売促進活動といったマーケティング費用の流れや割合を把握するという制度的アプロー

チの視座の強い影響を受け、具体的な製品開発の視点で捉えるという意味でのアプローチ

の段階にはなく、取引システムの概要を捉えるというマーケティング研究である 36。 

こうした 1930 年代までの制度的アプローチと不十分な幾分かの商品別アプローチの試

みは、終戦後まで続くが、戦前から続くマーケティング研究は経営管理法として統一的な処

理の方法が欠けており 37、その管理法についての議論と誕生が期待された。マーケティン

グ・マネジメントの欠落への気づきと、その誕生である。 

Verdoornは、このMarketingの統一性の欠如に最初に解決策を見出そうとした一人であ

る。Verdoornはマーケティング目的の手段は製品(品目、品質)、価格、経路、販売促進法、

そして、制約条件は生産技術、労働力、資源の動員力などの企業内の諸条件と、企業外部の

制約条件であり、これらの諸条件を数量的に把握すれば、最適なマーケティング・ミックス

が成立するということをモデル化して提唱した 38。一見すると、非常に先進的で、彼の示し

たモデル内にあるマーケティング要因それぞれの関係性や研究の深化が図られるように見

られ、本研究の対象とする製品開発の研究も進むかに見えた。 

しかし、Verdoornの理論の特徴は、完全情報下の想定で、マーケティング手段の設定が

具体的でなく、マーケティング要因間の相互関係も不明確など、設定されているモデル内の

                                                  
34 近藤[1988],pp.139-175. 
35 マーケティング史研究会[1993],pp.154-155. 
36 Breyer ,[1978],邦訳,pp.65-158. 
37 荒川[1978],p.65. 
38 Verdoorn [1956],pp.221-235. 
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多くのマーケティング関連要因自体の研究が十分になされていなかったため、汎用性や応

用性に欠け実用性はほとんどない。確かに、現代のマーケティング・ミックスに類似するマ

ーケティング要因のマネジメントを体系的にモデル化する試みと、マーケティング・マネジ

メント必要性を示唆した貢献は認められるものの、より具体的な特定の企業の製品レベル

まで落とし込んだ議論がなかったのは残念である。 

一方、Howardは、1957年に Marketing Managementで、企業のマーケティング計画

を立案するマーケティング・マネージャーの役割として、企業のマーケティング戦略に対し

て管理可能要因と管理不可能要因を認識し、マーケティングに関する各種の意思決定を行

うべきと指摘 39した。この管理可能要因と管理不可能要因との峻別とその対応法について

の議論が、後にMcCarthyや Kotlerによって確立されるマーケティング・ミックスである。

Howardは、製品、チャネル、価格、広告、人的販売、立地を管理可能要因としてあげ、同

様に、管理不可能要因を競争、需要、非マーケティング・コスト、流通機構、法的規制だと

した。そして、管理可能要因を最適に適合することによって、管理不可能要因がもたらす不

確実性への対応を説いたのである。つまり、マーケティングが Howard によって、はじめ

て統合的な経営管理手法として、文字通りマーケティング・マネジメントとして提唱される

と共に、自社製品の外部環境への適応戦略として位置づけられ、始めて製品別のアプローチ

の重要さに焦点が当てられたのである。 

しかしながら、荒川[1978]が指摘するように、Howardが指摘した管理可能要因としての

マーケティング要因は、この段階では未だ企業の長期的利益の最大化を目指すための活動

であることは指摘しつつも、マーケティング要因の意思決定に重点が置かれ、統合化した視

点で最適なマーケティング・ミックスについての議論はない 40。おのずと製品計画について

の詳細な議論やネーミングについての考察もその重要性は認識されながらも、秩序だった

議論の展開はない。これは、Howardが経済理論の枠組みに沿うマクロな視点でマーケティ

ングを捉えたためであり、ある程度理解できるものである。しかしながら、重ねて記せば、

企業の置かれた環境を内部環境と外部環境に分類した上でのマーケティング要因の管理に

言及したのは、Howardが嚆矢であり、その分類方法は現代のマーケティング戦略の策定に

も十分に活用できる重要なコンセプトである。 

 

                                                  
39 Howard[1957] ,邦訳 p.4. 
40 荒川[1978],p.70. 
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第 7節 1960年以降のマーケティングの変化 

1960年代に入ると、高度経済成長の時代の到来、そして技術革新の活発化、徐々に進む

国際化などで、マーケティング要素の行動チェックを行い、その結果を待って対応するとい

う静的な競争から、競争激化に伴う対応のスピード化への要請が増す状況に変貌した。

VerdoornやHowardらが議論していたマーケティングの統合的管理を追及するというマー

ケティング・マネジメント論が想定としていた市場と現実の市場環境に齟齬が生じ始めた

のである。具体的には、製品開発は競争の激しい動的な市場での競争が行われている。この

動的な市場は、急激に拡大していきながらも激しい競争下に置かれており、それらの環境下

で競争に打ち勝つためには自ずと莫大な製品開発投資が必要となる。また、その巨額の投資

の元で実現した開発製品を市場に投入するには広範囲なチャネルへの配荷、莫大な広告費

が必要となる。こうなると、マーケティングの諸要因に関する業務をマーケティング・マネ

ージャーの職権の範疇で管理するということが実質的に不可能となっていったのである。 

一般的に、何らかの課題が生じた場合、その課題を解決する新たな糸口は、別の異なる視

点から捉え直すことで解決される場合がある。マーケティング・マネジメント論の弱点であ

る広範囲で複雑かつ混沌とした競争環境への不対応の克服にも、新たな糸口が必要であっ

た。人間行動の視点を重視したマーケティングを提唱した Alderson の主張の出現である。 

Alderson は、それまでの経済学の枠組みを基礎とするマーケティングの捉え方を、社会

学や社会心理学によって捉え直すと共に、マーケティング・マネジメントは企業の最高意思

決定者が持つ全社的視点で議論されるべきである、という要請を踏まえた考えを

Marketing Behavior and Executive Action[1957]で体系的に示した。Alderson は、市場

は価格のみで動く純粋な完全市場ではなく、多様な欲求を持つ異質な市場によって成り立

つことを前提に、マーケティングは経営者の行為であり、機会と市場に於ける潜在的需要の

探索と供給の対応からなる努力として捉えている 41。さらには、実際の手順、活動方法、機

能的方法を記述すると共に、OR(Operation’s Research)を駆使してその調整を行いながら効

率を上げるべきだと指摘している 42。適用する組織的行動システムとしてマーケティング

を捉えているのである。そして、Alderson は消費者の自由な選択に品揃えで対応すること

によって、その対応が製造に波及連鎖することで革新の拡大が生まれマネジリアル・マーケ

                                                  
41 Alderson [1978]. 邦訳. pp.405-426. 
42 Alderson [1978]. 邦訳. pp.468-476. 



24 
 

ティングが成立すると主張した 43。しかし、いかにいくつかの業種や製品市場を対象に経営

レベルでのマネジリアル・マーケティングを論じようとしても、Alderson が議論の中心と

したのは消費者選好の結果とその対応として品揃え形成を変化させ、その品揃えの変化に

対応する製造議論の展開と流通議論の展開である。したがって、彼とて、まだ顧客ニーズを

中心に置く議論も、そのニーズを元に製品開発を行うという視点はない。マネジリアル・マ

ーケティングの概念形成やマーケティングが経済学の枠を超えた諸学問との関連性を訴え

る複合学としての成立の礎石とはなっても、現代社会でも通用するような普遍的な枠組み

とはなっていないのである。 

 

第 8節 アメリカと日本のマネジリアル・マーケティング 

そんな中、McCarthyは、Basic marketingでマーケティング・マネージャーの視点とし

て需要曲線と供給曲線を用いながら、価格設定の変化による需要量の増減と全社的な収入

の漸増や漸減について議論している 44。 

需給曲線は現在の経済学では基本的な曲線として十分に知られた曲線であることは言う

までもないが、McCarthyが指摘するように、実務現場において需給曲線に基づいた競合他

社の製品価格と自社価格の弾力性を比較した上で価格設定を行うという判断は、当時のマ

ーケティング・マネージャーに完全に委譲された権限だったのかという点については、疑問

が残る。より詳細に記せば、製品価格の決定は、製品製造のための原材料価格、製造工程に

かかる経費、パッケージ価格、流通経費などの製品自体の製造や流通に係る経費はもちろん、

当該製品を単体で製造している企業の場合には、全社的な売上げにも過大な影響を与える

最重要な課題である。一方、大企業の場合では、当該製品以外の製品が多種多様で、その製

品が数多く保有する製品のごく一部を占める製品であった場合でも、その製品と他の製品

とのバラエティ性の観点や補完的観点、企業イメージ等、自社製品群全体のトータルな企業

戦略との関係性が関わり、なおさら重要な意思決定が必要なはずである。組織的ヒエラルヒ

ー構造が明確なアメリカ企業において、マーケティング・マネージャーには、このような広

範囲で全社的なトップマネジメントしか持ち得ない程の特有の権限が与えられていたとは

考えにくい。したがって、McCarthyが、マーケティング・ミックスの中の価格決定の重要

性を企業別の需要曲線を例に出しながら、マーケティング・マネージャーに強く訴えた形を

                                                  
43 Alderson [1978]. 邦訳. pp.523-528. 
44 McCarthy[1977],邦訳, pp.38-53. 
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とっている内容 45も、実は、需給曲線や価格の弾力性を用いたトップマネジメントに対して

のマーケティング戦略の指南なのである。 

 これは、荒川[1978]も指摘するように、第 2次大戦後、それまで部分的であった品揃えや

初歩的な製品開発法、流通施策などの部分的マーケティングが、Verdoonや Howardoらに

よってある程度統合され、マーケティング・マネジメント論が誕生して発展する段階で、全

社的経営管理のそれが、マーケティング・マネージャーの職域範囲を超越しつつあったこと

を意識していたと言える。より詳細に言えば、1960年代当時のマーケティングは、すでに

その体系内に製品の品目・品質を包摂し、競争が単なる価格競争や販売促進競争から製品競

争、さらには技術革新を背景とする新製品開発競争へと変質したことによって、巨額の資本

投下を要する状況となっており、複雑に絡む要因間における競争のステージも、そして、戦

力の源である財務的権限もマーケティング・マネジメントの範疇を超えつつあったことの

反映であると見て良い。 

 このようにして、マーケティング手段の統合的管理理論であったマーケティング・マネジ

メント論が、全社的経営の統合原理としてマネジリアル・マーケティング理論へと要請され、

発展していったのである。 

つまり、アメリカを中心としたマーケティング研究の発展は、流通研究(社会経済的アプ

ローチ)、マネジメント研究(個別経済主体的ないしマネジリアル・アプローチ)、そして方法

論および歴史研究(メタ学的アプローチ)の 3つに分化して発展したのである 46。 

しかし、本研究でこれまで見てきたように、日本における 1960年代までのマーケティン

グ研究は、すでに 1900年初頭から、ドイツをはじめアメリカなど欧米のマーケティング手

法を事例まで紹介して丁寧に取り入れ、自社製品の需要のありかとありようを主に流通現

場で探索する「市場分析アプローチ」で現に存在した。そして、この市場分析を基礎として、

重回帰分析をはじめ、世界的にも使用されている林の数量化理論などの多変量解析の手法

も徐々に、そして、比較的身近に使用されるようになった。 

この市場分析アプローチが初期の段階から浸透していた結果として 1950 年代の日本の

大量生産を支えると共に、経営層にマーケティングが自社の競争優位性を補強するだけで

なく、余剰生産の解決にも役立つことが広く認識されていたのである。 

これらのことから考慮すると、日本におけるマネジリアル・マーケティングは、アメリカ

                                                  
45 McCarthy[1977],邦訳,p.53. 
46 上沼[2014],pp.63-84.も同様の意見のようである。 
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のマネジリアル・マーケティングがマーケティング・マネジメントの弊害を数年間経験した

後で浸透していったこととは対照的に、その弊害を経験せずに比較的短期間で経営層に浸

透していったと考えられる。 

別の視点で捉えれば、アメリカのマーケティングは、その誕生からその適応範囲を拡大さ

せながら発展していく段階で、マーケティングの管理手法の必要性の要請に伴って狭義の

マーケティング・マネジメントが誕生した後、その狭義のマーケティング・マネジメントの

弊害を打開するために広義のマネジリアル・マーケティングが誕生した。 

しかし、日本におけるマーケティングは、1930年代までの市場分析や経営層の広告や流

通政策への直接的関与によって、マーケティング活動の投資の巨額さや、活動範囲の広大さ

に対応するための権限と責任、そして、それら資源投資の及ぶ範囲のコントロールが理解さ

れていた。したがって、これらマーケティング・マネジメントの基礎的理解がされた土壌で

の、経営層が最終責任を負うという規範の下での権限移譲と管理下において行われていた

のである。短期間にマネジリアル・マーケティングの認識と、その下でのマーケティング活

動が実践された理由である。 

 

第 9節 マネジリアル・マーケティングとマーケティング・ミックス 

 すでに前節で述べたように、McCarthyは Basic marketing [1977]で、マーケティング・

マネージャー向けのマーケティング・マネジメントについて、市場全体のマクロな視点、そ

して生産指向への排除と消費者志向への転換、自社の製品計画やプロダクトプランニング

といったミクロレベルまでのマーケティング要因を体系化した。その内容は、マーケティン

グ・マネジメントの議論という前提を置きながらも、その内容は、マネジリアル・マーケテ

ィング理論の橋頭堡と言えよう。 

 また、現在でもマーケティング戦略の中心概念として活用されている、マーケティング・

ミックスの 4P(Product、Place、Price、Promotion)を、顧客を中心に位置させる形で構造

的に整理し、重要な各 P の定義づけと相互の関係性を含めた計画の際の留意点を初めて論

じた貢献は、改めて言うまでもなく大きい。 

 しかしながら、野田[2019]で指摘したように、McCarthyが提示した 4Ｐの構造図は、「マ

ーケティング・ミックスは顧客志向を反映するために4Pを同時並行して計画されるべきだ」

と指摘した上で、「Product(製品計画)は潜在的顧客にどのように見えているか（見え方）に

関係するため、第一に検討されるべきだ」という主張を誤解なくスムーズに実現するための
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体系的なフレームになっていなかった 47。 

 

 

 

 

 

 

図 1-1. McCarthyによるマーケティング・ミックスの 4P 

出典: McCarthy(1977)邦訳 p.66を元に筆者作成。野田[2019]p.2図 1の再掲 

そればかりか、4つの要因の関係性についても定量的には例示していないため、経営資源

を準備してリニアな流れで、McCarthyの図 1-1.のフレームを使って新製品開発を実践する

場合、Product(製品計画)の優先順位と他の３P との関係性が明確でなく、同時並行での計

画策定が必要だという指摘通りには実行できず、実践的でない。 

また、顧客志向の位置づけは、マーケティングの最も根本的かつ必然的重要性をもって中

心に位置づけたのであり、他の位置には配置できないほど妥当であるが、その顧客自体の定

義が特定製品を購入して問題解決を行う需要者 48という位置づけから脱せてはいない。具

体的には、消費者の行動科学領域の研究成果を援用しながら、消費者の欲求から解決に至る

過程を 5段階に分解し、問題解決を拡張的問題解決(extensive problem solving)、限定的問

題解決(Limited problem solving)、常規的反応行動(routinized response behavior)の 3つ

のレベルで捉えながらその対応を提唱しているが、その 3 つは顕在化されたニーズを処理

する行動に対する視座からの議論に留まり、顧客自体も明確に認識していない潜在的ニー

ズの顕在化に対する対応や、ニーズ自体を創造するという観点からの議論はなく、顧客に対

するより一層の深い定義が期待されていたと感じる。 

McCarthyは、企業経営者の主要な職能は意思決定にあるという認識でその書を位置づけ

ると宣言する。具体的には、価格設定、製品計画などの顧客関連意思決定について、トップ

マネジメントが意思決定を行うと規定している 49。 

では、McCarthyの示す、経営者の意思決定領域である製品計画には、何が含まれるので

                                                  
47 野田[2019], pp.3-4. 
48 McCarthy[1977],邦訳,pp.38-59. 
49 McCarthy[1977],邦訳,p.78. , pp.113-114. 
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あろうか。McCarthyは、新製品市場開発の際に必要な業務を網羅した項目建てとその順序

を、図 1-2.に示す構造図で例にしながら、具体的にその手順と内容を説明している 50。 

まず、経営者の職能として位置づける意思決定であるが、アイデア段階では、「新製品の

機会有無」の確認は経営者の職能として位置づけている。そして、その市場機会に関する調

査部門の評価を基にした「進行可否の判断(「中止か継続か」、以下、同じ)」の判断を行うと

している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2. McCarthy[1977]の示した新製品市場開発の順序 

出典：McCarthy, Basic marketing[1977]邦訳 p177より作成 

 そして、開発の段階では、調査部門による市場機会の発見に基づく製品コンセプトのテス

ト結果、製品コンセプトを基にした実験室によって開発されたプロトタイプの製品テスト

際の「進行可否の判断」を行うとしている。以下同様に、テスト・マーケットの段階まで、

経営者の職能を新製品開発の各段階で規定している。McCarthyはこの図 1-2.の構造を説明

しながら、製品(Product)には、物理的製品単体としての「単なる製品」と、付帯するサービ

                                                  
50  図 1-2.に記載したMcCarthyが示した「新製品市場開発の順序」は、彼自身が作成したものではな
く、Benton &Bowels Research and Printer’s Ink April 13,1962,pp.22-23からの転載である。 
McCarthy,[1977],邦訳 p.177. 
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スも含めた総合的な製品である「トータル・プロダクト」という 2つの製品が存在すると指

摘している。そして、この「トータル・プロダクト」の中にネーミングが含まれることを初

めて指摘している。 

 McCarthyが 1960年に Basic marketingの初版本でマーケティング・ミックスの 4Pを

発表した後、Kotlerは、1967年にMarketing Managementを上梓し、4Pと共に製品の開

発から販売に至る統合的なプロセスと、効率的なターゲット市場開拓のための概念として

の STP理論〔市場の細分化(Segmentation)、対象市場の明確化(Targeting)、対象市場内で

の自社製品の位置づけ(Positioning)〕とを併せ体系化した。 

野田[2019]でも指摘したように、それ以降、現在でも、日本をはじめ世界中のマーケティ

ング研究者や実務家によって、「STP と 4P」は一対のマーケティング・プロセスとして議

論や研究がなされている 51。 

本研究で指摘しておくことは、McCarthy と Kotler がマーケティング・ミックスの根幹

を確立させたことを認めつつ、Kotler も McCarthy 同様にマーケティング・マネジメント

論の研究者でありながら、1967年の Marketing Managementの初版本を上梓した当時か

らマネジリアル・マーケティング思考を強くその書に包摂していたという事実である。 

McCarthyと Kotlerがマーケティング・ミックスを確立させた後、Kelleyと Lazerは

多数の研究者の多くの論文を編纂し、それまでのマーケティング研究を整理しシステム

ズ・アプローチで捕らえ直すことによってManagerial marketing[1967]を上梓した。  

Kelleyと Lazerは、消費者行動分析、販売予測や長期計画、研究開発、マーケティング

努力の評価と調整、新製品開発やディストリビューションなど広範囲かつ複雑なマーケテ

ィングの諸問題をコンピューターシステムとオペレーションズ・リサーチや統計学の手法

を活用することで、マーケティングに関する経営層の意思決定が合理的に実現することを

提示した嚆矢である。さらには、マーケティング・サイエンスが研究領域として独立して

成立することに貢献した嚆矢とも言えよう。 

一方で、マネジメント思考を財務的思考に意識し過ぎたのか、新製品開発やマーケティ

ング・ミックスに関する章では、Kotlerの言う Product(製品計画)を議論するための研究

には触れず Deanの価格設定法 52や Levittのプロダクト・ライフ・サイクルを中心にした

                                                  
51 例えば、成田[2013],pp.27-48. 栗木[2015],pp.33-46. 
52 Kelley , Lazer [1967], 邦訳, 下巻 pp.439-444. 
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新製品開発マネジメント 53にその議論は留まっている。 

 

第 10節 McCarthyと Kotlerのブランド・ネーミング 

McCarthy は、「トータル・プロダクトは、単に物理的製品というよりは、それに関連す

る機能的特徴もしくは美的特徴を持つ製品である。それは、付属品、機械設備、使用説明書、

包装、おそらく消費者の心理的欲求を満たすブランド・ネーム、および購入後の顧客の要求

を満たすためにサービス施設が利用できるという保証などを含んでいる」とする 54。 

特筆すべきは、この McCarthy の指摘は、これまで述べてきたように、経済学的範疇や

社会経済的範疇の中で議論されてきたマーケティングの重要な要素である製品計画が、消

費者心理の下で議論されるべきであるという必要性を初めて指摘したことである。 

一方、McCarthyのいう「ブランド・ネーム」についての議論の中には、2つの大きな議

論の欠落があることも指摘しておく。 

ひとつは、「ブランド・ネーム」というワードが文字通り「ブランド」と「ネーム」の複

合語であるため、これらのワードがどのような基準で用いられるべきかをより厳密に定義

した上で役割や機能も議論しておくべきであったという事である。ふたつ目には、「ブラン

ド・ネーム」があたかも製品開発を行う際に短期間で成立する部品的、又は単独で存在する

要素として扱われているように解釈されることである。これら 2 つの McCarthy が残した

ネーミングに関する課題は、「プロダクト・ネーム」と「ブランド・ネーム」との相違や機

能についての議論の醸成を阻害し、その開発法の発展をも遅らせることとなったと考える。 

一方、Kotlerは、McCarthyがマーケティングを経済学と消費者心理から捉えた貢献に、

セグメント(Segment、「S」)、ターゲット(Target「T」)、ポジショニング(Positioning「P」)

というコンセプトを加えた後、1994年に、その議論の中心に消費者行動モデルや競合環境

を位置づけるようになり、マーケティング・フローに則した情報システムを追加することで、

課題解決の視点を加え、より実践的な議論の展開を行った。(図 1-3.) 

特に、本研究が対象とする製品領域の議論は、1994年のMarketing Managementでは、

明確に消費者ニーズに立脚した一貫性を持たせた上で議論している 55。 

Kotlerは何版もMarketing Managementを上梓しているので、ここで少し整理する。彼

                                                  
53 Kelley , Lazer [1967] ,邦訳, 下巻 pp.414-433. 
54 McCarthy [1977],邦訳, p.165. 
55 Kotler [1994] ,邦訳, pp.412-431. 
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は、当初、製品を「物理的な特色、サービスの特色、象徴的な特色をひとまとめにしたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3.Kotlerの定義した製品の 5次元 

出典：Kotler [1994] 邦訳 p.413.を元に筆者修正 

であり、購入者に対して満足あるいは便益をもたらすもの 56」[1967]と製品ありきの位置づ

けで捉えた。そしてその後、1994年には「ニーズとウォンツを満足させるため、注目、取

得、使用、消費を目的として市場にて供されるもの」と定義 57しなおすと共に、具体的な製

品カテゴリーを例に出しながら図 1-3.に示す 5 つの次元からなる構造の指摘を行ったので

ある。 

この図 1-3.を一見すると理解できるように、Kotler [1994]は製品の中心にコア・ベネフィ

ットを位置づけている。この製品の中心に位置するコア・ベネフィットは、消費者が感じる

ベネフィットであり、製品が消費者にもたらすベネフィットが中心に位置づけられて初め

て製品として成立するという思想の構造となっている。このことから、消費者は製品自体を

欲すると意味づけるのではなく、製品によってもたらされる効果・効能としてのベネフィッ

トを欲しているという機能・効能に対する欲求を中心に置いた上で、消費者心理構造に対応

するのが製品であるという指摘である。 

そして、コア・ベネフィットの外側に位置する Generic・Productは製品の基本的な形で

あり、その外側は Expected・Product、つまり、期待される製品である。期待される製品と

は、消費者がその製品を購入することによって期待される、付帯された要素と機能との組み

                                                  
56 Kotler [1967] ,下巻, 邦訳, p.43. 
57 Kotler [1994], 邦訳, p.412. 
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合わせからなる期待の度合いが左右する製品だと指摘する 58。さらに、Augmented・

Product(拡大された製品)とは、他社製品と差別化可能な付加的なサービスやベネフィット

をもたらすと差別化の度合いが左右される製品で、Potential・Product(潜在的製品)とは、

その製品の将来性のあり方を予見させる度合いの有無による製品だと指摘する。 

そして、Kotler は企業間の製品競争の主戦場は、これらの 5 次元構造の中心から同心円

状に拡大していき、本著が執筆された当時の競争の次元は、Augmented・Product だと指

摘 59すると共に、徐々に製品競争の次元がコア・ベネフィットを与える方向に拡張していく

ことを主張している。 

Kotler のこの消費者ニーズを背景にした製品構造は、確かに製品間競争の概念としては

この段階までは妥当である。しかし、McCarthy同様に、ブランドを「製品ラインの中の 1

つあるいは複数のアイテムにつけられた名前であり、アイテムの特性や出自を明らかにす

るもの 60」として捉え、「名前、用語、サイン、シンボル、デザイン、あるいはそれらの組

み合わせであり、ある売り手の商品を競争社から区別する目的でつけられたもの」として広

範囲に定義してしまった。(図 1-4.) 

そして、ブランド・ネームについては、「言葉として表現されたブランドの部分で、発音

可能」と定義 61しているだけで、ブランド・ネームがブランドの一要素であることは認めつ

つも、やはり、それ以上の役割や詳細な定義については議論がなく、製品開発を行う際に短

期間で成立する部品としての扱いがされている。つまり、Kotlerも、McCarthyが消費者の

心理的欲求を満たすものとして初めて消費者の心理に焦点を合わせてブランド・ネームを

定義したように、消費者ニーズを基にした競争優位性の確保としての製品差別化のためマ

ーケティング上の重要な要因としてブランドを捕捉したが、この段階では、製品の構成要素

の単なる部品の一つという認識であった。 

つまり、これら Kotlerの Marketing Managementにおけるブランド定義やその役割に

ついての貢献は、ブランド・ネームがマーケティング上の競争優位性の確保に役立つもので

あるということの周知には十分すぎるほど貢献したが、実際にブランド・ネームを開発する

ための方法論や留意点についての議論はなく、概念理解は可能でも実践的とは言えないと

                                                  
58 Expected・Productついて邦訳では、「買い手が購入するとき期待する属性と条件の組み合わせ」と 
しているが、やや理解に苦しむ。よって、文中の解釈とした。Kotler [1994], 邦訳, p.413. 

59 Kotler [1994], 邦訳, p.413. 
60 Kotler [1994], 邦訳, p.416. 
61 Kotler [1994] ,邦訳, p.425. 
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いう問題を孕んだままだったのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4. Kotlerの定義するブランドとブランドの中のブランド・ネーム 

出典：Kotler [1994] 邦訳 pp.416-424.の記述を基に筆者作成 

ここで一旦、1950年代から 1970年頃までのマーケティング、そして、Kotlerのいうブ

ランド・ネームについてまとめておくと、3つの道程を経たことが理解できる。 

1950年代は、第 2次世界大戦が終焉し、アメリカや日本のみならず、世界的にも産業が

戦後復興のために活況を呈し、技術革新も相まって大量生産による多数の製品の市場投入

が発生し、また、消費者の所得増も発生したことにより、従来にない豊かさを求める消費者

ニーズが誕生した。そして、この消費者ニーズの誕生への対応と、激化する企業間競争への

対応に、McCarthyは消費者心理をマーケティングに取り入れる新しいマーケティング手法

としてのマーケティング・ミックスの 4Pを提唱し、従来の経済学の範疇では解決し得なか

った汎用性のあるマーケティング戦略として誕生させ、マーケティング・マネジメントの発

展に寄与した。その McCarthy のマーケティング・ミックスとマーケティング・マネジメ

ントを、Kotler は消費者心理に消費者行動と情報システムとしての市場情報探索を理解・

活用することが企業間競争上の優位性を生み出すことを提唱し、マーケティング戦略に落

とし込む必要性を提唱した。この Kotlerのマーケティング戦略に対する提唱は、ターゲッ

ト戦略やチャネル戦略、価格戦略、そしてブランド戦略も含めた製品戦略であった。この

Kotler の主張は、マーケティング・マネジメントの意思決定者は経営者であることを強く

認識させ、マネジリアル・マーケティングの誕生を促進させた。その後、Kelley と Lazer
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が、全社的な事業計画との整合性からそれまでのマーケティング・マネジメントではその範

疇を超えるという課題、つまり、消費者行動を基にする販売予測やディストリビューション

といった広範囲かつ複雑なマーケティングの諸問題が、実質的には全社的な事業計画や全

社戦略に大きく関与するという課題を、コンピューターシステムとオペレーションズ・リサ

ーチ、そして統計学の手法を活用することで、マーケティングが経営者の経営管理法として

の昇華を促した。経営管理手法としてのマネジリアル・マーケティングの定着である。 

別言すれば、これらMcCarthyや Kotlerに胎動し、Kelleyと Lazerによって多くの研究

者のマーケティング研究がManagerial marketing[1967]として編纂されたことにより、製

造や販売、流通、製品開発など企業の全ての組織内で全社的にマーケティング思考を根付か

せ、企業経営と密接に連携するマネジリアル・マーケティングは、令和の時代の現在の企業

でも広く認識されている重要概念である。 

さらに言えば、この 1900 年代初頭から始まったマーケティングの萌芽は、1960 年代ま

での 60年間で、経済学の手法や規範を基礎として誕生した後、消費者心理学や消費者行動

論、統計学、そして情報システム学などの周辺学問を、実務面で実証しながら学際的に発展

してきたものである。 

一方で、本研究が対象とするネーミング開発については、ブランド・ネームとプロダクト・

ネームの峻別がされていないばかりか、ブランド自体の研究も不十分な状況であった。1960

年代にも、類似製品との大幅な価格差を持ちながら、世界的にも安定した高い製品信頼性の

あるヴィトンやシャネル、飲料市場で強大な勢力を誇り、数多ある飲料メーカーがその牙城

を崩せないコカ・コーラなど、世界的なブランドの存在は認識されていたはずだが、まだ、

一般化できるほどのマーケティング視点での研究知見は持ち得ていなかったのである。し

たがって、当然、ブランド開発やネーミング開発という実践的な方法論の研究にも着手され

ていない段階だったのである。 

これは、Kelleyと Lazerによって一旦まとめられたかに見えた当時のマーケティング研

究の中でのブランドは、その存在は認知されていても構成要素や構成要因といったブラン

ドを形成する要素も含めた正確な姿として捉えられておらず、製品開発のタイミングで供

給者の意思の反映としてブランドが自然に誕生するかのような短期的開発要素としての認

識に留まっていたのである。現実的には、既述したように当時すでに世界的ブランド企業が

多数存在し、国内においても食品メーカーはじめ多くのブランドが存在し、製品自体の識別

の役割や機能だけで語れないほど、複雑で奥深いマーケティング要素が存在していた。本来
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であれば、McCarthy や Kotler といった著名なマーケティング研究者が、この時代に本研

究が対象とするブランド・ネームや製品ネーム開発の議論を実践的に、より深く行っておか

なかったことは残念である。なぜなら、ブランドとブランド・ネーム、そしてプロダクト・

ネームを峻別した上で、明確に定義づけておくことは、競争優位なマーケティング活動をい

かに行うかという課題に直結する問題だからである。 

 

第 11節 1970年代から現在までのマーケティング 

 1970年代は、日本ではアメリカに次ぐ経済大国となり、そのシンボルとして開催された

70 年の大阪万博、そして 71 年に始まる第 2 次ベビーブーム、高度経済成長とその弊害と

しての四日市ぜんそくや水俣病などの公害問題、農村部から都市部への若年労働者の人口

移動など、インフレや環境汚染といった負の側面と伴走しながらも、高度経済成長を謳歌し

た時代である。 

また、アメリカでは、71 年には 1961 年からのベトナム戦争介入などによる財政赤字の

解決策として、後にニクソンショックと呼ばれるドルの固定相場制から変動相場制への移

行、そして財政縮小とを合わせて実施するスタグフレーション対策。社会的には、第四次中

東戦争とイラン革命を契機とする 2 度のオイルショックの発生、大量の自動車による排出

ガスによる大気汚染問題と対策であるマスキー法の制定など、アメリカ一強維持の困難さ

が拡大しつつある時代であった。日本、アメリカ共に 1970年代は繁栄と経済変革が、故事

で言う、糾える縄の如く転成する激動の時代であった。 

荒川[1973]によれば、1960 年代のマネジリアル・マーケティング・パラダイムは、こう

した経済成長の負の側面として発生する環境問題、資源問題の深刻化、コンシューマーリズ

ムの台頭を契機として、その発想の有効性自体が揺るがせられた 62。そして、そのマネジリ

アル・マーケティングのもたらした弊害への反省と変革の社会的要請は、Kotler のソーシ

ャル・マーケティングの提唱に触発される形で議論が進み、Lazer と Kelley が Social 

Marketing[1973]で Kotlerの主張をより先鋭的に捉えた後、現在でも多くの研究者や実務

家によって研究されている。 

三上[1982]によれば、もともと Kotler の言う、ソーシャル・マーケティングは、社会的

に有用な仕事や業務を行っている組織や個人の行動やアイデア、主張をより効果的に遂行

                                                  
62 荒川[1973],pp.287-288. 
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するために、マネジリアル・マーケティングまでの伝統的なマーケティング手法を応用して

活用するという考え方であった。つまり、在来の伝統的マーケティング・コンセプトやその

技術を、企業以外の病院や教会、大学といった非営利組織にまで適用すること、より端的に

言えば、マーケティング概念の拡張論を唱えたのである 63。さらに三上は、この Kotler の

マーケティングの拡張論にMcDaniel[1979]も賛同した論文を発表したと示している 64。 

これに対し、Lazerと Kelleyの主張するソーシャル・マーケティングは、マネジリアル・

マーケティングまでに発展してきたマーケティング手法－企業が需要者に製品を購入させ

るために用いた手法－を、非営利組織や公官庁などに拡大し、社会全体の環境問題まで含め

た欲求充足に適用しようとする考えである 65。この 2 人の主張は、それまでのマーケティ

ングが、企業を中心とした外部環境と内部環境を把握した上で市場に製品を供給し、自社が

ターゲットとする消費者に商品と貨幣との交換し、将来的な顧客として拡大・維持すること

で自社の継続的な発展を目標とするための方法であったことに起因する。 

つまり、マネジリアル・マーケティングの誕生は、それまでのマーケティング活動の積極

的な展開が、企業の一方的な利益追求に重心を置き過ぎ、その反作用として生じた環境問題

や貧富の格差の拡大を促し、社会全体の公益に反する結果となったことへのアンチテーゼ

だと理解する。ソーシャル・マーケティングは、このマネジリアル・マーケティングの利益

一辺倒の側面によってもたらされてしまう弊害を認めた上で、そのような弊害を防止する

ことまでを実施対象の範疇に入れて、環境負荷なく格差を是正するためのパラダイム変革

をマーケティングに突き付けようとする考えなのである。 

Kotlerと Levyが提唱したソーシャル・マーケティングを「マーケティング拡張型のソー

シャル・マーケティング」、Lazerと Kelleyの主張を「マーケティング弊害防止型のソーシ

ャル・マーケティング」とするならば、筆者は、そのどちらにも有用な効果が認められると

認識しており、どちらか片方の主張を支持することはしない。 

しかしここで明らかにしておくべきは、マーケティング拡張型にしろ、マーケティング弊

害防止型にしろ、その対象が企業の生み出す利益追求製品であっても、また、社会的安定や

貧困防止、公害阻止のためのサービスや活動といった非物理的な行動や思想であっても、そ

れらを供給者から需要者、もしくは、提唱者や賛同者に伝達する際には、そのあり様や背景

                                                  
63 三上[1982] ,pp.365-366. 
64 三上[1982] ,pp.366-367. 
65 村田 [1976] ,p.233. 
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思想を瞬時に明確に伝達するための何らかの名称は必須であるという事実である。 

本研究は、ソーシャル・マーケティングに関する研究がその主眼ではないために、これ以

上の深掘りはしないが、1970年以降、マーケティング領域での研究が進展するに沿って、

企業経営や産業活動が及ぼす影響が、地域社会やグローバルな社会といった直接的顧客以

外の生活者や雇用者、取引先など社会全体への責任を認識し、公正な持続的発展を経営に求

める CSR経営(Corporate Social Responsibility)のコンセプトが生まれ、現在では一定程度

に定着した。この CSR経営に関するコンセプトは、マネジリアル・マーケティングがもた

らした弊害への深い反省とその背景にある存在継続への欲求の表れである。 

2020年の現在、世界的に新型コロナウィルスが大流行すると共に、地球温暖化を主要因

とするゲリラ豪雨や洪水により、それまでの日常的な経済活動さえ困難な社会情勢となっ

ている。新型コロナウィルス蔓延の根本原因は未だ解明されていない状況ではあるが、地球

温暖化の原因は、1900年代初頭から発展してきたマーケティングと産業革命を端にする巨

大工業化や大量生産・大量消費、化石燃料をはじめとした大量の資源消費による二酸化炭素

の大量排出、先進国資本による森林の大伐採などが主因であることは異論がないだろう。 

従来の地域的範囲だけで経済活動を行っていたならば、ここまでグローバルに伝染・発症

していなかったウィルスも、世界中いたるところでパンデミックを起こす程に流行してい

るという事実は、経済活動を世界中に止処無く進め、利益追求のみに奔走してきた経済社会

にもその責任の一端があることは忘れてはならない。 

新型コロナウィルスに関しては、世界中でワクチンや新薬開発の研究が進められており、

そう遠くない将来に解決されることが期待されている。一方で、二酸化炭素やメタン、ハイ

ドロフルオロカーボンといった地球温暖化の防止のために抑制しなければならない産業由

来のガスについては、有効な代替ガス類は未だ発見されておらず、日本をはじめ各国が設定

した排出量をゼロにするという目標達成は、現在は未だ何らその根拠すら存在しない。 

本章を終えるにあたり、マーケティングの発展がその原因の一端をもたらした社会的責

任を概記すると共に、長い将来に渡る人類の安泰たる生存や継続的かつ良好な地球環境保

全の一役をマーケティングが担うための発展を願ってやまない。 
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第2章 ブランド開発とネーミング開発 

 第１節 はじめに 

 ここまでで述べてきたように、1900 年代初頭から始まったマーケティング研究は、マー

ケティング要因の整理や定義を経て、1960年代にマーケティング・マネジメント、そして、

1970年代以降、マネジリアル・マーケティングへと発展した。その後、1980年代のソーシ

ャル・マーケティング時代に入り、環境問題への対応や経済格差抑制などの社会問題へも

徐々に対応するようになっていった。 

 一方で、グローバル競争が益々進展する中で、一層の拡大を図りたい企業にとっては、事

業領域の拡大を M&A による買収で早期に実現しようとするモチベーションとなり、積極的

な M&Aが始まる時代となってきた。そのような中、それまでの財務会計的資産勘定には明確

化されていなかった財務的ブランド・エクイティが認識されることによって、企業の持つブ

ランドについての研究が本格的に始まることとなる。 

 このブランド・エクイティこそが、ブランド・ネームや商品ネームの重要さを正規にマー

ケティング研究に知らしめることとなったきっかけである。 

 本章では、この重要なマーケティング戦略の要であるブランド研究とブランド・ネームや

商品ネームの関係性を考察する。そして、待望の Keller [1998]による顧客ベースのブラン

ド戦略とネーミング開発法の示唆を通じて、現代のネーミング開発研究の実態を考察する。  

 なお、マーケティング活動としてのブランドの生成過程の構造と、消費者側からの認識に

よるブランド・ネームの類型についても示した。 

 

第 2節 1970年代までのブランドの位置づけとブランド開発 

マーケティングの始祖として位置づけられる Shawは、トレード・マークやブランド、そ

して、トレード・ネームは製品の差別化に有効で重要であると認めながら 1、これら列挙し

た 3つの重要な識別要因について詳細を考察していない。その上、これらの内、トレード・

マークやトレード・ネームは製品開発の際に創造されるべき要素であるにもかかわらず、製

品開発自体については特別な関心を示さず、それら相互の関連性についても強い意識はし

ていない。価格やチャネル政策といった製品開発以外のマーケティング要素については議

論を展開しているにも拘らずである。Shawの関心は、もっぱら、流通機構の効率化と価格

                                                  
1 Shaw, [1915],邦訳,pp.44-46. Shawは、山高帽でトレード・マーク付きとそれ以外での価格差について 
 言及しているが、部分的記述に留まっている。 
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政策を流通機構に照らしてどう戦略的に取り組むかといった、流通を戦略の中心に置いた

マーケティング戦略思考であり、よって、チャネル要素の列挙と合理的なコントロール法に

焦点が絞られる。 

一方、緒方[1931]によれば、他の研究者がブランドとブランド・ネームやプロダクト・ネ

ームを混在して表現していたのに対し、Clark は、1925 年に上梓した Principles of 

Marketing で、brand は独立したマーケティング上の要素であるという認識をしていたと

報告している。具体的には、小麦粉製造業者が製品につける manufacture’s brand として

商標付きの小麦粉を発売していたことや、カリフォルニア果実取引所が Sunkist という統

一ブランドで果実を流通させたことなどについて考察し、明確に brand が独立したマーケ

ティング要素であることを認識しており、ブランド研究の嚆矢である 2。 

しかし残念なことに、Clarkは、ブランドに関して、消費者の信頼獲得、商品比較の省略、

反復購入という機能について記述しているが、彼はブランドについてこれ以降、研究を進め

ていない[梶原(2010)]。また、彼の研究の後継者も出てこなかったため、彼のブランド研究

への着眼点を連続的に進展させる研究も一旦途切れてしまったのである。 

このようなことも反映してか、アメリカ・マーケティング協会(American Marketing 

Association、以下、「AMA」)の 1948 年の定義委員会のブランドに対するコメントは、以

下のように、まだ他社との区別を行うことに重点を置くだけの定義となっていた。 

Brand - A name, term, symbol, or design, or a combination of them which identifies 

the goods or services of one seller or group of sellers and distinguishes them from those 

or competitors.  

(Comment) A brand may include a brand name, a trademark or both. The term brand  

is sufficiently comprehensive to include practically all means of identification expect  

perhaps the package and the shape of the product. All brand names and trade - marks  

are brands or parts of brands are either brand marks. Brand is the inclusive, general  

term. the others are more particularized3･.4 

                                                  
2 Clark,[1925],邦訳,pp.184-189. , pp.264-265. ,pp.333-334. 
3 ブランド-1つの販売者または販売者のグループの商品またはサービスを識別し、それらまたは競合他社 
  と区別する名前、用語、記号、デザイン、またはそれらの組み合わせである。(コメント）ブランドに 
  は、ブランド名、商標、またはその両方を含めることができる。 ブランドという用語は十分に包括的 
  であり、パッケージと製品の形状を除いては実質的に製品を識別するためのあらゆる手段を含む。すべ 
  てのブランド名と商標、ブランドマークは、ブランドの一部である。 ブランドは包括的で一般的な用 
  語である。 その他の言葉はより詳細化された言葉である。(引用者訳) 
4 AMA,[1960],邦訳 pp.21-22. 
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この定義の中で、ブランドは、競合他社と区別するための名前自体や用語、記号、デザイ

ンなどとの組み合わせであると定義しており、ブランドの中にネームが含まれるとしてい

る。しかし、この 1948年の定義では、ブランド・ネームとプロダクト・ネームとの区別は

されておらず、ネーム自体をより詳細にも議論したコメントもない。 

そして、マーケティング・ミックスの 4P を提唱した McCarthy は、Basic marketing 

[1968]で、ブランディングについて下記のように記述している 5･6。 

Branding refers to the use of a name, a term, a symbol, or design (or a combination 

of these), to identify goods or services of one seller or a group of sellers and to 

distinguish them from those of competitors. This is a broad term that includes the use 

of brand name, trademarks, and practically all other means of product identification. 

 

このように、McCarthyはブランドやブランド・ネームが消費者のニーズに合致するカギ

であることを認識していたものの、製品開発自体、ブランド開発やネーミング開発について

は、研究者の対象ではないという認識を持っていた感さえする。筆者がそう考えるのは、

McCarthyがマーケティング戦略の事例として対象にした消費財分野が、ゼネラルフーズや

ギャンブル・スクグモ、そして、シアーズの事例であり、これらの事例で注視されたのは、

小売店をいかに販売力でランク付けして重点対象を絞り込み、その絞り込まれた小売店に

効率的な配荷戦略をどう策定するかという点であったからである[McCarthy(1977) 邦訳]。  

さらには、耐久消費財分野では、競合企業の多くが富裕層やスポーツタイプを好む市場の

現状に低価格車という新たなカテゴリーの自動車を投入した経営者の意思決定としての戦

略に焦点を当てた、フォードモータースの事例。そして、組織編成と財務統制と製品ライン

を多品種の自動車販売に耐えうる体制に変革した－やはり、経営者の意思決定としての戦

略に焦点を当てた－スローンのゼネラルモーターズの成功事例であったからである

[McCarthy(1977) 邦訳]。 

これらの事例から理解できるように、McCarthyは、マーケティング・ミックスの 4Pを

マネジメント視点で提唱したし、そのことは現在でも広く使用される概念として多大な貢

                                                  
5 McCarthy, [1968] p.237. 
6 ブランディングとは、名前、用語、記号、またはデザイン（またはこれらの組み合わせ）を使用して、 
  1つの販売者または販売者のグループの商品またはサービスを識別し、それらを競合他社のものと区別 
  することを指す。 これは、ブランド名、商標、および事実上他のすべての製品識別手段の使用を含む 
  広い用語である。(引用者訳) 
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献である[野田(2019)]。このMcCarthyのマーケティング・ミックスの考案の背景には、や

はり、製品開発のみならず、組織や財務的資源、人材資源など、企業全体の資源配分に対し

て最適化を行い、全社的に最効率な経営戦略を構築することに主眼を置くマネジリアル・マ

ーケティングの提唱である。つまり、McCarthyがマーケティング・ミックスの 4Pを示し

た当時の研究思想の背景にあった重視点は、マーケティング戦略を実施するための具体的

なマーケティング構造の整理であった。結果として、その概念は実務的かつ学術的にも理解

しやすく、広く認められることになったが、4Ｐのみを彼はマーケティング・マネジメント

論で主張していたのではなく、4Pはあくまで彼のマーケティング・マネジメント全体の中

の一部であった。言い換えれば、マーケティング戦略を策定する際に必要不可欠な要素の一

つとしての４Ｐ構造であり、顧客をコアに位置づけるという当時の供給者中心主義を払拭

させるパラダイム・シフトの上に立脚する戦略の構築議論の構造と思想だったと言えよう。

さらに言えば、McCarthyが主張していたマーケティング戦略は、彼自身指摘しているよう

に、4Ｐに加えて、組織や財務、製品ラインの組み合わせなど、企業全体の製造から販売に

至る全てのプロセスや組織、資源製品を対象とする計画と意思決定なのである 7。 

このようなことから、野田[2019]で指摘したように、McCarthyのマーケティング・ミッ

クスの 4Pにある Productは製品計画ではあるけれども、今でいうマネジリアル的思考を持

つマーケティング戦略自体へその関心が向けられ、実際には自社製品のブランドをひとつ

ずつ計画するという実務的な役割については関心がない。ブランドの機能については研究

対象としているが、最良の機能を発生させるためのブランド開発については研究対象とし

ていないのである。McCarthyは当時のマネジリアル・マーケティングの一般化可能な方法

論に力点を置いたため、製品や流通チャネル、人材や組織、財務状況などの企業の保有する

資産全体をどうコントロールしてマーケティングという経営に活かすかを考えていたので

ある 8。 

一方、戦後のマーケティングの父として著名な Kotlerは、ブランドを「製品ラインの中

の 1 つあるいは複数のアイテムにつけられた名前であり、アイテムの特性や出自を明らか

にするもの 」であり、「名前、用語、サイン、シンボル、デザイン、あるいはそれらの組み

合わせであり、ある売り手の商品を競争社から区別する目的でつけられたもの 9」として定

                                                  
7 McCarthy [1977], 邦訳, pp.60-110. 
8 筆者は、McCarthyのこの立場を否定するものではなく、大きな貢献を齎したことは野田[2019]でも 
 記している。 
9 Kotler [1994],邦訳 p.423. 
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義し、McCarthyよりも漸進的かつ具体的にブランドを捉えた。 

しかしながら、図 1-4.に示したように、ブランド・ネームを「言葉として表現されたブラ

ンドの部分で、発音可能」との定義だけで留めたために、ブラントが製品開発時に短期間で

成立するような誤解発生の要因となると共に、ブランド・ネームとプロダクト・ネームの区

別がないという問題を孕んでいた。 

ここで 1970 年代までのマーケティングとブランドについてまとめると、1960 年以降、

マーケティングの要素の整理とその要素の一定の深耕によるマーケティングの定義付け、

その後、定義されたマーケティング要素のコントロール、そして全社的に顧客ニーズに合致

する経営活動を行うためのマネジリアル・マーケティングへと進化してきた。しかし一方、

マーケティング戦略の実践的な基盤を成す製品開発やその中でのブランド開発、ネーミン

グ開発については、後から顧み解釈するという事例研究レベルに留まり、強いブランドの創

造のための方法論の一般化もなされなかった。当時のブランド研究は、実務家が実際の企業

で開発し、AMAが定義づけしたものを追認し、咀嚼していた時代である。これらの研究は、

まだ、製品開発時に活用できる実践的かつ一般化された研究ではなく、ブランド開発やネー

ミング開発で指針となるような実践的研究は、1980年代以降になってからである。 

 

第 3節 1980年代以降のブランドとブランド・エクイティ 

梶原[2010]が提示するように、1988年にAMAが新たなブランドの定義を行う 5年前に、

マクミラン英語辞書[1998]には、 

  Branding is technique basic to marketing practice as an attempt to differentiate a  

  products in the marketplace Branding policy may call for emphasis on the ‘house’ 

  name (Cadbury, Hoover, Ford, Kelloggs for example) as well as on the brand name,  

 or each brand may expected to stand on its own the policy of Procter and Gammble,  

 Lever Brothers, Beechams for example). For a consumer goods company, a brand －  

 whether by name ,packaging.' image' or price － － may do the job the salesman does  

 for an industrial goods company, communicating directly with the end user.’ 10 

とブランディングを定義し、記載している。 

この記載で、特徴的なことは、1980年代には既にブランディングが製品差別化の基本的

                                                  
 
10 Baker M.J. edit, [1998], p.36. 
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マーケティング活動であるという記述がされていること、そして、企業名だけでなく、企業

のマーケティング戦略に沿った独自のポリシーによるブランディングが可能なことの事例

を含めた提示である 11。また、ブランドの要素として、名前、パッケージング、イメージ、

価格が含まれるとし、これらの要素を使用したブランドが製品の差別化のみならず、消費者

に対して差別化や当該製品の購入促進を目的とするコミュニケシーン・ツールの役割を果

たすことが明確に記述されている。 

 そして、ＡＭＡが発行した 1988年版のマーケティング用語辞典には、ブラントは、 

 A name, term, design, symbol, or any other feature that identities one seller's goods or  

 service as distinct from those of other sellers. The legal term for brand is trademark.  

 a brand may identify one item, a family of items, or items of that seller. If used for the  

 firm as a whole, the preferred term is trade name12. 

と定義して記載している。 

このＡＭＡの記載での特徴は、ブラントが製品やサービスの差別化のために使用される

名前、用語、デザイン、シンボルなどとした上で、法律的防衛の可能な「商標」であるとい

う指摘と、製品やサービスの場合にはブランド、企業全体の場合には（優先的にという表現

を使い）商標名（trade name）で明確に区別されるべきだとしている。 

 このように、辞書にも明確に記載され始めたブランドであるが、これらの記載は、ブラン

ドの中に包摂される要素とその差別化機能を表現しているが、まだこの段階でも具体的な

開発法についての記載はない。 

青木[2011]がいうように、ブランド・ロイヤリティの研究は、1950 年代から始まっては

いたが、1970 年代までは断片的にマーケティングの一手段としてのみの議論 13であった。 

その後、1980年代に盛んに行われたM&Aに伴うブランドの財務的資産価値評価への関

                                                  
11 引用者訳「ブランディングは、市場で製品を差別化する方法としてマーケティング活動の基本的な 
手法である。 ブランディングポリシーでは、企業名（例えば、キャドバリー、フーバー(掃除機メー 
カー)、フォード、ケロッグなど）だけでなく、独自のブランド名を強調することもできる。各ブラン 
ドは、(P&Gやリーバ・ブラザーズ(英国の石鹸メーカー、現在のユニリーバ)、ビーチャムのポリシー 
のように)独自の立場をとることができる。 消費財企業の場合、ブランドは、名前、パッケージン 
グ、 イメージ、価格のいずれであっても–エンドユーザーと直接コミュニケーションすることは、工 
業製品企業のセールスマンが需要者に対して行うコミュニケーションと同様の仕事を行うことがで 
きる。 

12 AMA[1988], p.18. 引用者訳「ブランドは、1つの販売者の商品またはサービスを他の販売者のものと 
   区別する名前、用語、デザイン、シンボル、またはその他の機能である。ブランドの法的用語は商標 
   である。ブランドは、1つの商品、商品のファミリー、またはその販売者の商品の独自性を示す。 
   会社全体で使用する場合、優先される用語は商標名（trade name）である。」 
13 青木[2011],pp.43-68. 
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心の高まりと共に、ブランド・エクイティという用語の誕生とブランドを資産としての維

持・管理する必要性の認識が徐々にではあるが浸透していった。そして、このブランド・エ

クイティの財務的企業評価は、単独製品でのブランド展開よりも、複数の製品に群として使

用する、つまりブランド拡張を行う企業の方がそうでない企業よりも業績が向上している

という事実の発見となり、ブランドをマーケティング視点のみならず、財務的視点で捉え管

理する研究の定着につながるのである。 

なお、田中[2000]14によれば、世界で初めてブランドという勘定科目を貸借対照表に記し

たのは、イギリスの食品メーカー、Ranks Hovis McDouall社(以下、「RHV社」という)だ

という。この財務的なブランド・エクイティ概念の誕生期には、従来の「のれん代」の概念

とは異なる、ブランドという無形資産を考慮しない企業価値の計算評価が、実態と乖離して

いたことの発見があったであろうし、その乖離の原因探求の結果としてブランドという勘

定科目が誕生したと推測される。そして、RHV社によって誕生した財務的なブランド・エ

クイティの評価方法は、現在では、インカム・アプローチ、コスト・アプローチ、プレミア

ム価格法、ロイヤリティ法など多彩な方法を生み出し活用されている。これら数多くのブラ

ンド・エクイティの財務的評価法はコーポレート・ファイナンスの領域に属すため、本研究

ではこれ以上議論しない。 

しかしながら、どんな企業であれ、特定の製品を新しいブランド・ネームで開発した後に

行う、継続的かつ競争優位なポジションで存在するための様々なマーケティング投資は、そ

のほとんどが実質的には単年度の経費として支出されている。その単年度で支出されてい

るにもかかわらず、その投資を伴ったマーケティング活動がブランドとして機能すれば、当

該企業に短期的な収益もちろん、長期的にも継続的に企業収益の発生を成す資産として会

計的に大転換する。この事実はより着目されてよいと考える。 

一方、マーケティング的視点では、ブランド論の大家として有名な David Aakerの研究

のレビューは必須である。彼が上梓した Brand Equity[1991]では、ブランドをある売り手

あるいは売り手のグループからの財またはサービスを識別し、競争業者のそれから差別化

しようとする特有の（ロゴ、トレード・マーク、包装デザインのような）名前かつまたシン

ボルであると規定している 15。そして、ブランド・エクイティを、あるブランド名やロゴか

ら連想されるプラスとマイナスの要素の総和として捉え、同種の製品であっても、そのブラ

                                                  
14 田中[2000],p.5. 
15 Aaker [1991],邦訳, p.9. 
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ンド名が付いていることによって生じる価値の差であるとしている。 

Aakerは、この Brand Equity[1991]以外にも、Building Strong Brands[1995]、Brand 

Leadership[2000]、Brand Portfolio Strategy[2004]、Brand Relevance[2011]など多くの著

書がある。その内容は、ブランドの差別化機能の深耕論(例えば、製品・サービスの伝達、

製品・サービスへの信頼性の付加、購入プロセスの簡素化促進 16など)を展開しながら、会

計的な資産価値を認識した上で、ブランド・エクイティとして「マーケティング戦略立案者

がブランドをどう知覚されたいと考えるか」という目標ないし理想像としてのブランド・ア

イデンティティをまず設定・計画した上で、マーケティング・ミックスを規定すべきだと主

張している。この Aakerの主張は、ブランドの構成要素と差別化機能の背景に、確固たる

長期的戦略思考を持たせる必要性の主張であると共に、マーケティング・ミックスの結果と

してブランド価値が生じるのではなく、マーケティング戦略の起点として捉えるべきもの

だという一貫した主張である。つまり、ブランドは、マーケティング戦略の事前計画という

位置づけで、製品開発の際に長期的戦略ビジョンの実現法として事前に開発されるべきと

いう、大局的で壮大な競争戦略としての主張である。 

 こうした Aaker の主張は、従来からのマネジリアル・マーケティングにおける差別化戦

略としての大局的ブランド戦略構築と、全社価値増強の側面を持つ財務的資産価値として

のブランド・エクイティを統合するという効果を生み出した事により、ファイナンス業界と

マーケティング業界相互の実務的理解融合を促進したため広く認識されたように思える。 

しかし一方、競合企業や競合製品との差別化や競争優位を重視した戦略を重視した結果、

ブランド戦略の策定と実行の結果としての顧客支持の獲得についての議論は、狭い範囲で

の議論に留まり、製品開発の起点が競争優位の獲得主義であり、顧客の支持獲得の結果とし

ての競争優位となっている議論は少ないように思われる。つまり、誤解を恐れず述べるなら

ば、当時のブランド研究を志向していた論者の議論には、顧客支持の獲得がコアに位置づけ

られず、競合対策重視かつ戦略重視で、競合に勝つことが顧客支持の証だと認識されていた

ような印象さえ受ける。結果的に、ブランド戦略の実践法については、研究者からの発信は

少なく一般化されなかったために、企業側で新製品開発を行う際には、ブランドの事前計画

が必要なことは認識されていても、具体的な方法論がなかったために、手探りであった。繰

り返しになるが、Aaker のブランド論は、ブランドの要素全体と差別化機能を指摘したこ

                                                  
16 Aaker [2014],邦訳, pp.176-180. 
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と、そして、ブランド・エクイティの議論を整理・体系化した(Aaker [1991],邦訳)ことは、

大きな貢献であるが、ブランドの具体的開発法については議論していないのである。 

 

第 4節 顧客ベースのブランド・エクイティ 

そのような中、待望のブランド研究者である Keller が出現する。Keller は、「顧客ベー

ス・ブランド・エクイティ(Customer-based brand equity)」という概念と具体的方法論を

Strategic Brand Management[1998]で展開した。 

Kellerの言う「顧客ベース・ブランド・エクイティ」は、消費者が持つブランド知識の違

いによって消費者の購買行動やイメージなどの全ての反応が異なることとして定義 17され、

ブランド・エクイティを顧客の反応を起点に思考する戦略であるという位置づけで議論展

開した。 

具体的には、ブランド・エクイティの定義に、「効果の違い」、「ブランド知識」、「マーケ

ティングへの消費者反応」という 3 つの要素を実践的な消費者調査を行い包摂されるコン

セプトとして結論付けている 18。 

 まず、ビールとコーラでのブランドのブラインド・テストでの味覚テストの結果で、「効

果の違い」を導出した。これは、被験者はブランドを隠した状態では味の差異が明確に判断

できなかったのに対し、ブランド提示の場合では、明確に味の差異を識別した結果からの導

出である。つまり、製品につけられているブランドの価値は、消費者の知覚と印象によって

大きく異なり、あらゆる製品のブランドは、消費者の反応の差異を生むという事実の提示で

あった。 

 一方、「ブランド知識」については、消費者のブランドに対する知識の構成と構造につい

ての提唱である。つまり、「ブランド知識」は、当該ブランドの知識が消費者の記憶内にど

のように関連付けられて存在するのかを理解することがブランド・エクイティを構築する

ためのカギであると主張したのである。 

Kellerはこの消費者の記憶の存在方法を、心理学によって開発された「連想ネットワーク

記憶モデル」が役に立つと論じ、理解しやすく説明している 19。この「連想ネットワーク記

憶モデル」とは、基本形として図 2-1.に示すように、言語情報、視覚情報、抽象的情報、文

                                                  
17 Keller, [1998],邦訳,p.79.の内容を筆者が理解しやすく再構成して記載。 
18 Keller, [1998],邦訳,p.79.  
19 Keller[1998],邦訳,pp.81-82 



47 
 

献的情報などを含むあらゆるタイプの情報がノード内に格納され、そのノード同士が情報

や概念間の連想の強さによって記憶されるとする概念モデルである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1. Keller[1998]がブランド知識に関する消費者記憶で説明した 

ネットワーク型記憶モデルの基本例 

出典: Keller[1998](邦訳)「戦略的ブランド・マネジメント」pp.81-82を元に筆者作成 

 

Keller のいう連想ネットワーク型記憶モデルでは、情報の想起や検索は、拡散的活性化

と呼ばれる概念を通じて生じる。情報ノードは、支持された外部情報であったり、思考され

ている間の内部検索情報であり、どんな時でも情報ノードは活性化の源泉と成り得る。ブラ

ンドという情報が消費者に認知されると、記憶内の特定のノードが活性化され、そのブラン

ドの情報ノードと結びついた別の情報ノードへと活性化が拡散される。そして、あるノード

が閾値を超えて活性化するとそのノード内容が想起され、活性化の拡散は、活性化したノー

トに結び付くリンクの数と強さに左右されるという 20。 

 Keller は、このブランドの記憶のされ方でも実際の消費者テストの結果を使い、詳細に

解説している。 

 例えば、より具体的に理解可能なように、マクドナルド・ブランドについて図 2-2.に示す

と、無数の認知している情報の中でのマクドナルドという名称の認知情報、そして、ゴール

デンアーチ、品質、子供向け、サービス、価値、清潔さといった、マクドナルドという認知

情報と同様に無数の認知情報や思考情報が、マクドナルドというノードと結びついており、

                                                  
20 Keller, [1998],邦訳,p.81. 

情報ノード

リンク(連想の強さ)

【凡例】



48 
 

その結びつきは、無数のノードの中でそのブランドとの関連付けの強弱によって結び付け

られるという考え 21である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2.Keller[1998]がブランド知識に関する消費者記憶で説明した 

ネットワーク型記憶モデルの具体例 

出典: Keller[1998](邦訳)「戦略的ブランド・マネジメント」p.83の記述を元に筆者作成 

 

 このマクドナルドという名称の認知は、無数の情報ノードの中からその消費者にとって

関連性の高いノードが結びつくことによって、その消費者のブランドとして成立し、ブラン

ド・イメージを形成する。したがって、ブランド認知は、マクドナルド自体の認知と関連す

る情報ノードの強さによって左右される結果、当該ブランドを識別する消費者の能力を反

映したものとなると指摘している。 

そして、「マーケティングへの消費者反応」は、ブランド再生とブランド再認からなり、

ブランド再生は、マクドナルドについて何ら手掛かりが与えられなかった際にも、空腹感を

感じた場合に、消費者自らが無数の情報の中からマクドナルドを記憶の中から検索するこ

とができるかどうかという消費者の能力であるとする。そして、ブランド再認は、ハンバー

ガーというカテゴリーの情報が与えられた際に過去にそのブランドに接したことがあるか

                                                  
21 Keller, [1998,]邦訳,p.83. 

【マクドナルドのブランド・イメージ】

品質
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どうかを確認できる消費者の能力としている。つまり、「マーケティングへの消費者反応」

はブランド再生とブランド再認から成り、マクドナルドへ行く意思決定を行う根本的なき

っかけを作る認知と記憶のレベルによって大きく異なり、そしてそれら 2 つの合成効果を

基にした心理的検索の能力であり、当該ブランドがこの能力水準をどの程度保有している

のかということがブランド・エクイティの評価のひとつだと指摘しているのである。このよ

うなことから、企業はハイレベルのブランド・エクイティを獲得するために、企業側から積

極的に消費者にブランド認知を向上させるためのマーケティング戦略をとる必要があると

する。 

 このように、Kellerのブランド・エクイティに対する考察は、それまでの Aakerが示し

たブランド戦略の思考的啓蒙と概念の拡張から、より具体的に消費者の心理状況や情報蓄

積のメカニズムの解明などを示しながら議論し、実際にどのようにブランド・エクイティの

獲得を行うかという理論と実践法の提示を初めて行っているのである 22。 

 そして、その理論展開と実践法だけでなく、Keller は彼の理論のコアとなるブランド要

素の強化とブランド認知の強化について、より実践的なガイドラインを示している。まず、

ブランド要素の強化には、あらゆる補完手段と共に、視覚的、言語的にブランド・ネームを

強化することが重要であると指摘した上で、ブランド・ネームと共に、認知を形成するため

の適切なカテゴリー、購買、あるいは消費者の手掛かりと当該ブランドを創造的に結びつけ

るようにスローガンやジングル 23を作る重要性も指摘している。さらに、ブランド認知の強

化法は、幅広いコミュニケーション手段(広告、プロモーション、スポンサーシップ、PR)を

通じて、対応するカテゴリーや適切な手掛かりと当該ブランドを創造的に結びつけること

が重要であるとしている。 

このように Keller の「顧客ベース・ブランド・エクイティ」の貢献は、消費者のブラン

ド認知からロイヤリティ醸成までのブランド生成過程を整理した上で、それまでの研究者

と大きく異なり、ブランド・ネームの開発法についても明確に議論展開している点である。 

つまり、ここまでのマーケティング研究の発展経路を簡潔にまとめると、1900年代初頭

に始まったマーケティングは、広告や流通政策を中心とした個別的な要素ごとの整理や強

                                                  
22 Kellerが示した「顧客ベース・ブランド・エクイティ」での消費者のネットワーク型記憶モデル(図 2- 
  1.や図 2-2.)は、心理上の連想関係を消費者調査結果によって把握した結果として構造化されるもので 
   ある。実際の構造化については、通常、コレスポンデンス分析(頻度行列の分析)や多次元尺度構成法 
  (距離行列の分析。MDS、Multi Dimensional Scaling)などの多変量解析手法が用いられる。 
23 ジングルとはブランドを区別し印象づけるために用いられる短い音楽のことである。 
  松村 [2007]『大辞林』,p.1285. 
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化、次に、市場分析を起源とする需要形態の把握と消費者理解、そして、1960 年代に

McCarthy が誕生させ、Kotler 統合したことによってマクロな方法論としてのマーケティ

ング・ミックスが誕生した。そして、1970年代には技術革新の伴う新製品の登場による競

争激化に伴い、マーケティング・ミックスによる戦略実行に全社的視点での経営資源のコン

トロールが要請され、マーケティング・マネジメントとして発展した。その後、1980年代

には国際化と巨大産業化に伴うグローバル競争の激化と、世界的な環境対応への要請が強

まるに従い、マーケティング・マネジメント思想の限界と適用範囲の拡張を発生させること

により、マネジリアル・マーケティングとソーシャル・マーケティングを誕生させた。 

しかしながら、巨大産業化の過程におけるM&Aや CSRに代表される企業の社会的使命

への要請は、前提としての企業の公正な評価の要請へと変化し、財務評価の視点でのブラン

ド・エクイティを誕生させた。並行して、コンピューターの発展に代表される、さらなる技

術革新の成果は、同業間の製品差異の縮小化が顕著化する状況の中で、競争優位なブランド

とそれ以外のブランドの解明要請となり、資産的評価を基礎とするブランド・エクイティは、

マーケティング研究にも大きな影響を与え、Aakerのブランド・エクイティ論の誕生を助け

た。しかし、こうした初期の Aakerの Brand Equity [1991] でのブランド論は、マーケテ

ィング戦略の前提計画として、製品開発の際に長期的ビジョンとして設定しておく必要性

を、単独ブランド製品からブランド拡張の方法と効果の提示による動機の喚起で提唱した

が、実際的なブランド開発の方法論に関する議論はごく一部であった。 

したがって、当然、本研究が対象とするネーミング開発の議論には触れていない。そうし

た中、Keller が初めて顧客の心理をベースにしてブランド・ロイヤリティを解きほぐした

ことにより、優れたブランド・エクイティを構築する方法論の議論へと展開されたと同時に、

ブランド・ネームがブランド開発で顕著に重要な要素であることが認識され、その開発法が

初めて議論されることとなったのである。 

 Kellerのブランド認知の強化という視点でのブランド・ネームの重要性に対する指摘は、

以降に述べるマーケティング戦略に重要なネーミングの開発法とその意義の基になる考え

であり、本研究が対象とする内容と同一領域の初めての詳細な考察である。 

 

第 5節 2000年前後のブランド開発とブランド・ネーム 

 Kellerは、Strategic Brand Management[1998] の中のブランド・エクイティ構築のた

めのブランド要素の選択の章で、ブランド・ネームの重要性とネーミング開発の際の具体的
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なガイドラインについて論じた 24。 

 まず、ブランド・ネームの重要性については、 

 「ブランド・ネームは、製品の中心的なテーマや鍵となる連想を極めて簡潔かつ経済的に 

  表現するので、非常に重要な選択肢である」 

としている。そして、ブランド認知の強化法としてのマーケティング・コミュニケーション

を消費者が理解するために要する時間は、マス広告の場合には広告１件あたり 30秒で、人

的セールスの場合は数時間であるのに対し、ブランド・ネームは、ほんの数秒の間に注目さ

れ記憶され思い出されたりすると、その理解に要する時間の短さを指摘している。それどこ

ろか、ブランド・ネームは、消費者の心理内で製品と密接に結びつけられるために、後に変

更が最も難しいブランド要素であるということも指摘している。 

表 2-1. Keller[1998]のネーミングのガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: Keller [1998] (邦訳)「戦略的ブランド・マネジメント」pp.179-184の 

記述を元に筆者作成 

すなわち、Kellerはブランド・ネームを、製品との「同一性」を持つブランド要素であり、

消費者理解の獲得に関して「瞬間性」を持つと共に、記憶の鍵となる重要な要素であり、一

度命名されてしまうと変更がしづらいという「変更困難性」を持っていると指摘しているの

である。そして、これら「同一性」と「瞬間性」を持ち、「変更困難性」のあるブランド・

                                                  
24 Keller, [1998],邦訳,pp.172-219. 

効果や補足説明 例
ブランド・ネームの理解や情報の処理に認知的努力を減少させる。
シンプルで短い名称はコード化されやすく、記憶されやすい。
想起を容易にする。
クチコミによる有効な反復露出を強力な記憶のリンク形成の面で助ける。
想起集合への組み込みがされやすい。
消費者がブランドを口頭で注文する意欲に良好な影響を及ぼす。

(3) つづりが容易 容易なつづりによる正確な発音の獲得と理解獲得
消費者の既存の知識構造を活用できる。
知識情報として、既存の知識情報とリンクしてコード化しやすくなる。

(5) 意味がある 消費者が名称から引き出す明示的かつ暗示的な意味を与える。
100%フルーツジュースの
「ジューシージュース」、
週刊誌の「ニューズウィーク」

(6) 差別的である 差別性や特色は、ブランド再認の向上につながる。 コンピューターの「アップル」

(7) よく目立つ
ブランド・ネームは、固有の独自性と他の競合ブランドに対する独自性に
よる関数であり、この2つの独自性が目立つということ。

(8) ありふれていない
言語上のルールを満たした特色を持つブランド・ネームは、ブランド再認
の向上につながる。

玩具小売りの「トイザらス」、
コピーの「Xerox」

練り歯磨きの「エイム」、害虫ス
プレーの「レイド」、衣料用洗剤
の「ボールド」
悪い例
「ホンダ・プリーサス
　(Homda Precis)」

ガイドライン

(1) シンプル

(2) 発音が容易

(4) 親しみやすい
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ネーム開発のためのガイドラインをまとめて記述した。(表 2-1.) 

Keller はまず、ブランド認知の向上のために 8 つの点が重要だと指摘する。すなわち、

「(1)シンプルで、(2)発音や(3)つづりが容易で、(4)親しみやすく(５)意味があり、(6)差

別的で、(7)よく目立ち、(8)ありふれていないこと」である。 

(1) シンプルで、(2)発音や(3)つづりが容易については、消費者がブランド・ネーム 

を理解したり、情報として処理するうえで認知的努力を減少させることが可能となり、シン

プルで短い名称は、既述した連想ネットワーク型記憶モデル上でコード化されやすく、記憶

されやすいために、想起がされやすい点を挙げている。また、発音のされやすさも同様に、

コード化されやすく記憶されやすいために、クチコミによる有効な反復露出を補助し、連想

ネットワーク型記憶モデル上に強力な記憶のリンク形成として機能するという。そして、

(4)親しみやすく(５)意味があることについては、既存の知識情報と当該ブランド・ネーム

とがリンクしてコード化しやすくなると共に、消費者が既存の知識情報と当該ブランド・ネ

ームとをつなぎ合わせることによって、明示的かつ暗示的な意味を与えると考察している。

さらには、(6)差別的で、(7)よく目立ち、(8)ありふれていないことは、再認の向上の如何

は、そのブランドと他の競合ブランドとの識別しやすさに依存しているため、独自性がある

ほど識別を容易化することを指摘している 25。 

 また、(7)よく目立つことについて、「ブランド・ネームは、固有の独自性と他の競合ブラ

ンドに対する独自性による関数であり、この 2つの独自性が目立つということ」であるとし

ており、「固有の絶対的独自性」と「相対的独自性」について、目立つという出力に対する

関数であるという指摘は、本研究を含む以降のネーミング研究の方向性に対する示唆とし

て斬新かつ現実的であると共に、ブランディング要素の中の重要なネーミング開発に数理

的解明の途の存在を示唆している。そしてさらに、ネーミング開発の具体的手順を公表して

いる(図 2-3.)。 

 しかしながら、これら表 2-１.に示した Keller のネーミングのガイドラインは、文字通

り、ガイドラインであり、その内容は表 2-１.で示したように、当時のアメリカで発売され

ている製品のネーミングを中心とした例示に留まり、数理的解明までは行っていない。 

また、図 2-3.に示したようにネーミング開発の際の手順については、その発案から最終

決定までの手順は指示しているが、それは彼が実際にネーミング開発を行って考案した手

                                                  
25 Keller, [1998],邦訳,pp.179-181. 
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順ではなく、p.28.の図 1-2.に示した McCarthy[1977]の「新製品市場開発の順序」で示した

ように、他の研究者が示したネーミング開発法について考察したり、インターブランド社の

ネーミング手順を参考に整理して記したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3. Kellerの示したネーミング開発手順 

出典: Keller,[1998] (邦訳)「戦略的ブランド・マネジメント」pp.185-190の 

記述を元に筆者作成 

  このようなことから、Kellerは、McCarthyや Kotlerが確立したマーケティング戦略の

基礎的ブランディングの重要性を具体的に整理して議論展開を行ったし、ネーミングがブ

ランディングの要であることを指摘し、その開発手順まで示した初めての研究者であるこ

とは、言うまでもなく世界的にも認められる貢献である 26。 

また、井徳[2016] もいうように、ブランディングを語るとき、ネーミングはブランド活

                                                  
26 Keller,はネーミング開発手順の説明で、具体的に誰の研究を参考にしたかということについては、 

   インターブランド社以外の表記をしていない。Keller, [1998],邦訳,p.185. 
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動の起点になる要素であるため、ネーミングをどう開発するのかは欠かせず、重要な課題で

ある。この井徳[2016]の指摘に表されているように、Keller のこのネーミング開発に対す

る記述以降、ブランド・ネームに対する研究は少しずつではあるが複数の研究者が取り扱い

ながら進展することとなる。 

 

第 6節 ブランド・ネーム開発研究の類型とブランド生成 

ブランド・ネーム開発の研究として、ブランド・ネームの類型を考察した梶原[2011]の研

究が存在する。梶原[2011]は、「企業名のブランド化」、「ブランド名の商号化・企業名化＝

ブランド名と企業名の同一化」、「企業ブランド+商品ブランド＝ダブル表示ブランド」、「企

業ブランド+商品ブランド+アイテムブランド＝トリプルブランド化」と 4 つの類型を示し

た。 

まず、「企業名のブランド化」は、コカ・コーラ、IBM、ゼロックス、インテルなどをあげ

て説明している。同様に、「ブランド名の商号化・企業名化＝ブランド名と企業名の同一化」

については、松下電器産業がパナソニック、大成化工がユニ・チャーム、寿屋からサントリ

ーに変更された事例で説明している。一方、「企業ブランド+商品ブランド＝ダブル表示ブラ

ンド」については、サントリー・BOSS・贅沢微糖は「企業ブランド+商品ブランド+アイテム

ブランド＝トリプルブランド化」の好例である 27。 

しかし、これら梶原があげた 4つのブランドの類型は、実際に製品がどのように使用され

ているかという問題までを含めた類型ではあるが、その生成過程を含めていない。したがっ

て、直接的なブランド・ネームの類型の議論の前提として、どのような生成過程を踏まえて

これら 4つのブランド類型が成立するのかを見ていく必要があろう。そこで、筆者が考察し

て作成した生成過程も含めたブランドの類型を図 2-4.に示す。 

まず、企業名については、起業時には必ず何らかの時に商号を持つのが一般的である。企

業の設立目的として、事前に製造する製品が判明している場合は、その製品名が最初から直

接的に企業名として命名される場合がある。この場合には、その企業名が企業ブランド・ネ

ームとして使用される。現在のコカ・コーラ・カンパニーが好例であろう。 

一方、起業時には製造する製品を限定しない場合、企業名は経営者の個人名(例えば、松

下電器産業)なり、地域名(例えば、芝浦製作所)やビジョン(例えば、大成化工)などの製品

                                                  
27 井徳[2016],pp.4-10.も「企業ブランド+商品ブランド＝ダブル表示ブランド」の例として、サントリー 
   伊右衛門をあげている。 
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とは関係のない汎用性を持つ名称が企業設立時に命名される。 

一方、商品アイテムのブランド化については、単独の商品アイテムにプロダクト・ネーム

が命名された結果、その商品アイテム名がブランドとして成長することによって、商品アイ

テム単独のブランド名となる場合がある。ラベルプリンターのテプラや紙を綴じるホチキ

スなどが好例であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4.ブランド・ネームの生成過程を考慮した類型 

出典:筆者作成 

 

次に、商品群ブランド名については、一つのパターンは、特定企業が製造する製品で、単

独の商品アイテムが販売好調で、その商品のラインナップの拡張として複数の商品が販売

され、結果として商品群のブランド・ネームとして開発される場合。2つ目には、単独の商

品アイテムが同一のカテゴリーに複数存在し、各々プロダクト・ネームは命名されているが、

共通のブランド・ネームがなく、商品群として共通のブランド・ネームの必要性が生じ商品

群のブランド・ネームが命名される場合もあろう。3つ目としては、製品計画時に複数の商

品のラインナップを販売する計画があり、この製品計画時に最初から商品群ブランド・ネー

ムとして命名される場合がある。これら商品群のブランド・ネームについては、ブランド論

では、「ブランド拡張論」として Aaker、Kellerをはじめ、多くの研究者が研究しているが、
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いずれにしても、本研究が対象とする製品のネーミング開発という視点でこの状況を捉え

ると、どのブランド類が存在するかというシンプルな視点での分類となる。つまり、「企業

名ブランド」、「商品群ブランド」、「商品アイテムブランド」の 3つでの集約である。 

しかし、実際の製品の表示法としてのブランド・ネームの使われ方は、梶原[2011]のいう、

後者の 2つ、「企業ブランド+商品ブランド＝ダブル表示ブランド」、「企業ブランド+商品ブ

ランド+アイテムブランド＝トリプルブランド化」ではないと考える。なぜなら、梶原の 4

つ目の「トリプルブランド化」の例として、「サントリー・BOSS・贅沢微糖」を引き合いに

出しているが、「贅沢微糖」は、単なるアイテム・ネームであり、商品ブランドというのは

適切でないと考えるからである。この「サントリー・BOSS・贅沢微糖」の場合、消費者は、

「贅沢微糖」をブランドという認識で捉えていると考えるより、商品ラインナップの単なる

ひとつのアイテム・ネームとして捉えていると考えるからである。 

つまり、筆者の指摘は、企業ブランドや商品ブランド、商品群ブランドは、企業がブラン

ドとして計画又は意図して上市しても、消費者側でブランドとして認識していなければ、ブ

ランドになり得ないことの指摘である。 

この指摘に対する想定されるブランド・ネームの使用のされ方の類型を図 2-5.に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5.ブランド・ネームの使用のされ方を考慮したブランド・ネームの類型 

出典:筆者作成 

梶原が示した類型は 4つであったのに対し、筆者が想定するブランド・ネームの使用のさ

れ方を考慮したブランド・ネームの類型は、図 2-5.のように 6つの型となる。 
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※但し、上の細い線で描いた項目は、いずれも消費者側で
ブランドとして認識されていない状況の項目を示している。
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 図 2-5.を一目すれば、その 6 つの類型の別は直感的に理解できようが、ここで特筆すべ

きは、梶原[2010]があげたトリプルブランド類型の指摘で記述したように、商品名の使われ

方には、企業が計画・意図してブランドという位置づけを行っていても、消費者サイドでブ

ランドとして認識されなければ、ブランド・ネームとしての機能は果せないということであ

る。この考えは、すでに Keller [1998]が示した「顧客ベース・ブランド・エクイティ」の

考えに沿うものであり、片平[1998]もいうように、ブランドは、消費者の肯定的評価によっ

て当該製品名称に与えられる「意味」をその差別化源泉とする考えと同意である。  

また、井上[2001]も、「ブランド生成は中核となる企業とその利害関係者間の概念的相互

作用によってなされる」28と指摘している。つまり、企業側が事前にブランドの生成として

意図して製品アイテムや製品群にネーミングをしても、消費者側でブランドとして認知さ

れていなければ、ブランド・ネームとは言えず、単なるアイテム・ネームや商品群ネーム(ラ

インナップ・ネーム)であるのである。 

一方で、森岡[2009]が、 

「ブランド価値はバンドワゴン効果を伴う消費者間コミュニケーションによって生成し、 

 他方、スノッブ効果を伴う消費者間コミュニケーションによって崩壊し、さらにはそれ 

 らの組み合わせによってブランド効果は精製・変容する 29」 

と指摘するように、ある時点で単なるアイテム・ネームや企業ネームであっても、その時点

以降のコミュニケーションの如何によって、商品アイテム・ブランド・ネームや企業ブラン

ド・ネームへと変容する可能性はある。しかしながら、このブランド・ネームの変容までを

考慮に入れるならば、当該商品の上市から市場撤退までの未確定な期間の追跡及びその期

間における継続的な消費者の持つ当該ブランドに対する意識変容の追跡調査が必要となり、

ブランド・ネームとして事前に意図されたネームがどの時点でブランド・ネームと成り得た

のかの特定とその要因探求を行う必要があろう。このブランド・ネームの変容に関する議論

の領域については、本研究では時間的制約および調査費用の金銭的制約、さらには、そもそ

も本研究の議論の中心に位置しないため捨象する。 

この章における議論の重要な点は、現在では多くのビジネスマン、そして研究者にもブラ

ンド・ネームという言い方をされる企業や製品にまつわるそれが、現実社会でどのように存

在するのかという類型を示すことである。このブランドの変容に焦点を合わせず、ブラン

                                                  
28 井上[2001],pp.287-309. 
29 森岡[2009],pp.87-110. 
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ド・ネームの生成実態を、ここでは抽象的な一定の期間として設定し、ブランド類型を焦点

に議論したことは、本研究が対象とするロングセラーとなるブランド・ネームの構造解明を

行うという研究対象とも合致すると共に、ブランドとして成立したブランド・ネームと、ブ

ランドとして生成し得なかったネームとの差異をより明確化させるための研究の契機とな

るものと思われる。その意味でも、本章でのブランド・ネームの実社会における類型は、実

用的であり、かつ、発展的な分類である。 

なお、図 2-5.で示した企業ブランド・ネームについては、本研究が製品開発の中でのネ

ーミング開発を対象とするために捨象する。これは、企業ブランドの改変が、単独の製品開

発によって行われることは、現在のところ見受けられないためである。 

 

第 7節 ブランド・ネーム研究の類型 

ここまでで、マーケティングの発展が、要素の整理から始まり、その要素をどう管理して

いくかというマーケティング・マネジメント、そして、マーケティングが全社的なマーケテ

ィング戦略として機能するためのマネジリアル・マーケティング、さらには、マーケティン

グ戦略が、財務的側面と消費者の知覚する価値としてのブランド戦略へと発展してきた系

譜を追ってきた。そして、Aaker [1991]のいうように、ブランド戦略の起点は、ブランドに

命名することであり、前節では、ブランド・ネームの類型と生成について概観してきた。 

では、類型化されたブランド・ネーム、特に、商品アイテムのブランド・ネームについて、

どのような類型が存在するのだろうか。本節では、この商品アイテムのブランド・ネーム(以

下、「ブランド・ネーム」という)について先行研究を踏まえながら考察していく。 

まずは、マーケティング研究領域での先行研究である。野田[2019]でも示したが、松田・

楠見・鈴木[2004]は、ネーミングを商品名に限定した上で、使用されるワードが当該製品の

カテゴリーを指し示すワードと、そうでないワードとの比較を行い、「商品名はその商品を

典型的に表す名称の方がそうでない名称よりもふさわしい」という調査結果を示している。

また、従来の AIDMAモデルに代表される「購買行動のプロセスに関わる表象の解明」という

視点で商品名の構造研究を行い、どのようなネーミング・ワードが注意喚起に効果的で、関

心や記録につながるのかという解明も取り扱っている。この研究は、認知段階から感情段階

や行動段階に至るプロセスで、想起されやすく記憶されやすいネーミングの重要性を指摘

している点で、筆者の仮説とも符合する。また、「商品名の典型性」と「商品属性への考慮

度合」という概念への発展、そして、これらが購買欲にどう影響するかというネーミングの
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構造解明を行った点についても貢献がある。しかし、あくまでも商品の購入されやすさと、

ネーミングが個別に持つ性能や性質との関係性の議論であり、ネーミングと製品を構成す

る他の変数との関係性を切り口に分析したものではない。ゆえに、他の変数との関係性まで

考慮した総合的な判断で、ネーミングを開発しようとする欲求には対応できない。 

一方、ブランド論や広告論の領域では、製品ネーミングをブランドやコミュニケーション

の中での補助的な位置づけとして扱い、ブランドと一体的なものとしての位置づけで取り

扱っている研究が多い。 

青木[1998]は、 (プロダクトのネーミングも含めた)ブランド・ネームは長期的な一貫性

が必要だが、「普遍的部分」と「可変的部分」により構成されるべきだと主張している 30。

この青木の主張には、2つのポイントが含まれている。1つ目は、プロダクト・ネーミング

を含有するものとしてブランド・ネームを議論していることである。しかし、ブランド・ネ

ームとプロダクト・ネーミングを切り離して、純粋なプロダクト・ネーミングのみにもその

まま適用できるかどうかは議論の余地が残る。2つ目は、ブランド・ネームにプロダクト・

ネーミングを含有して議論していることから、ブランド・ネームとプロダクト・ネーミング

は同類のものだという認識である。これらから、プロダクト・ネーミングについては、ブラ

ンドとブランド・ネームが同じ領域に属することは認識されているが、この同じ領域で明確

な区別がされていないという課題が残っている。 

また、Levitt[1956～2001]は、商標(Trademark)やブランドは、製品名を想起させるもの

として機能する 31としている。商標は、「業として商品を生産・証明・譲渡する者、業とし

て役務を提供する者が、自己の取り扱う商品または役務を他人のそれと区別するために、自

己の取り扱う商品または役務に使用する文字・図形・記号などの標章」32であり、ロゴマー

クやデザインも含まれる場合があり、ネーミングそのものではない。また、ブランド保持の

重要性については記載があるものの、ブランドのネーミングについても、プロダクト・ネー

ミングとブランド・ネームとの区別なく議論されている。さらには、Levittが議論するブラ

ンド論では、ブランド・ネームやプロダクト・ネームの開発法が議論の対象となっていない。

製品の定義は、有形財と無形財があり、所有する人の社会的地位や、嗜好、実績、野心など、

その製品を所有する人への評価やイメージも含まれる 33という汎用性と実用性のある定義、

                                                  
30 青木[1998],pp.1-6. 
31 Levitt[2007],邦訳 p.120. 
32 松村明 編 [2007],『大辞林』,p.1244. 
33 Levitt[2007],邦訳 p.296. 
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そしてその規定をしているにもかかわらずである。 

有光[2008]は、広告とネーミングの研究で、香水などのイメージ重視の商品や広告には婉

曲的表現や誇張表現が見受けられる一方で、消臭剤や脱臭剤のような実際の効果の良否が

購入の判断になるようなものについては、婉曲表現や誇張表現が用いられにくいことを報

告している 34。有光の研究の中心対象はブランドと広告であり、ネーミングと 4Pとの関係

性ではないが、青木[1998]同様に、ブランド・ネームとプロダクト・ネーミングは同じ領域

に属するという認識である。 

 以上から、マーケティング領域の先行研究では、プロダクト・ネーミングについて、マー

ケティング・ミックスの要因の中での変数として明確に位置付けた研究は存在せず、

Product(製品計画)の中の他の変数間での関係性を分析した研究もない。このことは、丸山

[2006]が指摘する、「深広なマーケティング・プロセスが断片的に独立され、各プロセスが

連動しないまま、それぞれのプロセスで完結され、結果的に失敗する」ことの防止には十分

でない 35。一方、Keller [1998]36や Aaker [1996] 37、成[2006]はじめ、多くのブランド戦

略の論者は、ブランド・ネーミングについて、様々な類型を示しながら、その戦略ベクトル

を議論している。 

 表 2-2.は、成[2006]がまとめたブランド・ネーミング戦略の類型 38を元に、筆者が加筆・

修正したものであるが、その内容を若干説明する。個別ブランド・ネーミング戦略は、文字

通り、製品ごとに独立したネームで命名して展開する戦略であり、このネームは自社が保有

する他の製品ラインナップに影響されない製品展開が可能であるため、ブランドとして生

成させる活動が行いやすいという利点を持つ。このため、万一、ブランド化に失敗してもそ

の改廃が容易であると共に、別アイテムや別カテゴリーとの関連性がないため、製品カテゴ

リーのダイバーシティ化も可能となるなど、ブランド拡張のベースともなる戦略である。し

かし一方、個々の製品ブランドが異なるために、製品間の相乗効果が図れず、企業全体とし

てのマーケティング・コストが増加する傾向となるデメリットがあるだろう。 

次に、ファミリー・ブランド・ネーミング戦略は、企業が出市する製品の全て、もしくは

大半を同一のブランドで展開する戦略である。このため、ブランド生成や維持のためのマー 

                                                  
34 有光[2008],p.122. 
35 丸山[2006],p.40. 
36 Keller,[1998],邦訳,pp.514-573. 
37 Aaker [1996],邦訳,pp.354-397. , Aaker [2014], 邦訳, pp.266-281. 
38 成[2006], p.81. 
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表 2-2. ブランド・ネーミング戦略の類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:成が[2006]でまとめた内容を筆者が加筆修正 39 

                                                  
39 主な加筆箇所は、成[2006],p81.は「Company Trade Name Combined with Individual Product  
   Names」を「混合型ブランドネイミング」と訳しているが、筆者は「企業ブランド主導ネーミング 
   戦略」と訳した他、ネイミングという表記をネーミングに改めると共に、各セル内を修正・加筆 
   した。 
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ケティング・コストが効率化されるだけでなく、そのブランドの中で競争優位な製品を保有

する企業にとっては、他の製品にも同一のブランドを付与することにより、競争優位なイメ

ージを他の製品にも持たせることができ、製造費、パッケージやＣＭといった販促費や広告

費、流通費だけに留まらない広範囲なコスト削減を可能とする戦略である。また一方で、当

該ブランド・ネームを使用した製品が失敗した場合の改良や撤退などの悪影響がファミリ

ー・ブランド全体へ波及するリスクもあるなど、柔軟戦略の困難化を齎す場合もある。ライ

ン別ファミリー・ブランド・ネーミング戦略は、ファミリー・ブランド・ネーミング戦略の

弱点を補うために、当該企業が出市する複数の製品ラインごとに、統一的なブランド・ネー

ムで展開する戦略である。したがって、ファミリー・ブランド・ネーミング戦略で指摘した

弱点の回避を可能とすると共に、国別や価格帯別、季節別など、明確な相違が生じる市場で

ブランド統一リスクが高い場合に効果的である。 

4番目にあげた企業ブランド主導ネーミング戦略は、製品ブランドや製品ラインブランド

ではなく、企業ブランドのネーミングを冠して製品やサービス展開を行う戦略であり、例に

あげたように、総合レジャーランドから映画、出版、玩具など幅広く企業ブラントの下で事

業展開を行っている Disneyはじめ、当初は書籍の通販事業からスタートし、今では総合通

販、映画をはじめとした動画配信、ＡＩスピーカーなどの電子機器の製造販売などグローバ

ル展開を行う Amazonなどが好例であろう。 

そして、5番目の複数ブランド・ネーミング戦略は、同一市場での複数ブランド展開を行

う戦略であり、このことによって市場全体の当該企業のシェア拡大が推進され、市場内での

独占化にも貢献するという戦略である。しかし反面、その複数ブランドで展開するブランド

の価格差が過大だったり、ブランド・イメージを棄損するようなアクシデントに見舞われる

と、企業ブランドと複数ブラントのイメージの不一致が発生するというリスクもあろう。 

このように、ブランドをマーケティング戦略の重要な一要因と捉え、ブランドを垂直的展

開や水平的展開で拡張することによって戦略化し、競争優位を獲得するというのが、基本的

なマーケティング戦略領域の研究である。井徳[2016]がいうように、ブランディングを語る

とき、要素のひとつとしてのネーミングは欠かせない。彼も指摘しているように、ネーミン

グはブランド活動の起点である 40。 

しかし結局、梶原[2012]の言うように、残念ながら、 

                                                  
40 井徳[2016] ,p.3. 
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「マーケティング研究でのブランド・ネーミングは、すでにいくつかの研究があるが、 

 理論化されたものとはいえず、ネーミングはあくまでもクリエイティブなもので、感性、 

 ひらめきなどがその成否を支配している 41」 

状況なのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
41 梶原[2012], p.9. 
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第３章 ブランド・ネームや製品ネーム開発に関する周辺研究 

第 1節 はじめに 

ブランド・ネーミングの研究は、これまで見てきたように、消費者心理、消費者行動とい

ったマーケティングや競合環境への対応といったマーケティング戦略領域だけで研究され

てきたわけではない。本研究の冒頭でも述べたように、名称を命名するということは、太古

の時代から視覚や接触で認識した物質や動作を自分と他者との相互理解の基礎として人が

行ってきた行為である。 

したがって、誕生から 100 余年のマーケティング研究領域のみが対象領域としてきたわ

けではなく、Kellerが Strategic Brand Management[1998]で指摘したように、シンプルさ

や発音、つづりと言った言語学的視点に注意した上で開発する必要があるため、言語学領域

での研究も存在する。また、「ブランド・ネームの選択はアートであり、また、サイエンス

である」と言った彼の言葉に呼応するように、マーケティング研究の関係領域として認識さ

れてきた統計学をはじめ、社会学や心理学はもちろん、「感性的認識の学」[井面(2015)]と

しての感性学領域でも今後研究が進むものと思われる。 

本研究は、ネーミングをマーケティング戦略の領域内に位置付けた上で扱うが、先述した

ようにマーケティング領域の先行研究では、言語学的視点でネーミングを端緒として考察

する必要性は示したものの、深耕した研究はごくわずかである。したがって、言語学領域や

その他の学際的な領域でネーミング開発を紐解いた研究に対する考察を本章として取り扱

うこととする。 

 

 第２節 製品ネーム開発に関係する言語研究のアプローチ類型 

酒井[2002]によると、言語に関する研究アプローチは 4つの柱からなるとしている。 

第一に、言語現象を法則性に依拠して分析を行う方法で、文法理論やすでに述べた文長分

布統計的アプローチも含め体系的に扱う、言語学アプローチである。第二は、近年、特にコ

ンピューターの発展によって活発に研究されている、自然言語処理(natural Language 

processing)や形態素解析を代表とする工学的アプローチである。そして、3つ目が人間の脳

の解剖的構造と言語の生理学的脳機能を、脳の超微弱電流の変化データを収集して解析し、

言語の要素や処理が脳の各部位でどのように処理されているか研究する脳科学アプローチ。

そして、4つ目に、言語の遺伝的基礎を分子生物学的視点から研究する遺伝学的アプローチ

である。 
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筆者は、この酒井[2002]がいう言語に関する４つのアプローチについて、ブランドや製品

ネームを扱うという視点での言語的研究では、より詳細に分けたアプローチで理解する方

が合理的だと考える。 

まず、第一のアプローチである言語学的アプローチは、少なくとも記述文字としての言語

的アプローチと、発話音に関する音声言語学的アプローチに分けた上で考察する必要があ

ろう。 

例えば、自動車に多少興味のある方なら誰もが知る、日本で以前販売されていたトヨタの

小型車ヴィッツ(Vitz)は、その発音が英語圏では「Bits(欠片･小片の意)」に聞こえるため、

ヤリス(YARIS)と改名して発売され、その後のグローバル戦略によって、現在では、世界的

にもヤリス(YARIS)に統一されて販売されている。また、同じくトヨタが北米で発売してい

る SUV車のヴェンザ(VENZA)は、日本では「便座」に聞こえるためハリアー（HARRIER）

というネームで販売されている。このように、ネームに使用される言語の良し悪しは、記述

文字を何にするかという課題の他に、何と発音するのかという音声言語学的にも大きな課

題が存在するのである。 

同様に、第三の脳科学アプローチも、大きく 2つに分類されるものと考える。すなわち、

ひとつは、直接的に人の脳波を測定しながら、言語機能との関係を探索する病理学的視点を

含めたアプローチ(以下、「病理学的アプローチ」という)、そして、ふたつ目には、病理学的

脳波測定は行わず、現象としての神経系の機能と、言語機能や認識機能といった精神機能と

の関係を究明する「神経心理学的アプローチ」である。 

「病理学的アプローチ」として捉える言語研究の一環として実施される脳波測定は、痛み

や刺激を伴わない非侵襲的計測法であり、現在では、脳の微弱な電流の変化を脳波として捉

える脳波測定器を使用した EEG法(Electroencephalogram)、MRIや PETをはじめとした

高度な医療電子機器を使用し、脳の微弱な磁波の変化をとらえる MEG 法

(Magnetoencephalography)、赤外線を照射し、その反射光と透過光の差異により計測する

近赤外分光法などが用いられている。 

一方、「神経心理学的アプローチ」は、主にアンケート形式や被験者に質問を投げかけ、

その回答や反応の結果を臨床心理学や脳神経医学分野などの知見を照らし合わせ、言語機

能に関する症状の特定や損傷部分の把握などを行う、臨床実験的なアプローチ 42である。 

                                                  
42 例えば、佐藤、中川、池田、山田、橋本、田辺[1994], pp.221-229. 
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商品ネームの良し悪しの判断にも、これらの「病理学的アプローチ」や「神経心理学的ア

プローチ」が利用できれば有効なネーミング開発の方法論となりうるはずである。しかしな

がら、現状では、「脳科学領域での言語の脳機能についての研究は、動物実験が行えずヒト

を研究対象とせざるを得ないため、その進展は遅々としており、なかなか望ましい研究成果

を上げにくい研究分野である」と岩田[1998]が指摘するように、これらの領域での研究成果

を商品のネーミングに援用可能な段階には、まだ至っていない。このため、これら 3つ目の

脳科学アプローチや 4 つ目の遺伝学的アプローチについては、将来的な発展に期待するに

留め、本研究の研究対象からは捨象する。 

 

第３節 音声学領域でのネーミング研究 

 朴・大瀬[2009]によれば、音声学的なブランド・ネームの研究には、2つの系譜が存在す

るとしている。 

ひとつは、Peterson and Ross[1972]や Schloss[1981]、Van den Bergh, Adler and 

Oliver[1987]に代表される直接的なブランド・ネームの発音とブランドに関する関連性の

研究、そして、これとは別に英語圏で体系化された sound symbolism理論を枠組として体系

的にブランド・ネームの影響を探っていこうとする研究[朴・大瀬(2009)]である。 

まず、Peterson and Ross[1972]の研究であるが、彼らは、シリアルと洗剤の架空のネー

ミングを作成し、その架空のブランド・ネームがどの程度それら製品を連想させるかを調査

によって測定し、ブランド・ネームの発音とその発音が連想させる製品カテゴリーには関連

性が存在しうることを発表している。また、Schloss[1981]による研究は、1975年から５年

間に Marketing and Decision誌への掲載回数上位 200のブランドの発音には共通の発音的

特徴があることを示唆しているとした[朴・大瀬(2009)]。そして、Van den Bergh, Adler 

and Oliver[1987]は、Schloss[1981]の研究をさらに進め、子音反復や擬態語などを使った

インパクトのある発音を含む言語的特徴が上位ブランドに使用されているという報告を例

にあげている[朴・大瀬(2009)]。 

これら、朴・大瀬[2009]による報告は、市場に出市された数多くの製品が有するブランド

の中で、競争に打ち勝ち市場に残存したブランド・ネームに、固有の発音的特徴があるとい

うことの証明である。誤解を恐れず別言すれば、競争に負け市場から撤退したブランドには、

固有の発音的特徴がなかった可能性があるという示唆であり、いずれにしても、ブランド・

ネームの開発には、音声学的知識を踏まえた上でブランド・ネームの開発を行う必要がある
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という指摘である。 

また、ふたつ目の系譜である sound symbolism理論とは、単語が本来有する意味とは独

立に、その発音にも象徴的な意味が存在することを主張する理論である。朴・大瀬[2009]は、

この sound symbolism理論について、まったく意味をなさない文字の並びであっても、そ

の音(発音)が何らかの象徴的意味を有すると述べている。具体的には、自動車やビールでの

ブランド・ネームの発音とブランド・ネームとの選好関係で測定した Lowrey and Shurm 

[2007]の研究結果をもとに、製品カテゴリー及び製品属性に適した発音のブランド・ネーム

をより好むこと、および、ブランド・ネームに対する選好度は、発音の響きの良し悪しに影

響を受けることも例として挙げている 43。さらには、これらの例をあげながら、ブランド・

ネームの発音による製品属性の連想効果は、日本語でも sound symbolism理論に依拠する

形で、口舌母音を含むブランド・ネームおよび、前舌母音を含むブランド・ネーム発音は、

それらから連想される製品属性(大きさ、重さ、形状)に統計的有意差があると結論付けてい

る。そして、最終的に、ブランド・ネームの製品カテゴリーに対する適合性はブランドの３

つの要素(知覚品質、ブランド・イメージの好ましさ、購入意向)全てにも有意な影響を与え

ているとしている。 

これら、音声学領域でのブランド・ネームの発音の適切さに関する研究は、逆説的に解釈

すると、本来意図していた製品特徴を表現すると推測して開発されたブランド・ネームであ

っても、使用する文字の発音が別のモノや別の印象を意味するものであれば、当該ブランド

にとってふさわしくないものとなることを示唆している。 

 この音声学領域での音印象イメージについて、越川[2009]は、sound symbolism 理論や

田守[2002]のいう「音象徴」、金田一[2004]の日本の語感の研究、さらには、岩永[2002]など

複数の言語学の研究者の研究成果を元に、文字ごとの語感を表としてまとめている(表 3-1.)。   

 この越川がまとめた表は、田守や金田一、岩永といった著名な言語学者の研究成果の中で、

語のイメージについて、同じ結果が表れた数の多いものをカウントし、４つのランクでの区

分した計測表である。この表 3-1.の解釈として、越川[2009]は、次のように述べている。 

 

 

 

                                                  
43 朴・大瀬[2009],p.25. 
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表 3-1. 越川がまとめた日本語文字の音象徴イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 越川[2009]p.58より転載 

  「例えば、だ行をみると、「鈍重さ」が１番強い要素だといえ、な行だと「明るさ」「優 

   しさ」「強大さ」「鋭さ」「柔らかさ」が全て同じ割合であり、人によってイメージが 

   異なりやすいといえる。ここで、「ぬ」の音象徴を導こうとすると、「な行」と「う」 

   の組み合わせをみることでわかる。「う」は「窮屈さ」「暗さ」とあり、「な行」の「強 

   大さ」と「窮屈さ」、「明るさ」と「暗さ」がイメージとして相反するが「優しさ」が 

   2つになることに注目することで、「ぬ」の音象徴は「優しさ」が最も強い要素だと 

   考えられる 44。」 

 

                                                  
44 越川[2009], p.57. 

行 明るさ 優しい 軽さ 鈍重さ 窮屈さ 解放感 不快さ 爽快さ 暗さ 強大さ 鋭さ 柔らかさ

あ △ △ △
い □ □ □ △
う △ △ □
え □ □ □ □ △
お 〇 □ △ □
か □ △ □
が △ □ □
さ 〇 □ □ △
ざ ◎ □ □ □
た □ 〇 □
だ ◎ □ □ △
な □ □ □ □ □
は □ △ □ ◎
ば △ △ □
ぱ △ □
ま □ □ □ □ 〇
や △ □ □ □
ら □ □ □ □ □
わ □ □ □ □ □

ん(潑音) 〇
促音(っ)
長母音
拗音

音象徴のイメージ

スピード感・軽快感
アクティブ感・安定感

明るさ
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 この越川[2009]の「母音と各行の音象徴イメージ」(表 3-1.)は、それまでの言語学者の研

究内容である母音や子音の音象徴に対するばらばらであった研究成果を、文字ごとの音印

象に落とし込んだものである。この、文字ごとの音印象の先行研究を統一的にまとめたとい

う点においては一定の貢献がある。 

 この貢献の一端をより理解するために、越川があげた「キューピーマヨネーズ」の音象徴

によるネーミングのイメージ評価 45を図 3-1.に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3-1.越川の「キューピーマヨネーズ」の語象徴による語感を元にしたイメージ評価 

出典: 越川[2009]pp.60-61の記述を元に筆者作成 

 図 3-1.に記載しているように、「キューピーマヨネーズ」の語象徴による語感を元にした

イメージ評価は、 

 「キューピー」の方が音の鋭さがあり、「マヨネーズ」は柔らかさ、安定感、鈍重さと 

  いうことから、マヨネーズ自体の質感・味わいを表しているように感じられる 46。」 

とのことである。 

さて、ここまでで、表 3-1.の成り立ちと構造を理解した上で、越川[2009]の「だ行」や「ぬ」

の音象徴やキューピーマヨネーズの音象徴によるイメージ評価が一般化できれば、世に存

在するほとんど全ての製品のネーミングの音象徴に基づくイメージ評価が可能となるよう

な感覚すら持てる。  

既に述べたように、この表は、田守や金田一など言語学の著名な研究者の研究成果を元に

考案・作表されたものである。言わば、マーケティング・リサーチ手法のミニマムなデルフ

ァイ法 47に似た方法で作表されたものとも言えよう。 

                                                  
45 越川[2009] ,p.60. 
46 越川[2009] ,pp.60-61. 
47 将来の科学技術の発展度合や産業構造の劇的変化など、専門的かつ不確定要素の多く含まれる事象の 
  予測のために行う、専門家に対する調査法の一つ。通常は、専門家に対して複数回の調査を行い、各 
   回の調査結果を対象の専門家に提示するために、現実的な結果に収斂していく。日本マーケティン 
   グ・リサーチ協会[1995] 

例)キューピーマヨネーズ

キューピー
キュー　・・・ 強大さ、鋭さ。「ュ」の優しさ。拗音の明るさと調音の安定感。
ピー　・・・ 明るさ、鋭さと調音の安定感。

マヨネーズ
マ　・・・ 柔らかさ、強大さ
ヨ　・・・ 鈍重さ、柔らかさ、明るさ
ネー　・・・ 鋭さ、明るさ、優しさと長母音の安定感
ズ　・・・ 鈍重さ、暗さ

「キューピー」の方が音の鋭さがあり、
「マヨネーズ」は柔らかさ、安定感、鈍重
さということから、マヨネーズ自体の質
感・味わいを表しているように感じられる。
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しかし、非常に残念なことに、まず、この越川[2009]の音象徴のランクが◎や△といった

余りに定性的なものであるが故に、表に記したデータと各語や解釈との因果関係がつかみ

づらい。したがって、まず、この余りに定性的な表記であることを改善するために、越川が

４ランクを「◎〇△□」の図形で示したものを、筆者が 4から１のカテゴリー尺度(「◎=4,

〇=3,△=2,□=1」)で変換して修正すると共に、理解しやすいように若干修正して作表した

新たな表が表 3-2.である。 

表 3-2. 越川がまとめた日本語文字の音象徴イメージを数値変換した表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 越川[2009]p.58を元に筆者作成 

表 3-2.による各文字の語感を越川に倣い解釈すれば、例えば、「ざ行」は「鈍重さ」が最

も強い要素だといえ、「さ行」だと「爽快さ」が強い要素だといえる。一方で、「な行」は、

「明るさ」「優しさ」「強大さ」「鋭さ」「柔らかさ」が共に「1」であり、評価した研究者に

よって語感印象が異なる多彩な語感を持っていることとなる。 

一方、行の象徴でなく、１文字の子音である「ぬ」の音象徴を導こうとすれば、「ぬ」の

所属する行の「な行」と、母音「う」の組み合わせである(表 3-3.)。 

 

明るさ 優しさ 軽さ 鈍重さ 窮屈さ 解放感 不快さ 爽快さ 暗さ 強大さ 鋭さ 柔らかさ
あ

(広母音)
2 2 2

い
(狭母音)

1 1 1 2

う 2 2 1

え
(狭母音)

1 1 1 1 2

お
(広母音)

3 1 2 1

1 2 1

2 1 1

3 1 1 2

4 1 1 1

1 3 1

4 1 1 2

1 1 1 1 1

1 2 1 4

2 2 1

2 1

1 1 1 1 3

2 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

3

拗音(きゃ、
きゅ、きょ)

行

や

ら

わ

ん(潑音)

促音(っ)

長母音

だ

な

は

ば

ぱ

ま

スピード感、又は、軽快感

アクティブ感、又は、安定感

明るさ

音印象のイメージ

母
音

か

が

さ

ざ

た
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表 3-3. 越川の子音「ぬ」の語象徴による語感 

  

 

 

 

出典: 越川[2009]p.57を元に筆者作成 

つまり、「ぬ」という子音は、「な行」３列目に位置するため、「な行」が持つ「明るさ」

「優しさ」「強大さ」「鋭さ」「柔らかさ」と、母音「う」の持つ「優しさ」「窮屈さ」「暗さ」

の両方を持っている。この時、「強大さ」と「窮屈さ」、そして「明るさ」と「暗さ」が相反

するが、「優しさ」が両方の音印象で重なっているために、「ぬ」の音象徴は「優しさ」が最

も強い要素だと解釈できる 48。 

 また同様に、「キューピーマヨネーズ」を例に、研究者の研究成果を集計した結果である

4つの定性的なランクに、カテゴリー点を与えて表示しなおした語象徴による語感イメージ

評価表が表 3-4.である。 

結果の解釈をまず「キュー」に絞って行う。キューの所属する 4つの行の内、3つに該当

し、特に母音の「う」の影響を強く受けた結果、ネガティブな印象を与える窮屈さがカテゴ

リー値 4と大きいが、その他の明るさ、優しさ、強大さ、鋭さと言ったポジティブな 4つの

印象のカテゴリー値が共に 3であるため、ポジティブな明るさ、優しさ、強大さ、鋭さとし

て印象をとらえてよいと考えられる。そして、拗音である「きゅ」の明るさと、「－」の長

音の安定感も加わった結果、「キュー」は、ポジティブな明るさ、優しさ、強大さ、鋭さと

安定感を併せ持つ良好なイメージであると評価される。一方、「ピー」は、明るさと長音の

アクティブ感、又は、安定感を与えるイメージ評価である。このようなことから、「キュー

ピー」は、ポジティブな明るさ、優しさ、強大さ、鋭さとアクティブ感、又は、安定感をイ

メージされる良好な企業ブランド名であるとなろうか。 

しかし、元々定性的だった◎や△というランク付けをカテゴリー値に直しただけで、変換

後の値に数量的な意味合いがないことはもちろん、そもそもこの◎や△の元となっている

複数の言語学者の基準も不明である。また、促音や長母音、拗音のイメージの絶対的な数量

的強度や、母音や子音との相対的な数量としての強度についても不明である。したがって、

                                                  
48 越川[2009],p.57.と同意である。 

明るさ 優しさ 軽さ 鈍重さ 窮屈さ 解放感 不快さ 爽快さ 暗さ 強大さ 鋭さ 柔らかさ

1 1 1 1 1

2 2 1

「な」行

音印象のイメージ

母音「う」
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加法計算すること自体がナンセンスとなり、意味をなさず科学性や再現性は担保されない。 

しかしである。わざわざ多くの紙面を要してこの越川の音象徴による語感イメージを本

研究で掲載した理由は、ひとつに、梶原[2012]が言ったように、ブランドに対するネーミン

グ研究に対していくつかの研究がある 49が、それらは未だ理論化されていない。この理論化

されていない状況の中で、越川[2009]の音象徴による語感イメージを表にするという試み

は、ブランド・ネーミングに使用されている最も単位の小さな 1語が、消費者にどのように

イメージとして評価されるのかを解明する新たな手掛かりを与えている。 

 

表 3-4. 越川の「キューピーマヨネーズ」の語象徴による語感を元にしたイメージ評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 越川[2009]pp.57-61を元に筆者作成 

                                                  
49 梶原[2012],p.9. 

例)キューピーマヨネーズ

明るさ 優しさ 軽さ 鈍重さ 窮屈さ 解放感 不快さ 爽快さ 暗さ 強大さ 鋭さ 柔らかさ
1 2 1

1 1 1 2
2 1 1 1

2 2 1
3 3 0 0 4 1 0 0 1 3 3 1

2 1
1 1 1 2
3 0 0 0 1 1 0 0 0 1 2 0

1 1 1 1 3
2 2 2
2 1 0 0 0 2 0 0 1 3 1 3
2 1 1 1

3 1 2 1
2 1 0 3 0 1 0 0 1 2 0 2
1 1 1 1 1
1 1 1 1 2
2 2 0 1 0 0 1 0 0 1 3 1

4 1 1 1
2 2 1

0 2 0 4 2 0 1 0 2 1 0 0

ピー　・・・

マ　・・・

ヨ　・・・

ネー　・・・

ズ　・・・

キュー　・・・

う

い(狭母音)

<小計>

<小計>

<小計>

<小計>

<小計>

長母音 アクティブ感、又は、安定感
ざ

い(狭母音)

う
<小計>

あ(広母音)

お(広母音)

え(狭母音)

ば

長母音 アクティブ感、又は、安定感
ま

や

な

行
か

や

長母音 アクティブ感・安定感
拗音(きゃ、きゅ、きょ) 明るさ
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これは、Aaker[1991]や青木[1998]をはじめとしたブランド論の研究者たちが中心的に取

り扱ってきた、ブランド生成のための方法論をよりミクロな視点での考察とする視座であ

る。 

この新たな視座は、筆者が指摘したように、定性情報であり理論的には道半ばではあり、

現状ではサイエンスとして成立し得ていないものの、言語学領域における音象徴研究の困

難さと現状を端的に物語っていると共に、本研究においては、データ解析の新しいフロンテ

ィアとなる領域の存在確証と視座を与えていると考える 50。 

 

第４節 言語学領域でのネーミング研究 

4-1.計量言語学領域でのネーミング研究 

 言語学の一つの分野に「計量言語学」という研究領域がある。村上[2000]によると、世界

的な文献計量学の嚆矢は、1901年に T.C.Mendenhallが、『ハムレット』や『リヤ王』『マク

ベス』などの名作悲劇は、哲学者であり政治家であった Francis Bacon が William 

Shakespeare名を借りて描いたのではないかという疑念の解決に、Shakespeareと Baconそ

れぞれの文章に含まれる単語の特徴を計測してその疑念を晴らしたことから始まるとされ

る 51。具体的には、Shakespeare と Bacon が作成した文章の中の単語の長さの分布を、

Shakespeareは 40万語、Baconは 20万語のデータを分析して、その 1語当たりの文字数と、

総語数に対する割合を比較して各々の相違を視覚的に明らかにすることで、Francis Bacon

説を否定した[村上征勝(2000)]とのことである。 

そして、この Mendenhallの研究を端緒として、統計学者の Undy Yuleは 1944年に作家

の語彙量を図る K-Characteristic(K 特性値)と呼ぶ指標を開発し、著者不明な作品の識別

に活用され始めた。また村上は、アメリカでも 1963年に C.S. Brinegarが、ニューオリン

ズ・デイリー・クレセントという新聞に連載された冒険談が、著者として明記されている

Quintus Curtius Snodgrassではなく、『トムソーヤの冒険』を著した Mark Twainであると

いう論争を、単語の長さなどの情報を用いた統計的検定で否定したことについても報告し

ている[村上征勝(2000)]。一方、日本での嚆矢としては、安本[1958]が、日本語の文長は「ガ

ウス分布に沿う長さ」であり、この分布に沿わない文章は、日本語としては理解しづらいと

いう主張をしており、同様に、この安本の主張を元にした佐々木[1976]は、ガウス分布以外

                                                  
50 この越川[2009]の文字に関する音印象の存在の指摘した点は、今後の課題として第 7章にあげる。 
51 村上[2000],pp.216-222. 
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にもポアソン分布を取る場合もあることを指摘している。 

さらに、新井[2001]は『徒然草』や芥川龍之介、太宰治らの小説の文長分布が対数正規分

布に沿うことを指摘しており、『徒然草（吉田兼好）』の文章を用いて、「観測値のまま」と、

「その自然対数」をそれぞれヒストグラムに示した上で、正規性の検定（Norm test）のひ

とつである、「コルモゴロフ=スミルノフ=リリフォース検定(以下、「リリフオース検定」と

いう」で日本語の文長分布が対数正規性を持っていることを報告している。 

現在では、これらの先行研究の貢献を土台として、テキストマイニングのためのコンピュ

ーターの技術的進展や形態素解析のためのアルゴリズムの発展を受けて研究がより進展し、

文の長さを形態素単位で計測して、日本語の文長分布が Hyper Pascal 分布に近似すると指

摘した Ishida, M. and Ishida, K. [2007] の研究へと進んでいる。 

しかしこれら既存研究での日本語の文長分布研究が対象としているのは文学作品やテキ

ストコーパス 52についてであり、商品名のもつ文長や文長分布については議論の対象として

おらず、類似する研究も見当たらない。 

筆者は、商品名についても日本語として認識されている以上、文長分布が存在するはずで

あり、商品カテゴリーごとに共通している文長分布が存在するはずであると考える。さらに

は、安本[1958]が「特定の分布に沿わない文章は、日本語としては理解しづらい」と言うな

らば、消費者が認知し、記録して再生や再認しないと購入しない商品のネーミングにも、「特

定の分布に沿わないネーミングは、日本語としては理解しづらいために、購入されにくい」

ということがあるはずだと考える。この検証については、第 4章で、実際の商品データを元

に検証している。そのカテゴリーの中での商品に使用されているワードの品詞傾向やワー

ドの関連性などを分析することは学術的にも意義がある。 

 

4-2.国語学と言語学領域でのネーミング研究 

言語学者の清海[2011]は、あだ名と愛称との差異が相手から揶揄されたり、軽んぜられた

りしている呼び名を「あだ名」、親愛の気持ちが込められた呼び名を「愛称」と説明してい

る 53。また、併せて、Van Buren[1977]は、アメリカ人の名前のニックネームの生成を、カ

ーター元大統領が Jimmyと呼ばれていた例をあげて言及している 54。この例示は、人の名

                                                  
52 例えば、「京都大学テキストコーパス」、「現代日本語書き言葉均衡コーパス (BCCWJ)」などがある。 
53 清海[2011],p.83. 
54 清海[2011], p.88. カーター元大統領の本名は、James Earl Carter, Jr.である。 
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前の文長が長いと、短く発話される傾向があるという事実の抽出と整理である。 

しかし残念ながら、これは清海自身も言うように、それらは全て列挙しているに留まり、

統計的手続きを経ておらず、「推測の域を出ていない 55」ため、サイエンスにはなり得てい

ない。この他、晴海の研究には、ネーミング要素として使用されている品詞に「強調効果」

があるという裏付けに対する研究があるが、これについても統計的手続きを経ておらず、推

測の域を出ていない。 

しかし、筆者としても、ブランド・ネームや製品ネームの文長が長すぎる場合で、短く発

話可能で理解可能な場合は、短縮化され愛称化されやすい。つまり、短縮化されて愛称化が

可能なネームは、消費者の純粋想起や再生認知などに効果的である。または、消費者のロイ

ヤリティが高いブランドであれば、ネームの文長が長くても短縮化されて愛称化されると

いう仮説を持っており、この愛称化やあだ名化を言語学領域でのネーミング解明として着

目した点については賛同できる。 

また、ネーミングの構造を言語学的視座から分析した著名な言語学者は田守[2008]である。

田守[2008]は、カップラーメン 1,022銘柄の商品名構造が、補足部[X]と主要部[Y]( [Y]は製

品の属するカテゴリー、この場合は「カップラーメンカテゴリー」)と 2つに分けた構造で

構成されることを指摘しながら、X と Y でネーミングに使用されている構成要素の関係性

を言語学的視点で解きほぐしている(表 3-5.) 。 

表 3-5. カップラーメンの商品名の構造 

 

 

 

 

 

 

 

出典：田守[2008]を元に筆者作成 

田守[2008]によれば、表 3-5.に記したように、製品カテゴリーであるカップラーメンを示

す主要部[Y]は、ダイレクトな表現であるラーメンの他に、麺、中華そば、汁そば等複数あ

                                                  
55 清海[2011] ,p.101. 

例 主要部(Y)
1 スープの味 みそ、塩、しょうゆ、
2 出汁 豚骨、鶏だし、ホタテだし、和風だし、煮干し ラーメン
3 具材 メンマ、わかめ、ふかひれ、ねぎ、カルビキムチ
4 地名 和歌山、東京、鹿児島、博多、比内地鶏、鹿児島黒豚、薩摩シャモ 麺
5 固有名詞 思案橋、佐野、横浜家系、九十九、さくら亭、しんちゃん 中華そば
6 オノマトペ こってり、たっぷり、とろっ、チャッチャ、トロリ、カリカリ 汁そば
7 会話調 なんでやねん、ええやんか、ひと仕事加えました、、愛されつづけて、香りに誘われて ヌードル
8 擬人化 一平ちゃん、ラ王、達人、名人、麺職人、 メタファー的省略
9 製造元 マルタイ、SUGAKIYA、日清、

補足部(X)
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り、同様に、その主要部[Y]であるラーメンを修飾する形で補足部[X]が存在する。この時、

「X+Y」という 1 対 1 の関係性で成立する単純な場合も少なからず存在するが、例えば、

「もやし味噌ラーメン」のように、「X3+X1+Y」となる複数の補足部が連続して一つのネー

ムを構成する商品のあることも指摘している。またそれに加え、「X+Y」という順次の場合

と、「Y+X」と補足部と主要部の順序が入れ替わるパターン(例えば、「中華そば 丸仙 あっ

さりしょうゆ味」)も存在することを指摘している。そして、田守は、「こってり」と「あっ

さり」は対照的な意味を表し、通常、前者は豚骨ラーメンの特徴を、後者はしょうゆラーメ

ンの特徴を表す。したがって、「こってり」は豚骨ラーメンに、「あっさり」はしょうゆラー

メンに用いるのが一般的であると考えられるが、実際には、「こってり」が豚骨ラーメンに

用いられている例は僅か 2例しかない。そして、この理由として、豚骨ラーメンがあえてこ

ってりした味であることを強調せずとも、自明であるという前提に基づくためであると考

えられるという。 

これはすなわち、複数の補足部という構成要素の内、どちらか一方の特徴が一般的な暗黙

知レベルに認知されているならば、重複して用いることには冗長性を発生させるだけでス

ムーズな理解を阻む障害となり避けられること、さらに言えば、効果的なネーミング開発で

は、一般性的な暗黙知のレベルを超過するほど強い特徴がある場合にはその特徴を示すた

めに用いられ、そうでない場合には用いられないという言語学的視点での指摘である。 

この田守[2008]の指摘したネームの構成要素に着目して、国語学者の森岡・山口[1985]は、

ネーミングの構成要素を単語毎の特徴という視点から分類することを試みている。彼らは、

その商品が属するカテゴリーと社名やブランド名での区別に対する基本的概念を、「類概念」

と規定してネーミングの構成要素を規定し、ネーミングを単語ごとに分類して、共通する背

後の要因の存在を明らかにした。 

また、吉村[1995]は、この森岡・山口[1985]の研究をより発展させ、製品の命名に関して、

実際に販売されていた自家用車をモデル化したフレームで提示し、「固有名のふさわしさを

表現性における表示性の頻度である」と主張している 56。吉村のいう「表示性」とは、対象

物の所属先のカテゴリーを明示しようとする意識(意図)であり、カテゴリーが(どの程度)推

論できるかを表す表現性の能力だという主張である。「表現性」とは、対象物の個別的な属

性を明示相とする意識(意図)であり、製品属性を認知させるという主張である。吉村による

                                                  
56 吉村[1995],p.296. 
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フレームは、商品名の生成が言語から独立した要因として成立することを示した。さらに、

自家用車での命名を構造化したという点で、マーケティング・ミックスの Product(製品)の

一部に触れている。 

しかし、吉村のフレームは、定量的なモデルとなっていないため操作的でなく、新製品開

発におけるネーミングに対して良否判断ができない。 

一方、蓑川[2006]は、この吉村[1995]の研究をさらに進め、「機能名」と「固有名」の 2つ

を構成要素として加え、商品の命名メカニズムを、①基本名、②タイプ名、③機能名、④固

有名の 4つの「構成要素」で成立していることを統計的に明らかにした。(図 3-2.) 

 

 

 

 

 

図 3-2. 蓑川[2006]の示したテレビ製品の商品名と構成要素 

出典: 蓑川[2006]p.53を元に筆者作成 

具体的には、洗濯機・冷蔵庫・テレビの３種の家庭電化製品を例にあげ、図 3-2.に示すテレビで

は、メーカー名とテレビという製品自体を「①基本名」とし、人工知能のように技術的なことや機能的

なことを表現しているワードを「②機能名」、19 形などのクラスやグレードを表すワードを「③タイプ

名」、そして、その製品固有の狭義の名称にあたる部分を「④固有名」とする 4 構成の要素で商品

名は構成され、これら 4つの要素の増減にはその商品カテゴリーの市場への普及率と関係があり、

市場の浸透（普及）状況によって、4 つの要素は相互に関係しながら増減していくという報告である。 

 

 

 

  

 

 

図 3-3.簔川(2006)のテレビの商品名の構成要素の出現パターン 

出典：簔川恵理子(2006)p.54.より転載。 

その上で、図 3-3.に示すように、冷蔵庫や洗濯機、テレビなどの電化製品の商品名について、

ナショナル 人工知能 テレビ 19形 パトラス

基本名 タイプ名機能名 固有名
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「新発売時期から普及期にかけて商品名の構成要素が現れて、その後、減少していく」ことを統計

的データとして示し、指摘している。 

蓑川[2006]は、この原因として、 

「新しい商品がはじめて世の中に現れるとき、まずは＜基本名＞で名づけるが、それと 

 ほぼ同時かやや遅れて＜機能名＞による名づけも行われる。この時点では、＜機能名＞ 

 によって商品の特徴をアピールすることが大事で、まだ、＜固有名＞による名づけは行 

 われない。しかしそのような機能や特徴が各社の商品に備わり、一般的になり始めると、 

 各社とも＜固有名＞をつけはじめる。＜固有名＞によって他社との差別化を図り、同時 

 に自社の商品をブランド化する狙いからだと思われる。そして、しばらくして、次の新 

 しい機能・特徴が開発されると、再び、それを“売り”とする＜機能名＞による名づけ 

 が増加し、新たな＜固有名＞の名づけは減る。しかしまたしばらくして、再び、＜機能 

 名＞が減って＜固有名＞による名づけが増える 57。」 

と指摘している。 

この蓑川の指摘は、製品ネームには、複数の構成要素から成る構造的なメカニズムが存在

する証としての指摘である 58。そして、この簔川の指摘の背景にある着眼点は、先述した田

守[2008]がカップ麺で指摘した、「塩」「醤油」「味噌」といったスープの味を特定する基本

的な味の語彙は、基本的であるがゆえに単独では用いられず、付加的な味の特徴味を与える

ための「コク」「旨」「濃厚」に付随する下位範疇となっているという指摘と似通っている。 

 一方、蓑川[2006]の指摘は、製品カテゴリーの創出時には、その製品カテゴリーの認知浸

透のために製品カテゴリー自体や類似語彙がネーミングに使用されるが、当該製品カテゴ

リーで市場形成が一定レベルされ初期の製品浸透に伴い、徐々に製品の独自特徴に関する

ワードが構成要素として付加されながら差別化されていくという指摘である。 

 

 

 

 

 

 

                                                  
57 蓑川 [2006], p.55. 
58
 簔川[2006], pp.52-58. 



79 
 

第４章 ロングセラー商品の概念構造と市場内順位による設定法 

 第１節 はじめに 

序章で指摘したように、消費財や耐久消費財のメーカーは、基本的にはどの商品もロン

グセラー商品に成長することを目指して、多額な資金を投じて製品開発を行い、市場に投

入する。一方、ロングセラーという言葉の定義は、川崎[1992]が言うように、「その普遍的

な定義が存在するわけではない」が、新製品として市場投入された商品は、「ロングセラー

商品」として市場に存在し続けるか、予定していた売上以下の実績などを原因に短期間に

市場から撤退する、「ショートセラー商品」となる。 

一方、本研究の対象は、「ロングセラーとなる製品ネームの特性の把握」であり、ロング

セラーの定義なくしては、この目的が果たせない。よって本章では、ロングセラーとは何

かを定義するが、それ以前に、ロングセラーとして定義しない商品の販売実績の評価(ベス

トセラーやヒット商品、そしてショートセラー商品)について先行研究をレビューし、その

後、「ロングセラー」の概念定義について構造化を行い考察した。 

そして、この構造化による考察で、ロングセラーを含む販売状況の評価は、ある時点で

の評価を行う人や論者によって、相対性を持ち絶対性や固定性を持たないということが明

らかである。それと共に、商品によっては、時間経過によってもその販売状況による評価

は変化することも明らかにしている。 

本章では、これらの販売状況の評価が持つ構造的な性質を踏まえた上で、ロングセラー

の定義を定量的に確定することを行っている。具体的には、ミネラルウォーター商品群の

生存期間を把握する 27年間のデータと販売実績を把握する 10年間のデータを元に、ロン

グセラー商品群を設定する方法である。このロングセラー商品群の設定法は、(競合社の商

品群を含めた)市場内での相対的かつ具体的な販売順位による設定法であるため、本研究で

対象とした商品カテゴリー以外の他の消費財についても同様に、応用可能な汎用的方法で

ある。 

 

 第 2節 ロングセラーの構造的概念 

2-1.ロングセラーの概念定義のためのベストセラーに対する考察 

 ロングセラー商品と聞いて、どのような概念定義をすれば適当であろうか。広辞林第三版
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によれは、ロングセラーとは、「〔和 long + seller〕長期間にわたって売れ行きのよい商品 1」

とあるので、まず、ロングセラーという言葉自体が和製英語であることが理解できる。一方

で、同様の売れ行きのよい商品を指す言葉には、「ベストセラー」や「ヒット商品」などが

ある。 

竹村[1998]や川井〔2011〕が指摘するように、ベストセラーやヒット商品の概念規定自体

をアカデミックに研究した先行研究は、彼らの研究以外見当たらないため、彼らの研究につ

いてレビューすると共に、筆者の考察を加えることでベストセラーやヒット商品の概念を

規定する。 

まず、「ベストセラー」であるが、川井〔2011〕によると、「ベストセラー(best seller)」

という英語言葉は、1900年代にアメリカの Frank L, Mottが、「ベストセラーとは出版さ

れてから 10 年間にアメリカ合衆国本土の人口の 1%に相当する部数に足した本」と規定し

たと報告している。また同時に、このアメリカの概念規定の他に、日本での概念定義を次の

ように 3点の事典から引用して紹介している。 

まず、出版事典[1971]には、 

「ある期間に、発刊された書籍のうち、高位の売れ行きを示す書籍、期間は週または月で 

 はかられ、せいぜい年間に売れるものであって、数年にわたるものはむしろロングセラ 

 ーに属する。基準となる部数は一般書の場合 10 万から数十万にのぼることがあるが、 

 専門的な領域に限って売れる書籍の場合には、1万部の売れ行きでベストセラーとされ 

 ることもある」 

としている。二つ目の世界大百科[1985]には、 

 「比較的短期間に売れた本のことを言う」とあり、3つめに日本大百科[1988]に、「ある期 

  間(多くは 1週間、1か月あるいは 1年間)に大変評判となり、ほかの本と比べて大部数 

  売れた書籍のこと。大部数とは相対的な数字であり、絶対的な基準があるわけではない。 

  日本では一般的に 10万部単位であるといわれている。専門書の分野では、それ以下で 

  もベストセラーということがある」 

と記していることを報告している 2。 

これらの報告で気づくことは、まず、①対象物に対しては、川井[2011]が示した事典の定

義と、Frankの定義には、「ベストセラー」が商品全般に対して使う言葉ではなく、出版物

                                                  
1 松村明 編 [2007]『大辞林』第三版, p.2729. 
2 川井[2011], p.17. 
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に対して使用されることが多い言葉であるということである。(しかし、出版物以外使用を

禁じるほどの強制的な制約はない。) また、②期間については、Frankは販売期間が 10年

間という期間を示しているが、出版事典[1971]や日本大百科[1988]では最長 1年間、世界大

百科[1985]では短期間と、まちまちで柔軟的ではあるが未確定である。 

しかし一方、出版事典[1971]の示す、「数年にわたるとベストセラーではなくロングセラ

ー」という、ベストセラーとロングセラーの分岐点についての記述は一定の合理性もある。  

また、販売実績としての③数量や売上額については、川井[2011]の報告にある Frank の

総人口に対する%値から計算すると 76 万部 3という数字以外は、いずれも明確に規定して

おらず相対的である。 

視点を変えると、出版物の販売数量の多寡は、感動したことや役に立ったなどのポジティ

ブな評価の他に、世俗的には暴露本などのネガティブな評判でも販売量は増加する 4し、野

田[2019]で示したように、消費財企業のみならず、当然、出版社や書店が行うマーケティン

グ・ミックスも正に影響する。 

このようなことから、ベストセラーという言葉の指し示す暫定的な定義については、①対

象物は出版物を指すことが多そうだが、出版物に限定されるほどの強制力はないため、対象

物は汎用的で、②期間については 1年間から 10年間と未確定で、③数量や売上額は相対的

であると仮定する。 

 

 2-2. ロングセラーの概念定義のためのヒット商品に対する考察 

ベストセラーと同様に、販売量が多いという観点からは、ヒット商品という言葉も使用さ

れている。ヒット商品という言葉を聞いた際には、竹村[1998]が言うように、よく売れてい

る商品を思い浮かべる 5だろうが、単によく売れているというだけでヒット商品というのは

あまりに乱暴である。少なくとも、その概念には期間的な要素も入り、筆者としては今売れ

ている商品という感覚が伴うと考える。当然、この感覚は主観的感覚であり、学術的な概念

定義とはならない。 

 今年何が売れたのかという人々の興味や供給者側の思惑などが反映し、毎年末には雑誌

の日経トレンディをはじめ、テレビやネットを含めたメディアでは、今年何がよく売れたか

                                                  
3 Mcevedy, C. ; Jones,[1978] R.Atlas of world population history. Penguin Books Ltd,によると、 

1900年のアメリカの総人口は 7,600万人である。よって、1%は 76万人 
4 川井[2011],p.18.も同様のことを言っている。 
5 竹村[1998],p.128. 
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という認識に基づいて、「今年のヒット商品」であるとか、「ヒット商品番付」なるものが発

表される(竹村[1998])。この竹村[1998]が示したように、年末に発表されるその年に売れた

商品がヒット商品という位置づけが確定的だとすれば、その期間設定については 1 年間と

して良いと思われるが、これらの位置付けはあくまでジャーナリスティックなものであり、

発表者側の都合による期間設定であるため、やはり主観が強く作用し、何ら確定的根拠とは

ならない。 

一方、ヒット現象を学術的に数理的モデルで表すことを試みている研究に、石井・吉田・

新垣 et.al[2006a.]がある。彼らは、ヒット現象を消費者個人の視点で捉え、購入事前の情報

収集や必要性などの購入意欲(Purchase-Intention)の総和の中の一定数が発売日に販売数

として実現され、発売日以降は総和から減じられた購入意向分が時間経過と共に漸減して

いき、発売日以降の販売数はその減じられた購入意向分と同じであると仮定した。また、こ

の時の購入意欲は、供給者が発信する宣伝・プロモーションと、既購入者からの直接的なコ

ミュニケーション、その他の間接的コミュニケーションからなるとしている。 

そして、この石井、吉田、新垣、山崎[2006a]のモデルをベースに、その後、彼らは時間

的な減退をモデルに取り入れ、2005 年に愛知県で開催された「愛・地球博(2005 年日本国

際博覧会)」とテレビ番組の「女王の教室」のブログの書き込みデータを元に、ヒット現象

モデルのフィッティングを検証している 6(図 4-1.)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1. 石井、吉田、新垣、山崎[2006b]が示したヒット現象の 

数理モデルのフィッティング結果 

出典：石井、吉田、新垣、山崎[2006b]p.112より転載 

                                                  
6 石井、吉田、新垣、山崎[2006b.],pp.107-113. 

a)「愛・地球博」の減退曲線フィッティング b)テレビ番組「女王の教室」の減退曲線フィッティング
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数学的な記述は捨象するが、石井、吉田、新垣、山崎[2006a,2006b]では、ヒット商品を

定義する①対象物は、ブログの発言数と対象物の実績がベースであるため制約を受けず、広

範囲に活用可能なように見える。この石井、吉田、新垣、山崎[2006a,2006b]の研究は、ヒ

ット現象を消費者視点から捉え数理モデルとして取り扱えることを示した点で斬新である。

そのポイントは、宣伝やプロモーションとブログの発生数との関係性の関数であり、宣伝や

プロモーションデータとブログの発生数データを説明変数として算入すれば、目的変数と

してのヒット数が算出できるというモデルである。つまり、このモデルを使えば、事前計画

でマーケティング投資がどの程度、(彼らのいう)ヒット現象を発生させるのかの判断に役立

つものと思われる。 

しかし、この石井、吉田、新垣、山崎[2006a,2006b]の研究では、具体的にヒットすると

いう言葉自体の数量的な確定量に着目しているのではなく、販売期間の設定とブログの書

き込み量と売上の関連性に関する数理モデルの提案である。したがって、本項で課題にする、

ヒット商品とは何かという数量的確定量に関する定義付けには直接的な回答とはならない

が、他にヒット商品について、定量的に規定しようと試みた先行研究について筆者は発見で

きなかった。結局、ヒット商品の定義に関する研究は、やはり、川崎[1992]が言うように、

「その普遍的な定義が存在するわけではない 7」という指摘が合致することとなり、企業側

の論理で捉えると、高度に普及していなくても利益をもたらすものはヒット商品と考えて

差し支えないという事情とも合致してしまう(竹村[1998])。結果的に、日経トレンディの発

表に代表されるように、①対象物、②期間、③数量や売上といったヒット商品を概念定義す

る各要素は、ヒット商品として提示した論者の考えに直接依存するというのが結論である。 

このようなことから、ヒット商品という言葉の指し示す暫定的な定義については、①対象

物には依存せず、②期間についても漠然としており未確定で、③数量や売上額は相対的であ

ると仮定する。なお、ヒット商品を含む販売状況についての概念定義については、2-5項に

後述する。 

 

 2-3. ロングセラーの概念定義のためのロングテール商品に対する考察 

 これまでに述べたベストセラーやヒット商品の他にも、近年では、ロングテールという言

葉もマーケティング研究や実務現場では聞かれるようになってきた。 

                                                  
7 川崎[1992],p.384. 
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ロングテール(long tail)は、図 4-2.に示すように、ある市場や商品を販売量の多いもの

から順に左から右に並べ、僅少な販売量になる右端でも、なかなか販売量がゼロにはならな

い現象を指す。このロングテール(long tail)という言葉は、2004年に雑誌Wiredの編集長

であった Chris Andersonが寄稿した記事の中で、Amazonのビジネスモデルを代表とする

インターネット上の新たなビジネスモデルについて、long tailという概念を初めて用いた

(水野[2006]8)。 

2000年初頭に始まったインターネットの社会的浸透が、IT技術を活用したビジネスモデ

ルを隆盛させることに大きく寄与したことで、Google、Amazon、Face Book 、Appleなど

のグローバル企業を誕生させ、GAFAという呼び方が一般化するほど、俗にいうネット通販

が勃興した。周知の通り、この GAFA中でも、特に Amazonは当初、書籍のネット通販か

らビジネスを始めたが、従来切り捨てられがちであった単体では販売額の少額だった希少

商品の販売で大きな収益を上げるビジネスモデルを構築したと言われている (Chris 

Anderson [2006]邦訳)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2.ロングテールの概念グラフ 

出典：筆者作成 

この Amazon のビジネスモデルは、従来のパレートの法則に依拠するビジネスモデル、

すなわち、商品サイドから見れば、80%の売上は上位 20%の主要な商品で成立しているこ

とを重視 9･10して、その 80%を占める上位商品を重点的に販売するというビジネスモデル

からのパラダイム・シフトである。 

                                                  
8 水野[2006],p.1222 . 
9 現実的には、パレートの法則として知られるようなキリよく 80：20になることはない。 
 水野[2006],p.1223, 
10 パレートの法則に依拠したビジネスモデルの代表はコンビニエンスストアである。水野[2006],p.1223. 

ヘッド

売
上

テール
期間
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具体的には、販売機会の極端に少ない希少本でも確実な提供を可能とするために、世界中

の書店をネットワーク上で介しながら、最終顧客(消費者)の一元的窓口としての Amazonサ

イトを構築するビジネスモデルである。このビジネスモデルは、従来は希少本を手に入れる

ためには、数多くの書店巡りをしなければならなかった難易性を、ネット接続と支払方法さ

え確保していれば、簡単に入手でき、かつ、自宅まで届くという利便性も加味したサービス

へと変革したものである。結果的に、複数の書店店頭から web サイトに一本化することで

顧客獲得の増大化が促進されると共に、書店側としては販売機会の少ない書籍でも買い手

がつくという販売機会の増加をもたらし、相乗効果を生んだ。つまり、一対一のビジネスモ

デルでは不可能な、販売機会の増大化と顧客獲得の増大化の両立を可能とするビジネスモ

デルである。 

 この Amazon のロングテールについて、服部[2012]は、売れた書籍の順位変化を確立順

位付け模型として示し、手入力で収集したランキングの実績データと、ランキングの時間変

化データについて理論モデルの当てはまりについて報告している。 

  また、水野[2006]は、図 4-2.に示したロングテールの分布をジップ分布と比較して示し

ながら、Amazonがロングテールのテールの部分だけを追い求めているのではなく、ヘッド

からテールまでのポートフォリオを組み立ててマーケティング戦略を策定しており、その

ことの重要性も示唆している。しかし、これら Amazon のビジネスモデル化の研究から積

極的に始まったロングテールに関する研究は、ヘッドとテールの区切りに関する売上高の

数量的確定と期間的確定に関するロングテールの定義については議論の関心はなく、専ら

概念としてのロングテールビジネスの成立可否の分析やロングテール曲線の直接的な数理

解析がその中心である。 

結果的に、ロングテールに関しても、数量的な確定的定義は定まっていないのが現実であ

るため、その概念的な定義は、①対象物には依存せず、②期間についても漠然としており未

確定で、③数量や売上額は上位に位置するほど売れている商品ではなく、下位に位置する程

度の売上規模の商品だが、それらの金額を限定的に規定はできず、相対的であると言わざる

を得ない。 

 

2-4. ロングセラーの概念定義のための短命商品に対する考察 

 本研究の序章では、市場投入された新製品が、計画した売上目標を達成できずに短期間に

売り場から撤退されることを短命商品(ショートセラー商品)と言った。言わば、新製品の市



86 
 

場における寿命の短さを指し示す言葉であり、言い換えれば、「消滅型短命商品(片岡,[1997])

のことである。 

 また、市場に投入された消費財の価格維持という点においては、高度経済成長を過ぎ、安

定成長期を経て、デフレ経済が蔓延する現代社会において、特段の施策なしで初期の価格を

長期間にわたり維持しながら販売可能であるほど、市場での商品間の競争は緩やかではな

い。これは、小規模小売店が減少する中で、売れ筋商品とそれ以外の峻別を瞬時に可能とす

る IT 技術を活用した POS システムを導入した大型店が台頭してきたことも一因である。

また、これら大型店が台頭する小売業界でも、医薬品以外を販売しなかった薬店がドラッグ

ストアへと業態変更を行い、生鮮食品や一般食品から文具や雑貨など何でも扱う業態への

変革といったチャネル間の競争もますます激化している。 

 結果的に、対象市場で一旦有意なポジションを確保した製造企業でも、その市場内でのポ

ジション維持に安穏してはおられず、既存商品にはない新しい効用や機能、新たな便益など、

新製品の持つ独自の優位性でシェアを獲得やポジション維持を行おうとするインセンティ

ブが働き、新製品開発競争と言われるほど、大量の新製品が市場に投入される結果となる 11。 

 さらに、新製品を多数開発する動機を考察すると、例えば、缶コーヒーメーカーは、多く

の製品を上市してその商品ごとの顧客獲得を行い市場全体のシェアを獲得することを目標

とする。これらの動機は、他の乳業メーカーや菓子メーカーでも類似しており、自社の既存

商品の売上からもたらされた利益だけの保持のみで事業活動を行うという限定的な企業は

ごく一部の伝統産業以外には存在しない。したがって、より多くの売上や利益を獲得しよう

とする動機として、新製品開発を行い市場投入することで、既存商品の衰退による自社顧客

を繋ぎ止め、または、新たな顧客の獲得を目指すことになる。 

 しかし一方で、売れ行きデータの瞬時把握とデータの蓄積、売上予測の精度向上という IT

技術の発展は、新発売後短期間で当該商品の PLC(プロダクト・ライフ・サイクル)を予測し、

上市後の短期間で販売額とその利益額が計算可能であるほど発展してしまったことで、最

大利益額を確保できる期間のみ店頭陳列され、短期間で陳列棚から外されてしまうことと

なった。この現状は、新製品が多数上市されるジャンルほど激しく、コンビニエンスストア

業界では、(消費財の)新商品の寿命は 3週間と言われるまでに短期間化している 12。 

                                                  
11 やや古いデータで恐縮だが、日経ビジネスによると、2005年に発売された新製品のチョコレートは 
   1,928品、スナック菓子は 765品、缶入りコーヒー飲料は 213品で、いずれも毎年増加している。 
   日経ビジネス,2006年 5月 29日号,p.28. 
12 田中、細田[2006],p.27. 
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 そのため、序章で示唆した新製品を市場投入して売上を伸長させながら育成していくと

いうロングスパンの PLC理論に依拠する「長期存在戦略」が果たせない状況下では、企業

は従来型のこの戦略ではない、「戦略的短命商品(片岡[1997])」へのシフトを行うようになっ

た。この「戦略的短命商品」に関しての研究はまだごく少数だが、片岡[1997]によれば、「戦

略的短命商品」は、限定性の上に成立するものとして捉えられており、限定の類型には、(a)

生産限定、(b)期間および生産限定、(c)季節限定、(d)地域限定の 4 つがあるとする。片岡

[1997]は、これら 4つの限定の上に新製品を販売することで、消費者に品薄感をもたらし、

話題性の醸成と希少性を高め、購買意欲を促進すると言う。片岡[1997]では、ナイキのスポ

ーツシューズを例としてあげているように、「戦略的短命商品」という概念が実現できる企

業は、複数商品のポートフォリオを実現できる企業であろう。ナイキが販売する、元バスケ

ットボール選手のコービー・ブライアント（Kobe Bean Bryant）に由来する限定モデルは、

一般的なナイキのバスケットシューズの価格より倍以上の価格である。バスケットに興味

のある消費者であれば、その高価な価格設定に対する許容性は、興味のない人の比ではない

だろう。そして、その限定という差別性は、その限定された範囲が購入する消費者にとって

好意的であればあるほど、差別性の効果は大きくなることも推測される。 

 しかし一方で、この片岡[1997]が示した「戦略的短命商品」という概念では、短命がどの

程度の期間化については言及しておらず、先述した消費財のフィールドでの市場から消滅

させられてしまう 3 週間という超短期に対応する戦略は包摂されていない。では、短命商

品についての研究自体がごく僅かな中で、消費財のフィールドで現実的に行われている 3週

間という短期間での新商品の残存可否の判定に対応する戦略 13について、どう考えるべき

だろうか。 

 新製品の寿命が短期化していることに対応する戦略として、下着メーカー、トリンプ・イ

ンターナショナル・ジャパン(以下、「トリンプ」という)の革新的な対応戦略が日経ビジネス

に紹介されている 14。この記事を参照しながら、超短期間での流通判断に対応する戦略を考

察することで、本項の目的を導出する。 

食品や飲料などの消費財同様に、女性用下着でも新製品寿命の短期化は進行しており、新

製品投入からの売上のピークは 3週間で、4週目からは失速(売上減)が始まり、以降、急激

                                                  
13 2020年 8月現在、コンビニエンスストアを中心とする食品市場における 3週間という短期間に対する 
  対応戦略を直接的に学術的に論考した研究は見当たらない。 
14 田中、細田 [2006]pp.26-41. 
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に減速する(田中、細田 [2006])。したがって、トリンプでは、その超短期間での急激な減速

は所与のものとして受け止め、製品開発に遡って発想を転換し、大きく 3 つの戦術を組み

合わせた戦略展開を図っている。 

一つ目は、新製品開発を行い市場投入する新商品の数量を最初から限定しておくことで

ある。この数量限定の生産体制は、片岡[1997]も示唆していたが、具体的な数値の提示がな

いために、十分な理解を成し得なかった。トリンプでは、従来の新製品の計画数量の 70%

が適正な計画値であることを解明し、この 70%という生産量を堅持したのである。2つ目に

は、新製品の投入方法を絶え間なく行う、具体的には、毎週新製品を投入するという体制を

とっている。毎週新製品を投入することで、常に店頭には新製品が陳列されることとなり、

商品の差別化が継続的に実現できる。3つ目には、新製品の売上ピークが到来する事前の 10

日目から、減少期に差し掛かり、販売終了期間までの 1 か月間に 3 回、販売成績の良い店

舗へ商品の店舗間移動を行っている。販売実績データに照らし合わせながら、この店舗間移

動を行うことで、在庫として新製品が売れ残ることを防止している。 

このトリンプの 3週間という新製品寿命に的確に対応する戦略は、全国に 261店舗(2006

年当時)の直営店を保有するという販売チャネルの自社保有と、IT によるネットワーク化、

そして、中国を中心とする海外での自社生産網を中心とする効率よいサプライチェーンを

保有しているが故の戦略ではある 15。 

しかし、販売チャネルを自社保有していないメーカーであっても、事前に新商品のピーク

時期と減退期間、そして、その新製品の開発に係る期間やコスト、流通コストなどの詳細デ

ータを収集し、同様に継続して新製品を投入することで、製品カテゴリー全体でのピークを

複数獲得することで、当該企業の対象カテゴリー全体の売上と利益確保が実現できるもの

と考える。これは、片岡[1997]が示した「戦略的短命商品」に追加すべき、「(戦略的)短命商

品の継続的市場投入戦略」である。 

 さて、ここまでで、短命商品にはいくつかの類型の存在が明らかとなった。つまり、新商

品の「長期存在戦略」を志向しながらも、結果的に「消滅型短命商品(片岡[1997])」となっ

てしまう短命商品。そして、(a)生産限定、(b)期間および生産限定、(c)季節限定、(d)地域限

定の 4つの類型を継続的に実施する「(戦略的)短命商品の継続的市場投入戦略」に伴う短命

商品である。 

                                                  
15 この結果、トリンプは、新商品の製造数量を 70%に減少させても、売り場での販売量は倍の 140%を 
   達成した。田中、細田 [2006],p.31. 
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2-5. ロングセラーの概念定義 

ここまでは、ロングセラーの概念定義を行うために、ロングセラーとは定義しない商品の

販売実績の評価について考察してきた。 

一般的な概念からも、ロングセラーは売上実績が好調な商品に対する販売状況の評価と

して使用される概念であり、類似する概念として、「ベストセラー(商品)」、「ヒット(商品)」

があり、対して、売上実績が低調であった商品は、「短命(商品)やショートセラー(商品)」と

位置づけられる商品である。また、近年のインターネットの普及に伴うネット通販の隆盛に 

より、一時的に好調な売上は示さないまでも継続的に少数は売れて行く「ロングテール」商

品の存在についても考察した。 

一方で、ロングセラーの定義については、1970年の発売開始から現在まで 10%前後のシ

ェアを獲得しているシャンプー商品の「メリット」をロングセラー商品としてそのブランド

効果について報告している青木[1998]と同様に、平野・内田・鈴木[2009]の研究のように、

1963年にハウス食品工業から販売された「バーモントカレー」をロングセラーとして扱い、

そのロングセラーとなった要因をマーケティング活動に求めた研究が存在する 16。 

 しかしながら、これら先行研究でいう「ロングセラー」は、本研究のように「ベストセラ

ー」や「ヒット商品」など他の呼称との相対的な比較はしていないばかりか、ロングセラー

として例示している商品の販売期間はマチマチで統一されておらず、販売数量や売上高に

ついても、事例としてあげているに留まり、一般化できていない。 

 また、ベストセラーやヒット商品などの呼称で呼ばれる商品の中には、ヒット商品と呼ば

れていた後にロングセラーになる商品、ベストセラーとして扱われていた商品が、後に、ロ

ングセラーやロングテール商品へと変化する場合もあるだろう。 

 このような販売状況に対する評価の呼称と、先行研究のロングセラーについての状況を

考慮しながら、ロングセラーの概念定義をするための構造を示したのが、図 4-3である。 

この図 4-3.を用いて、「ロングセラー(商品)」の概念定義を行えば、広告や販売促進、購入

しやすい価格設定などのマーケティング戦略(STP×4P)によって「話題性」を獲得した結果、

販売実績が好調で、ヒット商品のように短期間でなく、継続的に良好な売上獲得と利益獲得 

 

 

                                                  
16 青木[1998]や平野・内田・鈴木[2009]のロングセラーの研究は、ロングセラーにとなるためのマーケ 
  ティング活動の研究であり、ロングセラーとなるための製品計画の研究ではない。 
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１)図中の破線は、販売実績の評価が一旦なされた後に、別の評価に移る可能性を示している。 

２)図中の実線および実線矢印は、各項目内容の関係性を示す。 

図４-３.ロングセラーと他の販売状況評価の概念構造 

出典：筆者作成 
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がなされた商品となる。また、この販売実績を齎す「話題性」は、ポジティブな話題性の場

合はもちろん、ネガティブな話題性でも購入されることがある(川井[2011])点に留意する必

要がある 17。 

また、ロングセラーは、すでに見てきたように、書籍を含みどんな対象物でも使用できる

汎用性のあるワードであり、明確にベストセラーやヒット(商品)とは異なる概念である。そ

の販売期間について、明確な区切りが存在するわけではないが、その長短を示せば、「ヒッ

ト」＜「ベストセラー」＜「ロングセラー」と、「ロングセラー」が最も長いスパンで捉え

られる概念であることは確かである。しかしながら、販売実績がどの程度以上であれば、ロ

ングセラーといえるかについては、企業であればその企業のおかれた競争環境や自社の経

営管理指標に依存する販売量、研究者であれば、その研究対象として規定する販売量に依存

するという他ない。 

結果的に、川崎[1992]が「(ロングセラーについて)その普遍的な定義が存在するわけでは

ない」と指摘するように、論者にとって「ロングセラー」の概念定義はマチマチであり、一

般化できる確固たる定義は存在せず、期間設定のみについて、類似の販売状況の評価との相

対的な期間比較が可能な概念定義に留まるというのが、本節でのこの時点での結論である。

以降の章では、この相対的販売期間だけでなく、販売量についても実際のデータを分析しな

がら、その定義を規定する 18。 

 

第 3節 ロングセラー定義のための商品データ 

 3-1.ロングセラーか否かの峻別法のマーケティング戦略への貢献 

 本節の目的は、前節で考察した「ロングセラー(商品)」の概念構造をより一歩進め、ロン

グセラーとそうでない商品の峻別を定量的かつ実践的に実施する方法の提供である。この

定量的な峻別は、本研究の研究対象である「ロングセラーのネーミングの特徴」を明らかに

する基礎となるばかりか、その方法は、本研究対象外の商品カテゴリーの商品群にも援用可

能であるため、どんな商品群であってもロングセラーか否かの判断が可能となる。 

さらに言えば、ロングセラーか否かの峻別の方法は、複数商品を展開している場合におい

ては、先行する商品のそれが計画商品のベンチマーク機能としての役割も果たせる。したが

                                                  
17 ネガティブな場合でも購入される場合は、川井[2011]は、書籍が購入される場合をあげているが、そ 
   の他にも、筆者は、価格が手ごろで意図的に他人にネガティブな面をコミカルに伝える目的で購入さ 
   れる激辛食品、「まずい」ことで有名になった株式会社キューサイの青汁などがあると考える。 
18 第４章で数量的な定義について議論している 
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って、先行商品と計画商品のマーケティング要因の相対比較を可能化し、ネーミング開発に

留まらず、ターゲット設定やポジショニングといった STP要因、製品計画やチャネル政策

などの 4P要因についてもその比較を容易化する。この容易化は、より具体的で実践的なマ

ーケティング戦略構築の策定と、それらの改善施策の考察にも大きく貢献する 19。 

 

3-2.対象としたミネラルウォーターについて 

本研究で対象とした、「ミネラルウォーター」は、正式には、日本では厚生労働省が定め

る食品別規格[「食品、添加物等の規格基準」（昭和 34年厚生省告示第 370号）]でその定義

が定められ、農林水産省の通達(農林水産省食品流通局長通達(平成７年２月１７日、7食流

第 398号)でそのガイドラインが決められている。 

厚生労働省が定める食品別規格では、水のみを原料とする清涼飲料水を「ミネラルウォー

ター類」と定義し、この通達の中で「ミネラルウォーター類」として、全部で 5種類の水が

規定されており、一般的に「ミネラルウォーター」と認識されている水には、3種類がある

ことが規定されている。 

まず、1番目に「ナチュラルウォーター」と記載できる水は、水質、水量において安定し

た地下水の供給が可能な単独水源から採水された地下水を原水とし、沈殿、濾過、加熱殺菌

以外の物理的・ 化学的処理を行わないものと規定されている。2番目には、「ナチュラルミ

ネラルウォーター」と記載できる水は、「ナチュラルウォーター」のうち、地表から浸透し、

地下を移動中又は地下に滞留中に地層中の無機塩類が溶解したり、天然の二酸化炭素が溶

解し、発泡性を有するなど鉱化された地下水を原水としたものと規定されている。そして 3

番目には、「ナチュラルミネラルウォーター」を原水とし、品質を安定させる目的等のため

にミネラルの調整、ばっ気 20、複数の水源から採水したナチュラルミネラルウォーターの混

合等が行われているものについては、「ミネラルウォーター」と記載できるとしている。 

そして、これら、一般的に「ミネラルウォーター」と認識されている３種類以外の飲用可

能な水については、「飲用水」又は「ボトルドウォーター」と記載することとされている。 

 また、「ミネラルウォーター」の原材料については、 

  ア．「水」と記載し、水の次に括弧を付して、原水（鉱水・鉱泉水・湧水・温泉水・浅 

                                                  
19 これらの他にも、「(計画的な)短命商品の継続的投入戦略」の際には、同様にマーケティング要因の 
  比較及び改善が可能となり、その戦略のコアである消費者の渇望感のより大きな醸成に繋がる方策の 
  策定にも大きく寄与すると考える。 
20 水を空気にさらすこと。 
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    井戸水・水道水等）の種類を記載すること。ただし、原水の種類を原材料として記 

    載することができる。 

  イ．ミネラル等を添加したものにあっては、製品に占める重量の割合の多いものから順 

    に、「塩化カルシウム」、「炭酸水素ナトリウム」等と記載すること 

と定めており、果汁や甘味料など水や地層中のカルシウム、カリウム、ナトリウム、鉄分な

どの無機塩類以外を原材料に含む清涼飲料水とは明確に区別している。 

 そして、表示禁止事項として、「ナチュラルウォーター、ナチュラルミネラルウオーター

以外のものに対する「自然」、「天然」の用語及びこれに類似する用語」と規定していること

から、これら 2つのワードを使用してれば、ナチュラルウォーター、又は、ナチュラルミネ

ラルウオーターである。 

一方、本研究の対象とした日本経済新聞社が収集しているデータに格納されているミネ

ラルウォーターは、ウイスキーや焼酎などに混ぜて使用する微炭酸のミネラルウォーター

や、清涼感や各種機能を付加するために果汁やビタミンなどの有機物が微量に原材料とし

て使用されているものも一部であるが含まれている。それら水割りやカクテル等のアルコ

ール飲料の副材料として使用可能なミネラルウォーターや機能追加のミネラルウォーター

を厳密にデータベースから選別できれば良いが、そもそも純粋なミネラルウォーターであ

っても、その用途はペットボトルや瓶ごとそのまま飲用されるのか、アルコール飲料の副材

料として使用されるのかは飲用する消費者のライフスタイルや消費シーンに依り、明確に

規定できず 21、本研究の対象外でもあるため対象から除外することはしないもののとした。 

 

3-3. 対象データとデータ別の役割 

本研究で目的とするロングラーか否かを峻別するためのデータには、当然ながら、販売期

間のデータと販売量のデータが必要となる。この販売期間については、可能な限り長期間の

販売データが必要であり、対象商品が全国展開しているものであれば、全国の販売チャネル

でのデータが必要である。しかし、これら販売期間のデータと販売量のデータを特定の一企

業のみで独自に収集することは困難である 22。したがって、経常的にこれらデータを収集し

                                                  
21 食品流通局長通達(7食流第 398号, 平成 7年 2月 17日)では、「（４）使用上の注意及び使用方法は 
  省略することができる」としており、飲用方法は製造者側にも記載義務を課していない。 
22 ここで言う、「一企業のみで独自に収集する」とは、実際に販売チャネルと交渉して対象カテゴリーの 
   商品データを長期間にわたり収集する、又は、購入者を長期間調査対象パネルとして固定化して購入 
   データを収集すること。また、同様のことを研究者個人として実施することも不可能である。 
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ている調査機関からデータ購入を行うこととなるが、販売期間と販売量の合併データは、そ

の対象期間が長ければ長いほど高額となる 23。新製品投入のスパンが短期化し、ひとつの新

製品に対する投資が制限される傾向が強い中にあって、この販売期間や販売実績のデータ

費用は可能な限り低廉化することが求められる。 

このようなことから、販売期間の把握のためのデータと、販売数量の把握のためのデータ

を別に収集した。 

また、対象商品を何にするかという課題については、①購入スパンが長すぎるとロングセ

ラーか否かの峻別が行いづらいことから消費財を選定、②消費財の中でも使用用途が単一

で消費者の評価や便益が大きく相違しない、③原材料が単一で製造方法も大きく相違しな

い点などを考慮し、ミネラルウォーターを選択した。 

具体的には、一般財団法人流通システム開発センターと日経新聞社が収集する、全国のス

ーパー、コンビニエンスストア、及び、ドラッグストア業態店舗の POS データの中から、

販売期間の把握のためには、「1990年 1月 1日～2017年 3月 31日までの約 27年間に新商

品として市場投入された 2,679商品のデータ(以下、「データ 1」とする)」、そして、販売数

量の把握のためには、「2008年 1月 1日から 2017年 12月 31日までの 10年間における月

別売上データ 1,143商品(以下、「データ 2」とする)」である 24。 

表 4-1.販売期間と販売数量の把握のために収集したミネラルウォーターのデータ 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

まず、データ 1によって、27年間の期間内での 2,679商品がどの程度、市場に生存した

かを計測した。次に、データ 2による 1,143商品の 10年間の売上実績を計測した。そして、

                                                  
23 今回収集した 27年間分のデータを販売期間と販売実績データの合併データで購入した場合、200万円 
   を超過するという見積もりであった。 
24 収集店舗数の実際は、機器の入替えや店舗の統廃合などの理由から月ごとに多少の変化が有るが、月 
  ごとの対象店舗は約 1,500店舗である。CVSは関東の 55店前後の店舗であり、それ以外の業態は全 
   国の各都道府県からまんべんなく収集されている。詳細は、日経 POS情報の紹介サイト 
  (https://nkpos.nikkei.co.jp/poseyes/)に詳しい。 

・データ1.

・データ2.

　1990年1月1日～2017年3月31日までの約27年間に新商品として対象チャネルに
　上市された(市場投入された)2,679商品の初登場日と最新売上日データ

　2008年1月1日から2017年12月31日までの10年間のミネラルウォーターの販売
　実績1,172商品の内、販売期間データと照合できた1,143商品データ
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その後、データ 2 の 1,143 商品にデータ 1 によって明らかになった販売期間を付加するこ

とで、1,143商品の販売期間と販売数量を把握した 25。 

 

3-4.「データ 1.」の形態と課題 

 対象とした商品販売実績データは CSV形式で提供され、次のような 7項目からなるデー

タ形態である。 

① メーカー名、商品名、容量、容器形態などの当該商品の特定情報 

② 商品コード(JANコード) 

③ 商品分類番号 

④ 初登場日 

⑤ 初登場日の価格 

⑥ 最新売上日(最終売上日) 

⑦ 最新売上日の価格 

本節では、まず、ロングセラーの峻別のために、商品ごとの市場で販売され続けた期間

(「生存期間」)の把握を行う必要がある。しかしながら、上記の①から⑦に直接的に生存期

間を示す項目はないため、別に計算で求める必要がある。 

 

3－5.「データ 1.」による生存期間の計算法 

対象データの生存期間を計算するために、まず、採用するデータの類型について若干の説

明を行う。前項の④初登場日は、日経新聞社の対象チャネルでの初上市日であるから、生存

期間は、この初上市日以降どのくらいの期間、対象チャネルに残存できたかということとな

る。しかし、生存期間を把握するためには、使用した販売実績データの特性に留意点があり、

その概要を図 4-5.に示し、解説する。 

まず、対象データは、1990年 1月 1日～2017年 3月 31日までの約 27年間に新商品と

して対象チャネルに初上市された商品データであるから、図 4-5.に示す商品 A は収集デー

タとなっていない。同様に、この期間に初上市になった商品でも、最長 2017年 12月まで

                                                  
25 このデータは、日本経済新聞社が 1985年から全国のスーパーマーケットやコンビニエンスストアを対 
   象として収集しているデータである。この日本経済新聞社が収集したデータは、規格化され「POS 
   EYES」の名称で日経メディアマーケティング社が販売している。本研究では、規格化された  「PO 
   SEYES」データでは情報量が不足するために、分析項目に応じた特注オーダーでデータ購入した。 
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の期間であるため、対象期間以降にも販売されている商品(商品 G)は収集データとなってい

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5.対象データの期間類型例 

出典：筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      1)棒グラフは各期間での生存商品数 

      2)折れ線グラフは、各期間での生存商品数の累計 

      3)基本統計量の内、生存期間の最小値 0.0の商品は 46アイテム。これら 46アイテムは、 

       初登場日だけしか販売実績のない商品である。(生存日 1日、生存期間 0日の商品)  

図 4-6.ミネラルウォーター2,679アイテムの生存期間 

出典：データ 1を元に筆者作成 
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⇒以降、ドロップアウト
2017年10月まで販売
⇒以降、ドロップアウト

2017年6月まで販売
⇒以降、ドロップアウト

商品F
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2014年まで販売
⇒以降、ドロップアウト

商品G

2010年販売開始
2013年まで販売
⇒以降、ドロップアウト
だと推定されたが、
対象期間以降に購入
された→データに含まず。

×
×

×

商品H

日数 年 月
平均 1083.0 2 11
中央値 659 1 9
標準偏差(n-1) 1243.9 - -
最大値 9721.0 26 7
最小値 0.0 0 0

基本統計量

(n=2,679) 
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 また、対象期間中に初上市日と最終売上日があり、データ上は市場から撤収されているよ

うに見えていた商品が、実は対象期間以降に再び店頭に陳列され、対象期間以降に購入され

た商品(言わば、「同一商品の再登場商品、商品 H)についても収集データとなっていない。 

 これは、商品 H に該当する商品は、概念的には再登場商品が存在する可能性はあるが、

2017年の 4月 1日から 2017年 12 月までの 9か月間の長期にわたって一度も購入されて

いない商品が、実際に対象期間を超えて市場に再登場したり、再購入されることは考えにく

いため、実質的に商品 H は存在しないか、存在しても僅少だと推測されることが主因であ

る 26。よって、このような 3 つのデータ類型を除いたデータによって、生存期間を計算し

た。 

 この計算の下で算出した生存期間のグラフ(図 4-6.)をみると、全体の 33.2%が「1年以内」

の生存期間であり、累積グラフを見て理解できるように、2年以内で半数の商品が生存でき

ないという状況である。同様に、5年以内に 80%の商品が生存できず、7年以上生存できる

のは全体の 10%である。また、期間別の生存%の分布は、右の裾が長い形状となっており、

正規分布ではないことに注意が必要である。 

 このように、ミネラルウォーターの市場における競合は激しいことが一目で理解できる

が、この図 4-6.だけでロングセラーの定義を行うには、主観的判断にならざるを得ず、この

生存期間を示すデータに加えて、対象とした商品の販売量を示すデータが必要となる。しか

し一方、対象とした商品に紐づく直接的な販売量のデータは高額なコストが必要であり、現

実的でない。したがって、図 4-6.で対象とした対象商品に対して、期間を限定した売上デー

タの付随するデータ(データ 2.)を入手し、その新規データと既入手データ(データ 1)を商品

コードで紐づけることにより、生存期間と売上データの確保の両立を行った。 

 

3－6.対象商品の販売数量の把握に使用したデータ 

 この期間を限定した売上データの付随するデータ「データ 2」は、2008年 1月 1日から

2017年 12月 31日までの 10年間におけるミネラルウォーターの月別売上関連データ 1,143

件 27である。このデータは、CSV形式で提供され、次のような 9項目からなるデータ形態で

ある。  

                                                  
26 この他、データベース抽出に伴うシステム指示の煩雑性の回避のためでもある。  
27 収集データの総数は 1,172件であったが、販売期間が欠損しているデータなどを除き、1,143件とし 
  た。 
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① 商品名      ② 商品コード(JANコード) 

③ 販売金額      ④ 販売個数 

⑤  販売容量     ⑥ 単価 

⑦ 販売店舗数    ⑧ 1店当販売個数 ⑨ 来店客数 

 本節では、ロングセラーか否かの設定のための売上高の多寡を、この 9項目の中から算出

するが、先述したように、ロングセラーか否かは「売上と販売期間」の関係性によって定義

される。データ 2の項目から理解できるように、このデータ 2は売上期間がないため、売上

期間データを包摂したデータ 1 から該当商品ごとに売上期間データを抽出し、合併する必

要がある。  

 そこでまず、データの事前準備として、データ 2 の商品コードとデータ 1 の商品コード

を照合し、データ 1 に含まれるデータ 2 の商品の生存期間データをデータ 2 に追加した。

こうして 10年間の売上データが把握されているデータ 2の商品ごとに、生存期間データを

追加したデータ 3を生成した。(図 4-7.) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7. 売上と生存期間の把握のための 2つのデータの照合 

出典：筆者作成 

 そして、データ 3における生存期間を集計しグラフ化した。(図 4-8.) 

  図 4-8.をみると、全体の 16.1%が「1 年以内」の生存期間であり、累積グラフを見て理

解できるように、3年程度で半数の商品が生存できないという状況である。同様に、7年未

満に 80%の商品が生存できず、10年以上生存できるのは全体の 10%となる。図 4-6.との基
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･
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②「データ2の内、データ1に含む
商品の生存期間をデータ2に追加

1,172商品
「10年間の売上」

+
「生存期間データ」
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(10年間の
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本統計量を比較すると、データ 3 の方がデータ 1 より生存期間の平均が 1.5 年程度長く、

中央値も 1.3か月程度長いが、やはり、ミネラルウォーターの市場における競合は激しいこ

とが一目で理解できる。また、期間別の生存%の分布は、やはり右の裾が長い形状となって

おり、正規分布ではないことに注意が必要である。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

       1)棒グラフは各期間での生存商品数 

       2)折れ線グラフは、各期間での生存商品数の累計 

       3)基本統計量の内、生存期間の最小値 0.0の商品は 46アイテム。これら 46アイテムは、 

        初登場日だけしか販売実績のない商品である。(生存日 1日、生存期間 0日の商品) 

図 4-8.ミネラルウォーター1,143商品の生存期間 

出典：データ 3を元に筆者作成 

 

 ここまでで、データ 3である 2008年 1月 1日から 2017年 12月 31日におよぶ 10年間

の生存期間は理解できた。次いで、売上データを把握することとなるが、新たに生成したデ

ータ 3 のデータには、直接的な売上データはないため、期間内の④販売個数と⑧来店客数

のデータから 1 万人当たりの販売個数を代理変数として算出した。この 1 万人当たりの販

売個数別%と累積%をグラフ化すると図 4-9.の通りである。 

この図 4-9.を見ると、約半数の 48.0%が 10万人当たり 1個しか売れず、累積グラフから

見て取れるように、実に 80%以上が 1万人当たり 9個以下しか売れていない。また、販売

個数別の出現頻度の%の分布は、この分布も右の裾が長い形状となっており、正規分布では
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ないことに注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           1)棒グラフは 1万人当たりの販売個数別の商品数 

           2)折れ線グラフは、1万人当たりの販売個数別の商品数の累計 

図 4-9. ミネラルウォーター1,143商品の 1万人当たりの販売個数 

出典：データ 3を元に筆者作成 

 

第 4節 ロングセラー定義のための商品の販売分布 

 4-1.販売実績の散布図の概観 

 データ 3で対象とした 1,143商品の販売期間と販売個数の散布図が図 4-10.である。この

図 4-10.を目視すると、「(1)販売個数も多く販売期間も長い商品」は少なく、「(2)販売個数は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10. ミネラルウォーター1,143商品の販売状況×販売期間の散布図 
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出典：筆者作成 

多いが販売期間は短い商品」と、「(3)販売個数は多くないものの販売期間が長い商品」の存

在が見て取れる。 

 この図 4-10.を見た上で、第 2節で述べた販売状況の概念定義に沿って、ロングセラーや

他の評価との関係性を主観的に分類したのが、図 4-11.である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11. ミネラルウォーター1,143商品の主観的なロングセラーと他の評価のエリア 

出典：筆者作成 

 

 本章第 2節で示したように、図 4-11.で示したロングセラーを含む各評価のエリアの販売

数や期間の境界は主観によるものであり、統計的には意味はない。したがって、納得性のあ

るロングセラーか否かの区分を行うには、何らかの数理的手段を用いてグループ分類を行

い、その境界線を引くか、もしくは、ロングセラー商品のグループに属する商品の特定やそ

の他のグループに属する商品の特定を行う必要がある。 

 なお、図 4-11.を見て理解できるように、本章第 2節で示した「図 4-3. ロングセラーと他

の販売状況評価の概念構造」では記さなかった「短命ではないがロングテールというには販

売期間が短く、販売数もそう大きくない空白のエリア」が存在する。この主観的境界区分で

はあるが、「ミディアムテール」とでもいうべきエリアにも、他のエリアと相対的に数多く

のアイテムが存在することが理解できる。 

 このミディアムテールを含んだ販売状況の評価に概念を図 4-3.に追加すると、図 4-12.の

構造を持つこととなる。このミディアムテールのエリアについての先行研究はないが、ショ
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存続だけを狙った継続的な市場投入という戦略は、規模の経済も働かず、保有資産の有効化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12.ミディアムテールを含んだ、販売状況の評価についての構造 
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出典：筆者作成 

の観点からも想定し得ない。したがって、このミディアムテールの商品エリアに属する商品

は、意図せず自然消滅的な商品であると結論付けることに問題はないと考える。 

 

4-2. 統計分析的視点によるロングセラーの峻別 

 4-2-1. ここまでのロングセラーの峻別に関するまとめ 

 ここまでの先行研究の内容と、本研究で指摘したロングセラーを含む販売実績に対する

概念構造、そして、ロングセラーを峻別するために準備したデータについて、改めて概観す

る。 

 まず、ロングセラーの定義については、青木[1998]をはじめとした先行研究では、具体的

な特定商品の販売期間について報告していても、他の競合商品との長期間に及ぶ具体的数

値を提示した相対的な期間比較を行っていない。本研究では、この先行研究の弱点を補うべ

く、ヒット商品やベストセラー商品、短命商品といった販売状況に対する評価ワードについ

て、ロングセラー商品と共に、概念構造を示し、販売期間の長短についても概念定義を行っ

た。そして、単独企業や単独の研究者でも、販売期間と販売数量のデータからなる 2つのタ

イプのデータを入手することで、商品ごとの販売期間と販売数量の把握を可能とする方法

論を提示した。この時、ロングセラーを峻別するためのデータである販売期間は日数でカウ

ントし、売上高の代理変数は 1 万人当たりの販売個数とした。これら販売期間と 1 万人当

たりの販売個数は、いずれも連続変数であり、図 4-11.で見てきたように、これらの変数を

縦軸や横軸において各商品データをプロットした散布図は、直接的にどの程度の期間生存

し、どの程度の売上高なのかが一目で理解できる。 

 しかしながら、第 4 章の 2 節のロングテールで述べてきたように、べき分布に沿うよう

な多数の商品と、それ以外の分布を持つようなデータが混在しているために、このデータを

そのまま統計手法にかけても、これら複数の分布間の関連性が未知なため、有効なグルーブ

分類はできない。また、べき分布に沿うデータと沿わないデータを統計的に峻別して、別に

分析するにしても、散布図から見て取れるように特定のパラメーターを持たないまんべん

なく散らばっているデータも多数散在する様子が見て取れる。 

 通常、主体となる分布に目途をつけても、それ以外の主体となる分布に沿わない外れ値の

選定や検出には、結局、数理モデルに主観的な指定を行う必要があり、繰り返し同一方法で

結果を算出できることが担保されない。これは、仮に今回の対象データで、何らかの主体的
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な分布に沿わないデータだけを抽出して分析できたとしても、その他の商品カテゴリーで

同様の手続きを採ることは、正確性に欠けるということと同意である。 

 

 4-2-2. ロングセラーの直接的な統計分析視点での峻別の困難性 

 図 4-11.で示したように、販売期間と販売個数の散布図では、主観的にグループ分けを行

うことは比較的容易である。しかし、繰り返しになるが、単にグラフ上で布置されデータの

塊をフリーハンドでエリア分けするグループ分けでは、言うまでもないが、その作業を行う

人の主観により、グルーブごとの販売期間や販売数量が大きく異なってしまう。 

 一方、このような主観を排除しようとしてグルーピングで活用される統計的な手法で直

接解析しようとすると、販売期間と販売数量の 2 変量からなるデータでは、本研究が目的

とする有意な解とはならない 28。 

 また、販売個数の多寡や生存期間の長短といった新製品の成果は、マーケティング・ミッ

クスに規定される要因が関係した結果の現象値として生じている。したがって、これらマー

ケティング・ミックスに属する要因を新たな変数として販売期間や生存期間と共に分析す

る方法も想定される。しかしながら、これら多変量でのロングセラーの峻別分析を実施する

際には、全ての商品について、実際に消費者調査を実施して各商品に対するマーケティン

グ・ミックスに関わる要因(例えば、認知や理解から、購入経験、その理由など)の新たなデ

ータを準備するか、類似のデータを新たに外部から購入して準備する必要が生じる。しかし、

対象とした 1,143 商品に関する消費者調査データを準備することは、過去に販売されてい

て現在販売されていない商品もあり、不可能である。一方、今回収集したデータの中で、例

えば、③販売金額や④販売個数、⑤販売容量などから新たな合成変数を作成して、機械学習

の中の教師なし学習である k-means法などでグループ分類を行った 29としても、各変数と

の相関に偏りが強すぎ、次元数が少ない場合と同様に、主観的な分類に類似してしまい納得

性のある分類は不可能である。 

 ロングセラーをデータで峻別するということは、結局のところ、何らかの基準をもって峻

別点を設定し、その点と比較した大小や長短で議論するということに他ならない。先行研究

                                                  
28 別の商品データでの異なる 2変量を使用した場合でも、当然、本研究とは別にその結果も変化する。 
  つまり、都度、都度の 2変量データを直接 2分割する線を計算によって導出しても、その導出理由も 
  都度、都度変化してしまうため、一般化できない。 
29 試行として、③販売金額と⑤販売容量から 500ml当たりの金額を算出し、3変数で k-means法により  
  分類したが、有意な結果は導出できなかった。 
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でのロングセラーの議論は、単独商品のロングセラー議論であり、その販売期間や販売数量

は、先に商品を特定した上での販売期間と販売数量であった。このため、先行研究が主とし

て取り扱う単独商品のロングセラー議論では、ロングセラー化の一般化は困難であり、新製

品開発におけるロングセラー戦略の策定も困難を極める。本研究はロングセラー戦略の策

定を支援するためのロングセラー商品の特徴を明らかにすることある。したがって、本研究

では、基準をもって峻別点を設定し、その点と比較した大小や長短で議論する。 

 

4-2-3.基準化と順位付けによる販売実績の分類 

 改めて言えば、本研究の目的は、ロングセラーとなる商品ネーミングの特徴を明らかにす

ることである。このためには、既に述べたように、販売数や販売期間のデータの持つ特異な

性質を踏まえた上で、ロングセラーか否かの峻別法を開発する必要がある。そして、その峻

別法は、主観を可能な限り排除した、繰り返し同一の方法で実施可能なことが求められる。

つまり、この 2 つの困難な課題を解決できれば、本研究で対象とする商品カテゴリーのみ

ならず、他の商品カテゴリーでも同一の方法でロングセラーの峻別が可能となることを意

味する。 

 言い換えれば、これら 2つの条件を満たす峻別法による、ロングセラー商品の特定は、ネ

ーミングの良し悪し評価やネーミング開発のみならず、その他の新製品開発の際の要因計

画、広告やキャンペーンなど各種販売促進計画、そして、これらを用いた戦略策定には必要

欠くべからざるものであり、この実現は、学術面のみならず、実務的にも重要である。 

 このようなことに留意した上で、表 4-1に示すように、図 4-8.や図 4-9.で示した対象デー

タは、それぞれ単位が異なり、各値も大きく異なるため、直接これらのデータを比較評価す

ることは困難である。また、このデータをそのまま説明変数として何らかの統計解析手法で

分析しても、データ値の大きさやデータの幅(レンジ)、単位も異なるために、2つのデータ

値の数値の大きさの違いから同じ位置づけでの影響量が正確に計測ではない。 

 このようなことから、まず、販売期間と販売数量の 2 つのデータを同時に比較しやすい

よう、標準化を基準化の方法として捉え実施した 30。そして、その基準化したデータを直接

相対比較可能な順位データに変換してデータ分析を実施した。つまり、販売数と販売期間の

2変数を、標準化で同一の視点で比較できる値に変換した後、その値を用いて順位付けた結

                                                  
30 この基準化で使用した標準化は、販売数量と販売期間を同一の視点で評価するために使用しており、 
  その分布が正規分布に依拠するかどうかを議論の対象としていない。 
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果を元に、ロングセラーか否かの峻別を行う方法の提案である。 

表 4-1. ミネラルウォーター1,143商品の販売数と生存期間の基本統計量(再掲) 

 

 

 

 

 

a) ミネラルウォーター1,143商品の販売数 b) ミネラルウォーター1,143商品の生存期間 

出典：筆者作成 

 まず、標準化を基準化の方法として採用した理由を表 4-2.を用いながら説明する。例え

ば、自社の既存製品が表 4-2.の№10の製品だった場合、来店客数当たりの販売数量(個/万

人)は 0.48774個/万人であり、市場での生存期間は 1,381日である。また、例えば、同一

カテゴリー内で複数商品を展開する企業は、その企業で展開する商品分のこれらの値を把

握していることとなる。 

 しかしながら、この№10の商品を展開する企業は、0.48774個/万人や 1,381日が直接

的に市場内でどのような位置づけにあるかについてはこれらの値では不明であるし、同カ

テゴリーの複数の商品展開を行う企業も、また、異なるカテゴリーであっても複数の商品

展開を行う企業も、商品ごとに来店客数当たりの販売数量や市場での生存期間の値は把握

でき自社内での位置づけは把握できるが、市場内でどのような位置づけにあるかはこれら

の値では不明である。また、さらには、販売数量と生存期間は言うまでもなく別の尺度で

あり、同一の基準で比較ができない。 

 このようなことから、直接的に後から述べる販売数量や生存期間を順位付けするより先

に基準化することで、複数商品を展開する企業が各々の商品の相対的位置づけを把握する

一つの方法として、基準化を提案する。 

 具体的な基準化の方法は、 

(1) 対象とした 1,143商品について、販売数量と販売期間データを比較容易化の 

   ためにそれぞれ①式で基準化を行った(平均 0、分散 1とする標準化である)。 

     
x uz
σ
−

=   u：平均 、σ ：標準偏差・・・・・① 

  である。 

日 年 月
平均 1,574.02 4 4
中央値 1,089.00 2 12
標準偏差(n-1) 1,494.125 - -
最大値 9,721.00 26 8
最小値 0.00 0 0

基本統計量

平均 6.29
中央値 1.19
標準偏差(n-1) 11.711
最大値 77.67
最小値 0.02

基本統計量
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   なお、この基準化は、①に示すように各商品の値からその商品全体の平均を減する方 

法であり、基準化の値の平均は常に 0となるため、この基準化値がプラス値の場合は、

カテゴリー市場内で平均より上位に位置することを意味し、逆に、マイナス値である場

合には、カテゴリー市場で平均より下位に位置する商品であることが一目で判断でき

る。また、基準化した値は、販売数量と販売期間という異なる単位のデータ同士を比較

することも可能となる。 

 つまり、表 4-2.に示すように№10 の商品を展開している企業は、基準化後の販売数

量である「マイナス 0.45942」と販売期間「マイナス 0.12918」の値で、販売数量も販

売期間も平均以下の劣勢である位置づけが一目で理解できると共に、販売期間よりも

販売数量の方が平均より劣勢であることも一目で理解できる。そしてさらに、複数の商

品展開を行っている企業においては、複数の商品間で直接的にどの商品の販売期間が

優位で、どの商品が劣勢であるが比較可能となる 31。 

表 4-2. 元データと基準化後のデータ一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ミネラルウォーターの計算対象データの一部を抜粋表示 

                                                  
31 つまり、ここでの基準化は、商品単独での市場内の相対的位置づけ把握と、複数商品展開企業での 
展開商品間の優劣比較を可能にする順位変換以外の方法の提供である。 

商品コード

来店客数
当たり販
売数量(個
/万人)

生存期間 来店客数
当たり販
売数量(個
/万人)

生存期間 来店客数
当たり販
売数量(個
/万人)順
位・

順位によるロン
グセラー区分
200まで・来店
客数当たり(個/
万人)

・生存期
間順位

・生存期間順位
によるロングセ
ラー区分200ま
で

1 8,007,885,248,567 0.051917 474 -0.53263 -0.73623 1,132 ノンロング 896 ノンロング
2 4,909,411,011,321 0.052663 221 -0.53257 -0.90556 1,131 ノンロング 1,030 ノンロング
3 49,649,161 0.479846 1,715 -0.49609 0.094359 781 ノンロング 398 ノンロング
4 4,560,422,730,269 0.494593 549 -0.49483 -0.68603 775 ノンロング 866 ノンロング
5 4,571,351,852,304 77.66604 1,672 6.094839 0.06558 1 ロングセラー 411 ノンロング
6 4,901,777,157,712 0.050674 1,028 -0.53274 -0.36544 1,134 ノンロング 587 ノンロング
7 4,965,346,221,013 74.9888 1,852 5.866229 0.186052 3 ロングセラー 353 ノンロング
8 4,571,422,572,193 76.48418 0 5.99392 -1.05347 2 ロングセラー 1,133 ノンロング
9 4,902,179,118,547 0.051385 530 -0.53268 -0.69875 1,133 ノンロング 875 ノンロング

10 8,015,839,000,093 0.48774 1,381 -0.49542 -0.12918 778 ノンロング 473 ノンロング
11 4,902,220,987,801 0.494882 819 -0.49481 -0.50532 774 ノンロング 705 ノンロング
12 4,907,853,040,039 0.038554 0 -0.53377 -1.05347 1,136 ノンロング 1,142 ノンロング
13 4,939,505,120,417 74.41699 1,616 5.817403 0.0281 4 ロングセラー 428 ノンロング
14 4,560,134,630,789 0.479961 2,657 -0.49608 0.724829 780 ノンロング 192 ロングセラー
15 3,179,732,352,927 0.037913 2,683 -0.53383 0.74223 1,137 ノンロング 187 ロングセラー
16 4,902,102,085,649 0.035515 1,275 -0.53403 -0.20013 1,138 ノンロング 508 ノンロング
17 3,179,732,343,932 0.043161 296 -0.53338 -0.85536 1,135 ノンロング 1,006 ノンロング
18 4,987,306,016,163 0.487626 3,756 -0.49543 1.460376 779 ノンロング 107 ロングセラー
19 4,902,121,396,641 0.035241 4 -0.53406 -1.05079 1,139 ノンロング 1,131 ノンロング
20 8,009,245,001,041 0.494202 3,013 -0.49486 0.963095 776 ノンロング 157 ロングセラー

元データ

№

基準化後データ 順位データ
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出典:筆者作成 

 (2) 次に、その標準化を行った販売数量と販売期間データのそれぞれについて、降順に 

  並べて 1位から 1,143位までの順位をつけた。ここまでで、販売数量と販売期間の 

  それぞれの順位が算出できた。 

 (3) 次に、販売数量と販売期間の両方を考慮した順位については、販売数量の順位を 1x 、 
   販売期間データの順位を 2x として、商品番号 1番から商品番号 1,143番の商品まで 

   の順位を②式を使って順位の平均値を算出する。 

 (4) この(3)の値が小さい商品ほど、上位の順位となるため、最後に全ての商品の(3)に 

  よって計算された値を昇順で並び替え、小さい方から順に 1位から 1,143番までの 

    順位を付番すると、販売数量と販売期間の両方を考慮した順位が算出できる。 

なお、この②式は一般的な算術平均の式であり、1万人当たりの販売数量と販売期間とを同

じ重みで扱う場合の対象データ中での順位の計算値の算出である。 

         1 2

2
x xR +

= ・・・・・・・・・・・② 

 こうして、(1)から(4)の手順を経て算出した値は、現データの単位を払拭した同じ視点で

比較可能な値となり、「販売数が多く生存期間が長い商品」の優劣順位が主観を排除した形

で実現可能となる。 

 そして、原データを布置した散布図にこの優劣順位をラベルとして布置することにより、

対象商品カテゴリー全体での散布図上の位置づけと、市場全体での主観を排除した相対的

な順位が一目で把握可能な散布図が完成する(図 4-13.)。 

 この図 4-13.に示す、基準化した後に順位データに変換してその相対的な順位を算出する

という、単純だが主観を排除した販売実績の良好な商品を特定するという順位変換法であ

れば、従来の売上と販売期間の両方共に主観的で抽象的な議論の上でのロングセラーが、定

量的かつ客観的な尺度での議論を可能とするロングセラーとなる。 

          1

1

n

i i
i
n

i
i

w x
x

w

=

=

=
∑

∑
 ・・・・・・・・・・・・③ 

       ix は各変数の順位、 iw は、 i番目のウェイト 
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・散布図上の順位は認識のしやすさに配慮し、20番目までの表記である。 

図 4-13. 順位データ(2変量同ウェイト) 

出典：筆者作成 

 そしてさらに、戦略的に生存期間よりも売上数量の方をより重視した際の順位付けを把

握したいといった場合には、式③で表した加重平均の順位算出の式を利用して、同様に順位

を昇順で並び替えた値をとることによって、容易に 2 変量のウェイトを変化させた際の順

位が表示可能となる。図 4-14.は、販売量を販売期間より重視し、販売量のウェイトを 10、

販売期間のウェイトを 1とした際の順位データである。 

 また、これら販売数量と販売期間のデータによる市場全体に存在する商品の順位把握法

は、本章で対象としたミネラルウォーターだけでなく、他のカテゴリー商品にもそのまま援

用可能である。この順位計測による優良商品の把握は、2変量の重要性をウェイト付けの変

化操作により可能とするために、販売期間を重視するか、販売量を重視するかといった戦略 

パターン別の計画策定、そして順位幅を持つグループ分類なども可能とし汎用的である。さ

らに、このグループ分類は、当該グループにおける原データの統計量把握も可能となるため

に、仮に、対象とする商品が当該グループ外にあった際にも、どの程度乖離しているかが用

いた 2変量の数値と相対比較できることにより、正確に把握できる。 

 結果的に、この汎用性は、従来の良好だと主観的に規定され議論されてきた単独商品のロ

ングセラー議論から、相対的かつ数量的な順位によるロングセラー議論への進展を促進す

る。先行研究の例で言えば、定量的な相対比較のできない状態での主観的で、論者によって
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全く異なっていた抽象的な優位性を意味したロングセラーという議論から、「1位から 20位 

までをロングセラー商品とすれば、自社商品は・・・」といったような具体的な議論へと発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・散布図上の順位は認識のしやすさに配慮し、20位までの表記である。 

図 4-14. 順位データ[販売量重視(販売量ウェイト 10：販売期間ウェイト 1)] 

出典：筆者作成 

展させるのである。重要なことは、学術面であれ、実務面であれ、ロングセラーという定義

を行う際には、当該商品の製造原価や販売経費などを基にした損益計算を行い、当該商品の

ロングセラーとなる目標売上高と目標生存期間を設定することである。そして、そのロング

セラーの定義は、一旦決定したら原則としては固定した上で、時系列でその商品の順位や実

販売量などの成長経過を見ていくということになる。こうすることで、強力な競合の出現な

ど、市場環境の激変時の対象商品のポジション変化を早期に発見することにもつながるだ

ろう。 

 以降の章では、基本となるウェイト付けをしない順位によって、ロングセラーのネーミン

グの特徴を定量的に分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

    






        



  



 
      





   






   







 
 










       

   


   
  





   

    


    















 

  


 



 


 


 





   





 












 

 


     









      


10位


  


 





19位


9位

2位



6位

 



      







11位






 






 
















     

















 



           

 







      



   





12位

    


  

8位







 








   


















 



   
     












  





16位







 
 

 



     


  
































   

 

20位

15位







   




 





























     





  





 


 









 

1位

17位


5位

 







12位




 












  













 





















 



3位


 


 



 








































 

 


 













       











































 











     






  

 
 

  



 







  

14位




18位

4位

 










  














    




 

 



  











 




   























    



  



   
























  





6位

   






  









        
  


   



  



   
 

   


  



                     

          0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

1

万
人
当
た
り
販
売
個
数

生存期間(日)

(個/万人)



111 
 

 

第 5章 ロングセラー商品のネーミングの特徴 

 第１節 はじめに 

ロングセラーの概念については、第 4章の 2節で明らかにしたように、ヒット商品やベ

ストセラー商品よりも販売期間が長く、良好な売り上げを示す商品であることを指摘した。

また、第 4章の 4節では、この概念をより進め、販売量と販売期間を標準化した後で順位

変換を行うことで、ロングセラーに属させる商品群の設定法とロングセラー群に設定した

定量的な販売量と販売期間を把握できることを示した。 

本章では、これらの方法を使用したロングセラー商品のネーミングについて定量的に分

析し、その特徴について論じるが、ここで、改めて理解しておくことがある。 

これまで述べてきたように、売上と販売期間の確立された定義によってロングセラーが

定義づけできれば、ロングセラーを規定する売上と販売期間の基準は一定である。しかし、

第 4章でみてきたように、ロングセラーの設定について標準化と順位変換で定量的に設定

が可能になったが、結局、ロングセラーの設定を上位何位までに設定するかということと、

売上と生存期間のどちらをどの程度重要視するかについては、戦略に依存する。 

したがって、ロングセラー商品のネーミング特徴といった場合には、①販売期間の良好

なネーミングと、②売上高の良好なネーミングの特徴を定量的に把握した上で議論する必

要がある。このことに留意した上で、販売数と販売期間の標準化後の 1位から 200位まで

をそれぞれロングセラー群と設定して、201 位以下の商品とのデータの相違を計測するこ

とにより、その特徴を明らかにする 1。 

 なお、ここで 1 位～200 位までをロングセラーと設定するのは、1,143 商品の上位に位

置する商品群としての設定であり、例えば、1位～100位や 1位～250位といった他の幅で

の設定でも特に問題はない。要は、何位まで設定するかが重要なのではなく、複数の商品

群をロングセラー群として捉え、その特徴を計算によって把握し、ロングセラー商品の特

徴として一般化する方法が必要であり、優位性があるのである 2。 

 

                                                  
1 本研究でのロングセラーの特徴的なネーミングの把握の際の販売数量と販売期間のウェイトは簡単に 
 するために、同率とした。 
2 1位～200位まででない場合は、当然結果も異なるが、先行研究の多くはロングセラーの定義自体が主 

観的概念であったため、再現性がなかった。これに対し、①複数商品群をロングセラー群とノンロング 

セラー群として設定することで、相互に定量的に比較可能となり、②他の商品カテゴリーでも、同様の 

方法で、繰り返し実施できるという、2つの利点が本論文の優位性である。 
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第 2節 ネーミングデータの詳細 

2-1.対象データの全体像 

まず、来店客 1万人当たりの販売個数の多寡でみる、1位から 200位までの「ロングセ

ラー群」の基本統計量を表 5-1.に示した。この表 5-1.を見ると、1位から 200位までの「ロ

ングセラー群」の販売数量は平均 27.2個/万人、中央値 22.8個/万人であるのに対し、201

位以下の「ノンロングセラー群」の販売数量は平均 1.9 個/万人、中央値 0.8 個/万人であ

る。また、この販売個数の多寡で見る「ロングセラー群」と「ノンロングセラー群」では、

「ロングセラー群」は対象数が 200サンプルと少ないにもかかわらず標準偏差が大きいの 

表 5-1.販売個数の多寡による「ロングセラー群」と「ノンロングセラー群」 

の基本統計量 

 

 

 

 

 

    1) 来店客 1万人当たりの販売個数の多寡で「ロングセラー群」と「ノンロングセラー群」 

      に分類した。 

    2)「ロングセラー群」は 1位～200位 

    3)「ノンロングセラー群」は 201位～1,143位 

出典：筆者作成 

が特徴的である。 

同様に、表 5-2.を見ると、販売期間の長い 1位～200位までの「ロングセラー群」は、

平均 11年 6か月販売されている商品であり、最低でも 6年 11か月以上の長きに渡って販

売されている商品である。 

 一方、201位以下の販売期間でみる「ノンロングセラー群」の商品は、平均販売期間が

2年 9か月で最短の販売期間は 0日である。なお、この販売期間の長さで見る「ロングセ

ラー群」と「ノンロングセラー群」では、「ロングセラー群」は対象数が 200サンプルと少

ないにもかかわらず標準偏差が大きいのが特徴的である。 

 

ロングセラー群 ノンロングセラー群
(1位～200位) (200位～1,143位)

平均 27.2 1.9
中央値 22.8 0.8

標準偏差 15.07 2.42
最大値 77.7 10.7
最小値 10.8 0.0
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表 5-2.生存期間の長短による「ロングセラー群」と「ノンロングセラー群」 

の基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 1) 1990年 1月 1日～2017年 3月 31日までの約 27年間における 1,143商品の市場での生存期間 

  (販売期間)の長さで「ロングセラー群」と「ノンロングセラー群」に分類した。 

 2)「ロングセラー群」は 1位～200位 

  3)「ノンロングセラー群」は 201位～1,143位 

出典：筆者作成 

 

2-2.言語学視点やマーケティング視点によるデータの分解 

 まずは、商品別のネーミングの特徴を考察するにあたり、ミネラルウォーターの商品名

の要因構造を説明する。 

 図 5-1.に示したように、ミネラルウォーターの商品名部分の要因構造は、マーケティン

グ要因視点で見れば、①メーカー名、②商品ブランド名、③商品名、④容器種、⑤内容量

から構成されている。図 5-1.の例１)にあげるように、これら①～⑤の全てについて該当す

る項目がある商品もあれば、例 3)に示すように、②商品ブランド名に該当すると考えられ

るマーケティング要因がない商品もある。また、例 1)と例 2)を比較して理解できるように、

②商品ブランド名があっても、例１)のように、誰もが知っている認知率の高い①メーカー

の②商品ブランド名の場合もあれば、例２)のように、①メーカー名の認知率がそう高くな

いと考えられる中堅規模の会社で、②商品ブラント名の認知も高くない場合も当然ある。 

 したがって、これら①メーカー名や②商品ブランド名といったマーケティング要因項目

については、該当有無とは別に、要因項目の意味合いとしての認知の程度やイメージの良

し悪しもカウントされないと、商品の売れ行きにどの程度の影響度を持っているかを表現

する正確性は担保されない。 

日 年 月 日 年 月
平均 4,222.5 11 6 1,012.3 2 9

中央値 3,842.0 10 6 821.0 2 3
標準偏差 1,400.74 - - 695.81 - -
最大値 9,721.0 26 7 2,537.0 6 11
最小値 2,539.0 6 11 0.0 0 0

ロングセラー群
(1位～200位)

ノンロングセラー群
(200位～1,143位)
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図 5-1.ミネラルウォーターの商品名の項目と文字数構造 

出典：筆者作成 

このようなことから、本来は、特定カテゴリー商品の売れ行きに関係する基礎的な統計

モデル構築を行う本研究のような場合には、①メーカー名や②商品ブランド名の厳密な

認知率やイメージの良し悪しなどの消費者の意識データも含みたい。しかし、これらデ

ータは、別に消費者調査などで把握する必要があり、その対象が市場に存在する全ての

該当カテゴリーの商品や調べたいと考える商品カテゴリーの大半の商品範囲となると、

資金的な面などから、一研究者や一企業の限定的な予算では簡単には収集できない。こ

の制約を理解した上で、なんとか、消費者イメージを代替する項目を追加するために、

①企業名や②商品ブランド名を全て目視し、ネーミングの構造項目として、表 5-3.に示す

内容で分類し、このデータもロングセラー商品の特徴を表す指標になり得るかを調べた

(後述)。 

 一方、②商品ブランド名や③商品名に使用されているワードに着目すると、ひらがなやカ

１万人当たり
販売個数

例1.) コカ・コーラ い・ろ・は・す ナチュラルミネラルウォーター ＰＥＴ ３４０ＭＬ 6.45 2,070 118.72

例2.) 廣貫堂 秘境黒部の天然水 ナチュラルミネラルウォーター ＰＥＴ ５００ＭＬ 3.12 3,560 76.02

例3.) ビクトリー 天然水ピュアの森 ＰＥＴ ２Ｌ 59.27 1,852 14.08

生存期間(日 )
500ml

当たり単価

①メーカー名 ②商品ブランド名 ③商品名 ④容器種 ⑤内容量

文字数
記述文字数：１４文字

発話文字数：１４文字
文字数

記述文字数：7文字

発話文字数：４文字

文字数
記述文字数：１４文字

発話文字数：１４文字
文字数

記述文字数：8文字

発話文字数：1４文字

文字数
記述文字数：8文字

発話文字数：１４文字
文字数

記述文字数：0文字

発話文字数：0文字

なし

①メーカー名 ②商品ブランド名 ③商品名 ④容器種 ⑤内容量

①メーカー名 ②商品ブランド名 ③商品名 ④容器種 ⑤内容量
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タカナだけでなく、漢字やローマ字を使用している商品名もあるために、記述文字数と発話

文字数が異なる商品がある。Keller は、シンプルで短い名称について連想ネットワーク型

記憶モデル上でコード化されやすく、記憶されやすいと指摘した 3。筆者もこの指摘に賛同 

表 5-3.ミネラルウォーターの企業種別と商品ブランド有無での分類 

 

 

 

 

 

 

 

出典:筆者作成 

するが、より一歩進めて、記述文字数も発話文字数も可能な限り短いワードで生成された

ブランド名や商品名の方がそうでないものよりも相対的に優位なはずだという仮説を持

っている。このことから、記述文字数と発話文字数の商品ごとの計測も実施した 4。 

 次に、図 5-2.に示すように、②商品ブランド名や③商品名のワードは、使われている品

詞でも分解可能である。図 5-2.の例１)のように、例えば、②商品ブランド名として、「い・

ろ・は・す」というワードを使用している場合は、「い」や「・」で分解しても意味をなさ

ず、消費者がこの一文字ずつをぶつ切りにした状態で記憶していることはないと考えるの

が普通であろう。したがって、この図 5-2.の例１)の②商品ブランドである「い・ろ・は・

す」は、「い・ろ・は・す」単独で認知される固有名詞という位置づけとして品詞カウント

を行った方がよい。続いて、ナチュラルミネラルウォーターは、「ナチュラル」「ミネラル」

「ウォーター」という 3つのワードが一つになって商品名を構成していると考えられ、こ

れら 3つのワードの品詞分解は、「形容詞」「名詞」「名詞」となり、この 3つの品詞の使用

状態は、「形容詞１語、名詞２語」という計測も可能であるが、「形容詞と名詞の２品詞に

よる語」という計測、そして、「ナチュラルミネラルウォーター」で「名詞」１語であると

いう評価も可能である。 

                                                  
3 Keller, [1998],邦訳,pp.179-181. 
4 発話文字数の計測については、商品名を入力すれば、漢字とローマ字をカナに変換して、発話文字数を 
 計測するプログラムを開発して計測した。記述文字数の計測は、表計算システム LEN関数を使用して 
 計測した。 

実数 %
1,143 100.0

1) 中堅企業・商品ブランドなし 484 42.3
2) 中堅企業・商品ブランドあり 53 4.6
3) 著名企業・商品ブランドなし 27 2.4
4) 著名企業・商品ブランドあり 334 29.2
5) 著名企業・商品ブランド=商品名 40 3.5
6) 著名企業・企業ブランド=商品名 205 17.9

全　　体
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図 5-2. ミネラルウォーターの商品名の項目と使用されている品詞構造 

出典：筆者作成 

ここで、わざわざこの品詞の使われ方とそのカウント法の複数の存在を示した理由であ

るが、人が商品を選択し、購入する際には第 4章でも記述したように、再生想起や再認す

る必要がある。これらの選択や購入は、一瞬で意思決定されるため、結果的に最良な品詞

の使われ方の存在があるのではないかという仮説の上での計測である。なお、これらの品

詞の計測については、奈良先端科学技術大学院大学の松本研究室で開発された形態素解析

ツール、ChaSen(茶筅)を使用して品詞分解を行った。 

 その他、商品名中の漢字使用数、食品流通局長通達(7食流第 398号, 平成 7年 2月 17

日)で規定されている、「自然、天然、ナチュラル」といったミネラルウォーター特有の表

示規定に沿ったワードの有無、「水分補給」「スポーツ時に」といったような当該商品の用

途に関係するワード有無、炭酸の含有有無やレモン、ライムといった食味の有無などにつ

１万人当たり
販売個数

例1.) コカ・コーラ い・ろ・は・す ナチュラルミネラルウォーター ＰＥＴ ３４０ＭＬ 6.45 2,070 118.72

例2.) 廣貫堂 秘境黒部の天然水 ナチュラルミネラルウォーター ＰＥＴ ５００ＭＬ 3.12 3,560 76.02

例3.) ビクトリー 天然水ピュアの森 ＰＥＴ ２Ｌ 59.27 1,852 14.08

生存期間(日 )
500ml

当たり単価
ブランド名 商品名 容器種 内容量

①形容詞1 , 名詞2

固有名詞 形容詞 名詞 名詞

メーカー名

②形容詞と名詞

ブランド名 商品名 容器種 内容量メーカー名

①形容詞1 , 名詞2

形容詞 名詞 名詞

②形容詞と名詞

名詞 地名

所有格、修飾の助詞「の」

名詞

①名詞2,地名1,助詞1

②名詞と地名と助詞

①固有名詞

商品名 容器種 内容量メーカー名

名詞 形容動詞

所有格、修飾の助詞「の」

名詞

①名詞2,形容動詞1,助詞1

②名詞と形容動詞と助詞

なし

[ 形態素解析による品詞 ]

[ 形態素解析による品詞 ]

[ 形態素解析による品詞 ]



117 
 

いてもフラグを立て区別データとして格納した。 

 そして、既述した販売量と生存期間の標準化得点とその得点による 1 位から 200 位ま

での各ロングセラー区分などのデータを追加して、分析対象のデータとした(表 5-4.)。 

表 5-4. 分析対象商品 1,143商品のネーミング分析のためのデータ項目一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 従属区分 従属区分別№ 項目名 データ形態 説明 実データ例
1 非対称 - データ№ 数値 001～1,143
2 目的変数作成のため 1 基準化後の来店客数当たり販売数 数値 基準化による計算値 -0.485
3 〃 2 基準化後の生存期間 数値 〃 -0.428
4 〃 3 順位・来店客数当たり販売数 数値 〃 725
5 〃 4 順位・生存期間 数値 〃 622
8 〃 7 総合順位 数値 〃 735
6 目的変数 1 順位によるロングセラー区分(1位～200位)・生存期間 フラグ 基準化後の順位によるフラグ 0
7 〃 2 順位によるロングセラー区分(1位～200位)・来店客数当たり販売数 フラグ 〃 0
9 〃 3 順位による総合ロングセラー区分(1位～200位) フラグ 〃 0

10 説明変数候補 1 500ml当たり金額 数値 金額と容量から算出 126.511
11 〃 2 国内企業ブランド フラグ 視認によるフラグ 0
12 〃 3 欧米企業ブランド フラグ 〃 0
13 〃 4 国内企業ブランド名と海外企業ブランド、なし フラグ 〃 0
14 〃 5 商品ブランドあり、ナシ カテゴリ 視認によるカテゴリ値 1
15 〃 6 企業ブランドか、商品ブランドがある、両方ない カテゴリ 〃 1
16 〃 7 ネーム構造 カテゴリ 〃 2
17 〃 8 独自ブランドワードのみ フラグ 視認によるフラグ 0
18 〃 9 名詞 カウント値 形態素解析によるカウント 3
19 〃 10 サ変名詞 カウント値 〃 0
20 〃 11 形容動詞・形容詞B(形容詞/平仮名のみの語） カウント値 〃 0
21 〃 12 固有名詞・地名 カウント値 〃 0
22 〃 13 動詞・動詞B(動詞–自立/平仮名のみの語） カウント値 〃 0
23 〃 14 副詞可能・副詞・副詞B(副詞/平仮名のみの語） カウント値 〃 0
24 〃 15 名詞C(名詞一般/漢字 1 文字の語） カウント値 〃 0
25 〃 16 商品名の品詞使用合計 数値 形態素解析によるカウントから計算 3
26 〃 17 商品名の品詞使用該当数 数値 〃 1
27 〃 18 助詞「の」の有無 フラグ 視認によるフラグ 0
28 〃 19 自然、天然、ナチュラル フラグ 〃 1
29 〃 20 漢字数 数値 視認によるカウント 0
30 〃 21 用途指定 フラグ 視認によるフラグ 0
31 〃 22 炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 フラグ 〃 0
32 〃 23 味覚・レモン フラグ 〃 0
33 〃 24 ・記述文字数・企業名のみ 数値 LEN関数によりカウント 4
34 〃 25 ・記述文字数・商品ブランドのみ 数値 〃 5
35 〃 26 ・記述文字数・商品名のみ 数値 〃 14
36 〃 27 ・発話文字数・企業名のみ 数値 発話文字変換プログラムによりカウント 8
37 〃 28 ・発話文字数・商品ブランドのみ 数値 〃 5
38 〃 29 ・発話文字数・商品名のみ 数値 〃 14
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出典：形態素解析、文字数カウントなどを実施して作成した変数項目を付加して筆者作成 

 なお、表 5-4.において、従属区分に「候補」として表記しているのは、分析事前のため

である。結果的に、表 5-4.の 38項目中、目的変数の候補が 8項目、説明変数項目が 29項

目となった。このような多変量のデータに対しては、目的変数と説明変数のデータ形態に

より、分析方法が異なる。  

 表 5-4.で従属区分別№の 8項目中 1～7の項目は、そのまま目的変数として位置づける

ことも可能であるが、これら 7項目を目的変数として捉えると、分析の後に、改めてロン

グセラーをどの程度の目的変数値以上と定義するかという問題が生じる。また、これら 1

～7の項目は、5～8のロングセラー区分を作成するために使用したデータ項目であるため、

ここでは、目的変数を表 5-4.の従属区分別№の 5～8の項目と仮に設定する。 

 

2-3.目的変数と説明変数候補との相関関係 

 データの種類別に、データ相互の関係性の強さを示す相関係数は、表 5-5.に示したよう

に、そのデータ形態が何かによって異なる。 

 今回の場合、目的変数として設定している 1位～200位までのロングセラー区分と、説

明変数として設定している項目との相関関係と、説明変数間相互の相関関係を算出した。

変数相互の相関関係が強すぎることを示す共線性や交絡などの詳細説明は、専門の統計書

に譲り捨象するが、いずれにしても、目的変数であるロングセラー区分に純粋に影響して

いる項目が検出できて、その項目の影響度でロングセラーの判別が可能となるモデルがで

きれば本研究の目的は達することができる。 

表 5-5.データ種別の相関係数の類型 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 このためには、まず、各変数間の相関を算出して、各変数間の相関により多重共線性や

№ データ形態 相関係数の類型 概要 計算式

1 カテゴリーとカテゴリー クラメールの独立系数
　m×nのクロス集計表を使用し、
　クラメールの独立系数により算出

2 カテゴリーと数量 相関比 級内変動と級間変動を用いて算出

3 数量と数量 単相関係数
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119 
 

交絡が発生していないかどうかを見る必要がある。もし、変数間で多重共線性や交絡など

が発生しているようであれば、変数相互に関連の強すぎる変数から最適な変数のみを選択

したり、複数の変数を一つにまとめる(合成変数化)などで、変数を整理する必要がある。 

 このような変数間の関連性を表 5-5.で示した相関係数を計算したのが、表 5-6.から表 5-

9.である。 
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表 5-6.販売数と生存期間のロングセラー区分に対する各変数の相関比と検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・相関比 0.25以上の値を網掛け・太字で表記 
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出典：筆者作成 

 まず、表 5-6.であるが、この表は、販売数と生存期間の実データを基準化した値での 1

位～200位までの(便宜的)ロングセラーと、201位以下のノンロングセラーという 2つの

区分に対する数量データ変数 36項目の相関比と検定結果である。 

 一見して分かるように、販売数のロングセラー区分との相関比で関連性があると考え

られる 0.25以上の変数は、ロングセラーの区分を作成した元データの 16～18番に位置

する項目しかなく、販売数のロングセラー区分を明確に峻別するような数量変数は見当

たらない。生存期間についても同様で、経験的に 0.25以上の相関比のある項目はない。

結果的に、ロングセラー区分の相違に対する数量データ変化量の影響度が小さく、これ

ら数量データを説明変数とした回帰分析によるロングセラー区分の予測は困難であるこ

とが推測される。 

 次に、販売数と生存期間の各ロングセラー区分とカテゴリカルな変数との関連性であ

る独立係数と検定結果を表 5-7.に示す。 

 この表 5-7.の読み方は、カテゴリー変数間の関連性を示すクラメール連関係数が 0.25

以上あれば、弱い関連があると理解できるが、表 5-6.にカテゴリー変数の中でも強い関連

性がある変数は見当たらない。 
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表 5-7. 販売数と生存期間のロングセラー区分に対する各変数の独立係数と検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・独立係数 0.25以上の直接的な関連性の強い変数はない。 
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出典：筆者作成 

 表 5-8.は、販売数と生存期間のロングセラー区分の予測式を作成する際に、数量変数

相互の関係性を把握するための単相関係数と決定結果である。これまでの表 5-6.と表 5-7.

では、目的変数としての販売数や生存期間と各変数との関連性を見る表であり、関連度

合いが高い方が予測に対してポジティブな効果を発揮する傾向があるのが一般的である

のに対し、表 5-8.は数量変数間の関連性の把握であるため、この表では関連性がなく、独

立した変数であることが望ましいと判断できる。 

 この点に留意した上で、表の 5-8.を見ると、漢字数と固有名詞・地名の相関が 0.602

と高いが、これは、固有名詞や地名が漢字で表記されている商品が多いことを示唆して

おり納得できる。一方、固有名詞・地名と品詞の商品名の使用合計数や商品名の品詞使

用該当数についても、0.5以上の単相関係数であるが、これらは共に、形態素分解による

データをカウントして生成した変数であるため、関係性が高く算出されるのはもっとも

な結果である。 
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表 5-8.数量変数相互の関係性(単相関係数と検定結果) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・単相関係数 0.5以上のセルを網掛け、太字で表示。 

500ml当た
り金額

名詞 サ変名詞 形容動詞・
形容詞B

固有名詞・
地名

動詞・動詞
B

副詞可能・
副詞・副詞
B

名詞C 商品名の品
詞使用合計

商品名の品
詞使用該当
数

漢字数

1 件数 - 1141 1141 1141 1141 1141 1141 1141 1141 1141 1141
2 単相関係数 - 0.147 0.091 -0.111 -0.277 -0.023 -0.055 -0.287 -0.197 -0.317 -0.309
3 p値 - 0.000 0.002 0.000 0.000 0.442 0.065 0.000 0.000 0.000 0.000
4 判定 - [**] [**] [**] [**] [  ] [  ] [**] [**] [**] [**]
1 件数 1141 - 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.147 - 0.223 -0.264 -0.152 -0.062 -0.064 -0.203 0.458 -0.065 -0.057
3 p値 0.000 - 0.000 0.000 0.000 0.037 0.030 0.000 0.000 0.029 0.056
4 判定 [**] - [**] [**] [**] [* ] [* ] [**] [**] [* ] [  ]
1 件数 1141 1143 - 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.091 0.223 - -0.037 -0.093 0.000 -0.065 -0.045 0.249 0.228 0.008
3 p値 0.002 0.000 - 0.215 0.002 0.988 0.029 0.131 0.000 0.000 0.788
4 判定 [**] [**] - [  ] [**] [  ] [* ] [  ] [**] [**] [  ]
1 件数 1141 1143 1143 - 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.111 -0.264 -0.037 - 0.150 0.074 -0.021 0.027 0.081 0.406 0.116
3 p値 0.000 0.000 0.215 - 0.000 0.012 0.477 0.355 0.006 0.000 0.000
4 判定 [**] [**] [  ] - [**] [* ] [  ] [  ] [**] [**] [**]
1 件数 1141 1143 1143 1143 - 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.277 -0.152 -0.093 0.150 - 0.006 0.035 0.367 0.576 0.652 0.602
3 p値 0.000 0.000 0.002 0.000 - 0.845 0.232 0.000 0.000 0.000 0.000
4 判定 [**] [**] [**] [**] - [  ] [  ] [**] [**] [**] [**]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 - 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.023 -0.062 0.000 0.074 0.006 - 0.113 0.039 0.079 0.198 0.062
3 p値 0.442 0.037 0.988 0.012 0.845 - 0.000 0.185 0.007 0.000 0.038
4 判定 [  ] [* ] [  ] [* ] [  ] - [**] [  ] [**] [**] [* ]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 1143 - 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.055 -0.064 -0.065 -0.021 0.035 0.113 - 0.107 0.157 0.251 0.073
3 p値 0.065 0.030 0.029 0.477 0.232 0.000 - 0.000 0.000 0.000 0.013
4 判定 [  ] [* ] [* ] [  ] [  ] [**] - [**] [**] [**] [* ]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 1143 1143 - 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.287 -0.203 -0.045 0.027 0.367 0.039 0.107 - 0.610 0.497 0.641
3 p値 0.000 0.000 0.131 0.355 0.000 0.185 0.000 - 0.000 0.000 0.000
4 判定 [**] [**] [  ] [  ] [**] [  ] [**] - [**] [**] [**]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 - 1143 1143
2 単相関係数 -0.197 0.458 0.249 0.081 0.576 0.079 0.157 0.610 - 0.693 0.633
3 p値 0.000 0.000 0.000 0.006 0.000 0.007 0.000 0.000 - 0.000 0.000
4 判定 [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**] - [**] [**]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 - 1143
2 単相関係数 -0.317 -0.065 0.228 0.406 0.652 0.198 0.251 0.497 0.693 - 0.698
3 p値 0.000 0.029 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 - 0.000
4 判定 [**] [* ] [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**] - [**]
1 件数 1141 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 -
2 単相関係数 -0.309 -0.057 0.008 0.116 0.602 0.062 0.073 0.641 0.633 0.698 -
3 p値 0.000 0.056 0.788 0.000 0.000 0.038 0.013 0.000 0.000 0.000 -
4 判定 [**] [  ] [  ] [**] [**] [* ] [* ] [**] [**] [**] -

固有名詞・地名

動詞・動詞B

500ml当たり金額

名詞

サ変名詞

形容動詞・形容詞B

副詞可能・副詞・副詞B

名詞C

商品名の品詞使用合計

商品名の品詞使用該当数

漢字数
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出典：筆者作成 

 表 5-9.は、商品名に使用されている記述文字数と発話文字数が形態素分解で算出され

た品詞の数との関連性を示した表である。 

 商品名の記述文字数と名詞数の関係性が 0.707と高く、同様に、商品名の発話文字数

と名詞数の関係性も 0.618と高い。これは、商品名が長い文字になるほど、名詞が増え

るということを示唆しており、発話文字数の商品名の品詞使用数の増加との関連性の強

さ 0.746とも符合している。つまり、商品名について、文字数が多くなる商品に関して

は、直接的にその商品を表現するための関係する名詞が使用される傾向があることの示

唆である。 

表 5-9.商品名の文字数と他の数量変数との関係性(単相関係数と検定結果) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・単相関係数 0.5以上のセルを網掛け、太字で表示。 

出典：筆者作成 

名詞 サ変名詞 形容動
詞・形容
詞B

固有名
詞・地名

動詞・動
詞B

副詞可
能・副
詞・副詞
B

名詞C 商品名の
品詞使用
合計

商品名の
品詞使用
該当数

漢字数

1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.064 -0.045 -0.091 -0.048 -0.046 -0.045 -0.172 -0.098 -0.155 -0.135
3 p値 0.031 0.125 0.002 0.103 0.118 0.133 0.000 0.001 0.000 0.000
4 判定 [* ] [  ] [**] [  ] [  ] [  ] [**] [**] [**] [**]
1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.249 0.029 -0.119 -0.145 -0.096 -0.168 -0.428 -0.181 -0.312 -0.331
3 p値 0.000 0.320 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
4 判定 [**] [  ] [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**]
1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.707 0.211 -0.027 0.056 0.054 0.102 -0.096 0.494 0.083 -0.025
3 p値 0.000 0.000 0.366 0.058 0.066 0.001 0.001 0.000 0.005 0.394
4 判定 [**] [**] [  ] [  ] [  ] [**] [**] [**] [**] [  ]
1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 -0.093 -0.092 -0.018 0.049 -0.041 0.048 0.036 -0.031 -0.007 0.023
3 p値 0.002 0.002 0.546 0.100 0.163 0.104 0.228 0.294 0.807 0.444
4 判定 [**] [**] [  ] [  ] [  ] [  ] [  ] [  ] [  ] [  ]
1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.189 -0.005 -0.051 -0.056 -0.084 -0.165 -0.369 -0.142 -0.225 -0.252
3 p値 0.000 0.874 0.086 0.060 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
4 判定 [**] [  ] [  ] [  ] [**] [**] [**] [**] [**] [**]
1 件数 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143 1143
2 単相関係数 0.618 0.186 -0.035 0.305 0.079 0.129 0.258 0.746 0.380 0.393
3 p値 0.000 0.000 0.242 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
4 判定 [**] [**] [  ] [**] [**] [**] [**] [**] [**] [**]

記
述
文
字
数

発
話
文
字
数

企業名のみ

商品ブランドのみ

商品名のみ

企業名のみ

商品ブランドのみ

商品名のみ
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第 3節 販売成績に対するネーミング要素の文長分布 

 3-1.ミネラルウォーター商品の文長分布と販売成績との関係 

 本節は、ミネラルウォーター1,143商品の企業名、商品ブランド名、商品名の 3つの要

因ごとの文字数についての考察である。ここで言う文字数は、既述の通り、文字で書き起

こした文字数を意味する「記述文字数」と、声に出して発話する際の言葉の読みの文字数

を意味する「発話文字数」である。 

 まず、図 5-3.で a.記述文字数と b.発話文字数とを比較すると、企業名と商品ブランド名

は、共に文字数が少なくなるほど出現割合が高くなるという傾向である。一方、商品名は、

記述文字と発話文字のグラフに明らかな相違が見られ、商品名の記述文字数は文字数が少

なくなるほど出現割合も高いがその傾向はなだらかであるが、発話文字数は 10字や 14字

に 2つのピークが表れている。これは、記述文字としては文字数が少ないものの、漢字や

ローマ字の採用によって、発話文字数が増加している商品の存在の表れである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3.ミネラルウォーターの記述文字数と発話文字数 

出典：筆者作成 

また、記述文字数と発話文字数の基本統計量(表 5-10.)を見ると、漢字やローマで表記す

ることによる発話量の増加が理解できる。 
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表 5-10. ミネラルウォーターの記述文字数と発話文字数の基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

3-2.販売数量の多寡をロングセラー区分とした際の文長分布 

 販売数量の多寡の順位によって区分したロングセラーとそれ以外の商品について、商

品ブランド名・商品名の文字数を計測した。 

 図 5-4.の商品ブランド名については、記述文字数も発話文字数も、ロングセラー商品

の方がより文字数は少ない方の比率が高く、より文字数の短い原点側にピークがあるこ

とが一目で理解できる。 

 また、商品名については、記述文字数はロングセラー商品の方がより文字数が少ない

商品の方が多いことがグラフで理解でき、これとは別に、ロングセラーでない商品は 14

文字や 18文字の商品が多い。一方、発話文字数を見ると、ロングセラー商品もそれ以外

もロングセラー商品もそれ以外 10字・14字・18字と複数の頂点が存在する。 

 さらに、表 5-11.に示したロングセラー商品とそれ以外の文字数の差異と、表 5-12.に

示した検定結果をみると、記述文字数における平均値や中央値がロングセラー商品の方

がそうでない商品よりも僅かだが少なく、限定的ではあるが、仮説として持っていた、

「ロングセラー商品の方がそうでない商品よりも文字数は多くない」という点が表れた

結果となった。 

 なお、企業名の文字数の多寡を議論しても、その多くは変更不可能であろうと考えら

れるため、これ以降グラフの描写は行わない。 

 

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 4.96 5.30 10.86 6.11 5.84 13.83 1.15 0.54 2.97
標準偏差 2.11 2.99 5.08 2.46 3.31 5.70 0.34 0.32 0.62
中央値 5.0 3.0 10.0 6.0 3.0 14.0 1.00 0.00 4.00
最大値 13 14 31 15 15 37 2.00 1.00 6.00
最小値 2 0 1 2 0 2 0.00 0.00 1.00
歪度 0.877 0.487 0.743 0.863 0.494 0.601 -0.01 0.01 -0.14
尖度 0.982 -0.862 0.631 0.637 -0.875 0.450 -0.35 -0.01 -0.18

a)記述文字数 b)発話文字数 b-a)発話文字数と記述文字数の差異

各n=1,143
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図５-４.販売数の多寡によるロングセラー区分別の文長分布 

出典：筆者作成 

 

表 5-11. 販売数量の多寡でのロングセラー区分別の文長分布の基本統計量 
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[発話文字数・商品ブランド名]

ロングセラー ノンロングセラー

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38

[発話文字数・商品名]

ロングセラー ノンロングセラー

n=943n=200(%)

(字)(字)

n=943n=200

n=943n=200 n=943n=200
(%)

(字)(字)

(%)

(%)

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 4.81 4.74 10.09 6.04 5.46 14.09

標準偏差 1.89 2.64 4.72 2.19 3.05 5.48

中央値 5.0 2.5 9.0 6.0 3.0 13.0

最大値 12 9 31 14 9 37

最小値 2 0 3 3 0 5

歪度 0.753 0.584 1.440 0.785 0.564 1.176

尖度 0.301 -0.859 3.569 0.714 -1.074 2.787

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 4.99 5.41 11.02 6.12 5.91 13.78

標準偏差 2.16 3.05 5.14 2.51 3.35 5.74

中央値 5.0 3.0 10.0 6.0 3.0 14.0

最大値 13 14 31 15 15 37

最小値 2 0 1 2 0 2

歪度 0.884 0.450 0.621 0.868 0.471 0.500

尖度 1.017 -0.902 0.263 0.590 -0.869 0.034

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 -0.18 -0.66 -0.94 -0.08 -0.46 0.31

標準偏差 -0.26 -0.41 -0.42 -0.32 -0.30 -0.26

中央値 0.0 -0.5 -1.0 0.0 0.0 -1.0

最大値 -1 -5 0 -1 -6 0

最小値 0 0 2 1 0 3

歪度 -0.131 0.134 0.818 -0.082 0.093 0.676

尖度 -0.716 0.043 3.306 0.125 -0.205 2.753

【b-a】

記述文字数 発話文字数

【a.ロングセラー】(n=200)

【b.ノンロングセラー】(n=943)
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出典：筆者作成 

表 5-12. 販売数量の多寡でのロングセラー区分別の文字数の相違に関する検定結果 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

・分散が等しくないと仮定して welchの t検定で実施。 

出典:筆者作成 

3-3.生存期間の長短をロングセラー区分とした際の文長分布 

 本項は、生存期間の長短によって区分したロングセラーとそれ以外の商品について、

商品ブランド名・商品名の文字数の計測結果である。 

 図 5-5.の商品ブランド名については、記述文字数も発話文字数も、ロングセラー商品

の方がより文字数は少ない方の比率が高く、左寄りにピークがあることが一目で理解で

きる。また、商品名については、記述文字数はロングセラー商品にピークの頂点が 6文

字と 10文字の 2つが存在するが、ロングセラー以外の商品は 10文字がピークであり、

相違がみられる。また、発話文字数でも記述文字数で見られたロングセラーの 2つのピ

ークが、文字数を右にスライドする形で文字数が増えて 2つのピークが維持された形で

グラフが形成されている。一方、ロングセラー以外の商品は、記述文字数では 10文字の

一つのピークであったものが、発話文字数では 10文字と 14文字にピークができ、商品

によって漢字やローマ字といった記述文字数と発話文字数の異なる文字の使い方に統一

性がないことが示唆されている。 

 さらに、表 5-13.に示したロングセラー商品とそれ以外の文字数の差異と、表 5-14.に

示した検定結果をみると、記述文字数と発話文字数の両方でロングセラー商品の文字数

の平均値がそうでない商品よりも僅かだが少なく、ここでも限定的ではあるが、「ロング

セラー商品の方がそうでない商品よりも文字数は多くない」という仮説が表れた結果と

平均 4.74 5.41 10.09 11.02 5.46 5.91 14.09 13.78
分散 2.5931 3.7059 22.2490 26.3816 3.6305 4.7035 30.0421 33.0004
観測数 101 531 200 943 101 531 200 943
仮説平均との差異 0 0 0 0
自由度 160 308 154 299
t -3.67570 -2.51479 -2.15452 0.73152
P(T<=t) 片側 0.00016 0.00621 0.01638 0.23252
片側・判定 有意差有 有意差有 有意差有 有意差なし
t 境界値 片側 1.65443 1.64982 1.65481 1.64997
P(T<=t) 両側 0.00032 0.01242 0.03275 0.46503
両側・判定 有意差有 有意差有 有意差有 有意差なし
t 境界値 両側 1.97490 1.96770 1.97549 1.96793

記述文字数 発話文字数
商品ブランド 商品名 商品ブランド 商品名

ロングセ
ラー

ノンロング
セラー

ロングセ
ラー

ノンロング
セラー

ロングセ
ラー

ノンロング
セラー

ロングセ
ラー

ノンロング
セラー
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なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5.生存期間の長短によるロングセラー区分別の文長分布 

出典：筆者作成 

表 5-13. 生存期間の長短によるロングセラー区分別の文長分布の基本統計量 
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[発話文字数・商品名]

ロングセラー ノンロングセラー

n=943n=200(%) (%)

(字)(字)

n=943n=200

n=943n=200 n=943n=200
(%) (%)

(字)(字)

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 5.47 5.49 9.98 6.75 5.93 13.02

標準偏差 2.58 3.14 4.47 2.69 3.35 5.31

中央値 5.0 1.0 9.0 6.0 1.0 12.5

最大値 13 13 25 14 13 31

最小値 2 0 2 2 0 3

歪度 0.895 0.710 0.663 0.437 0.621 0.649

尖度 0.484 -0.670 0.308 -0.540 -0.964 0.233

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 4.85 5.27 11.05 5.97 5.82 14.00

標準偏差 1.99 2.95 5.18 2.38 3.30 5.77

中央値 5.0 3.0 10.0 6.0 3.0 14.0

最大値 13 14 31 15 15 37

最小値 2 0 1 2 0 2

歪度 0.757 0.437 0.732 0.964 0.470 0.584

尖度 0.716 -0.897 0.603 1.083 -0.845 0.471

企業名 商品ブランド 商品名 企業名 商品ブランド 商品名

平均 0.61 0.22 -1.07 0.77 0.11 -0.99

標準偏差 0.59 0.19 -0.70 0.31 0.05 -0.46

中央値 0.0 -2.0 -1.0 0.0 -2.0 -1.5

最大値 0 -1 -6 -1 -2 -6

最小値 0 0 1 0 0 1

歪度 0.138 0.273 -0.069 -0.527 0.151 0.065
尖度 -0.232 0.227 -0.296 -1.623 -0.119 -0.238

記述文字数 発話文字数

【b-a】

【ロングセラー】(n=200)

【ノンロングセラー】(n=943)
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出典：筆者作成 

表 5-14. 生存期間の長短によるロングセラー区分別の文字数の相違に関する検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・分散が等しくないと仮定して welchの t検定で実施。 

出典:筆者作成 

 

第 4節 ロングセラーのネーミングの特徴把握のための分析方法について 

 4-1. 使用する決定木分析とツリー構造 

 ロングセラーか、そうでないかという 2値比較データの解析で、説明変数が数量データ

とカテゴリーデータの両方が扱える分析方法としての第一選択手法は、ロジスティック回

帰分析である(奥、本村、前島、内海[2004])。ロジスティック回帰分析は、ロングセラーか

どうかを判別する変数の影響度合いをオッズ比で明示できるという利点があるが、複数の

説明変数間の相互関係を吟味することは難しい(奥、本村、前島、内海[2004])。 

 一方、第 2節から第 3節までの関連性の分析で見てきたように、収集したミネラルウォ

ーターの販売データを基に付加した変数と、販売数量の多寡や生存期間の長短から設定し

たロングセラーの区分との関係性は、想定以下の低い相関比であり、このままのデータを

ロジスティック回帰分析にかけても、統計的に明確な解は得られづらい 5。このようなこ

とから、近年、機械学習の分野で発展しており、回帰分析の代用メソッドとしても注目さ

れている 6決定木(decision tree)手法を活用し、ロングセラーの特徴を明らかにする。 

 決定木には、ルート・ノード・リーフといったいくつかの用語がある(図 5-6.)。最上位

                                                  
5 本データを用いてロジスティック回帰分析にかけたが、統計的に有意な解は得られなかった。 
6 奥、内桶[2005], pp.33-43. 

平均 5.49 5.27 9.98 11.05 5.93 5.82 13.02 14.00
分散 4.6565 3.3816 20.0144 26.8067 4.7930 4.5161 28.1556 33.2452
観測数 100 532 200 943 100 532 200 943
仮説平均との差異 0 0 0 0
自由度 127 323 136 307
t 0.97790 -2.98955 0.45709 -2.35527
P(T<=t) 片側 0.16499 0.00150 0.32417 0.00957
片側・判定 有意差なし 有意差有 有意差なし 有意差有
t 境界値 片側 1.65694 1.64958 1.65613 1.64983
P(T<=t) 両側 0.32998 0.00301 0.64834 0.01914
両側・判定 有意差なし 有意差有 有意差なし 有意差有
t 境界値 両側 1.97882 1.96734 1.97756 1.96772
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商品ブランド 商品名 商品名商品ブランド



132 
 

に位置するノードをルートノード( root node)と言い、根ノードや親ノードともいう。単に

ノードというと内部ノード (internal node、inner node) のことであり、この内部ノード

の下に位置するノードをリーフノード ( leaf node)や葉ノード、又は子ノードという。ま

た、ノードとノードを結ぶ間をエッジ又は枝やリンクという。ルート(根ノード・親ノード)

はツリー構造の最上位にあるノードであり、1つの木構造に 1つしか存在せず、データの

中で最も分類の影響度が高い変数が位置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6.決定木におけるツリー構造と用語 

出典：西牧[2017]p.29.を参照し、筆者作成 

 図 5-6.は、ＡＢＣＤという説明変数とＹという目的変数を持つ関係性を示しており、ノ

ードとリーフにはＹの持つ属性値が記載される。ルートに近い分岐を生じさせている変数

が目的変数に対して強い影響を与える変数であり、図 5-6.では、目的変数Ｙに最も影響を

与えている変数はＡであり、2 位から 3 位の影響の大きい変数はＢかＣ、3 番目の影響度

の変数Ｄと解釈することができる。 

 このようなことから、決定木を今回のロングセラーの特徴を明らかにしたいという課題

に活用すれば、ロングセラーを峻別している最も強い影響のある変数が最も上位に位置し、

以降、順に上から下に変数が位置することとなる。 

 今回用いた C5.0は、Ｃ4.5 [Quinlan(1993)]を商業利用のために、より高速に改良した

決定木のアルゴリズムであり、分割統治法によるアルゴリズムである(栫井、斎藤[2005])。

また、C5.0は、ロジスティック回帰分析同様に、目的変数と説明変数が数量データでもカ

テゴリーデータでも使用できる汎用性のある手法である。 

 

 4-2. C5.0のアルゴリズムの概要 

リーフ(葉ノード・子ノード)

ルート(根ノード・親ノード)

ノード(内部ノード)
ノード(内部ノード)

ノード(内部ノード)

リーフ(葉ノード・子ノード)
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 ツリー構造が理解できたところで、C5.0 のアルゴリズムの概要を図 5-7.で簡単に説明

する。この図 5-7.中の全データの 6つは、ロングセラーp1とノンロングセラーp0に分類

されている。C5.0の利用目的は、このロングセラー区分、p1と p0を分類する特徴を抽出

するモデルを構築することである。つまり、モデル構築ができれば、ロングセラーかどう

かが未定の 7番目のデータ(a～eの予測変数あり)でも、その構築したモデルに算入さえす

れば、ロングセラーとノンロングセラーのどちらのグループに入るかの予測がつくという

理屈である。 

 さて、図 5-7.に示した①データ一覧にある 1番から 6番までのデータは、いずれも a～

e という多様な予測変数の属性を持っている。この 6 つのデータが持つ予測変数を分析す

ることで、ロングセラーの特徴を明らかにしたい。 

 決定木により、第一段階としてロングセラーの特徴が顕著に表れている予測変数(b)を見

つけ、その変数での分類ルールを生成する。この例の場合、「3以上と 3未満」という分類

ルールが生成された。(この第一段階のルールで分類されたサンプル数は、当初の 6つから

5つに減少していることに留意しておく。) 

 その後、第二段階として、再びロングセラーの特徴が 2番目に顕著に表れている変数(e)

を見つけ分類ルールを生成すると、「4未満、4以上」という分類ルールが生成された。(こ

の第二段階のルールで分類されたサンプル数は、当初の 6つから 4つに減少していること

に留意しておく。) 

 最後に、第三段階として、ロングセラーの特徴が 3番目に顕著に表れている変数(c)を見

つけ、分類ルールを生成すると「3 以下、3 より大きい」であり、前段階で 4 つあったサ

ンプルを分類したら、ロングセラーは 1番から 3番の 3つとなった。こうして、結果的に、

6つのデータから、ロングセラーの 3つが最終的に残った。ここまでが決定木による一連

の分類フローの説明である。 

 このように、決定木を使うと、初期段階で分類に使用される予測変数は、目的変数に対

しての影響度が最も高いという特徴を持つ。また、分岐の段階が進むごとに、その深さに

残った予測変数での分類に対する目的変数の特徴は濃くなっていく。このように、決定木

は、目的変数の区分の特徴がよく現れるような予測変数を見つけ、その分類ルールを生成

していく機械学習の手法 7である。 

                                                  
7 実際の C5.0の分析計算については、IBM SPSS Modelerで実施した。C5.0のアルゴリズムは、データの 

ばらつき具合を情報量として捉えられる。具体的には、各独立変数に対し変数の値を決定した場合にお 
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図 5-7. C5.0のアルゴリズムの概要図 

出典：筆者作成 

  

第 5節 決定木アルゴリズム C5.0でのロングセラーの特徴のデータ解析 

5-1. モデルの実証性把握のための検証法 

 本研究に関しては、販売数や生存期間の計算データとして 1990年 1月 1日から 2017年

3 月 31 日までの 27 年間の長期間のデータを収集している。本来は、実証性把握のために

は、別の新規データを準備した上で、モデルに投入しその制度を試算する方法が最も簡単で

理解しやすい。しかし、収集した 27 年間以降のデータは、2017 年 4 月以降のデータとな

り、ロングセラーか否かの判断が直接的につかない短期間の販売データであるため、この

2017年 4月以降のデータは使えない。このように、常に学習用のデータと検証用のデータ

を事前に準備できるとは限らず、予測変数と基準変数との関係性が計画時の想定と実際の

                                                  
ける平均情報量の期待値を求め、その中で最大のものを選び、それを木のノードにする操作が再帰的に 

処理され実行される。詳細は、Quinlan,[1986]に詳しい。 

①データ一覧

1番 2番 3番 4番 5番 6番
a 5 8 6 2 2 2
b 2 2 2 7 3 2
c 3 2 1 7 5 5
d 4 1 4 3 3 3
e 2 2 2 3 1 4

②決定木の例

③ノード内のサンプル
実数 %

5 100

3 60

2 40

実数 %

4 100

3 75

1 25

実数 %

3 100

3 100

0 0

ロングセラー

p1.ロングセラー p0.ノンロングセラー

予
測
変
数

目的変数

サンプル№

全体サンプル

ロングセラー

ノンロングセラー

全体サンプル

ノンロングセラー

全体サンプル

ロングセラー

ノンロングセラー

予測変数bで分ける >3

目的変数
ロング or ノンロング

1番、2番、
3番、5番、6番

≦3

4番

予測変数eで分ける

1番、2番、
3番、5番

6番

<4 ≧4

予測変数Cで分ける≦3 >3

1番、2番、
3番、

5番

階
層
が
深
く
な
る
ほ
ど
ロ
ン
グ
セ
ラ
ー
の
濃
度
が
濃
く
な
る
。

上
の
階
層
の
予
測
変
数
の
方
が
、
目
的
変
数
の
分
岐
に
影
響
が
大
き
い
。
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モデル構築で大きく異なる場合や、元々収集可能なデータが少ない場合など、本研究での理

由以外にも、多様な理由が想定される。 

 このようにモデル構築のための検証用のデータを準備できない場合に、学習用データの

ランダム分割によりモデルの汎用性や精度を確かめる方法には大きく 2つの方法がある。  

 一つは、ホールドアウト法であり、一つは交差検証法(クロスバリデーション)である。ホ

ールドアウト法は、モデル生成のための学習用のデータとは別に、検証用のデータをランダ

ム抽出により事前に準備して、生成後のモデルに検証用データを投入し、その結果の検証を

行うことでモデル精度を確認することである。 

 具体的には、 

  1)ロングセラー区分別に層化データとするために、ロングセラーとノンロングセラーを 

   分ける。 

  2) 層化抽出をランダムに行うために、全てのデータにひとつずつの乱数生成を行う。 

  3) 層別に乱数の昇順または降順に学習データと検証データの比率に応じたサンプルを 

    抽出する。ロングセラー区分別に層化データの抽出を行うために、 

  4) 今回の場合、学習用データを 3/4、検証用データを 1/4とした。 

  5) 学習用データで、モデル構築を行う。 

  6) 構築されたモデルを使用し、検証用データでロングセラー区分を予測。 

  7) 5と 6の精度を計算する。 

という 7段階のフローを実施することとなる。 

 一方、交差検証法は、 

  1) まず、モデル構築のための学習用データを均一の大きさにランダムに N個の 

    グループに分ける 

  2) その N個に分けた内の一つのグルーブデータを検証用データとする。 

  3) N-1個のデータを学習用データとしてモデル生成を行う。 

  4) 3)のモデルを 2)の検証用データで検証する。 

  5) 2)から 4)の処理を n個のグループ全てで実施し、その平均値を未知のデータの 

   精度とする。 

 という 5段階のフローを実施することとなる。 

 一般的には、ホールドアウト法よりも、交差検証法の方が精度計測自体の精度は高いとさ

れている。しかし、交差検証法では、N個分のモデルを構築することとなるため、パラメー
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ター設定を目的とする場合は良いが、今回のようにモデル自体の構築を目的とする場合、複

数のモデルが構築されると、最終的なモデル採用の基準で課題が生じる。したがって、本研

究では、ホールドアウト法での精度検証を採用した。以降の第 5章では、ホールドアウト法

による決定木のアルゴリズム C5.0 を使用した学習データでのモデル構築について記述す

る。その後、構築したモデルの精度検証は、第 6章で記述した。 

 

5-2. Ｃ5.0への算入変数と計算法 

 ロングセラーとなるか否かは、これまでに記した多くの先行研究で指摘されたように、

製品の完成後のマーケティング施策が影響する場合と、筆者の仮説であるネーミングなど

を含む製品自体が具有する要因が影響する場合とがあると考える。 

 Ｃ5.0 での決定木分析に算入するデータ変数の選択に当たっては、企業規模の大小や国

内企業か海外企業かといった製造国などを示す変数は、商品開発やネーミング開発での変

更が困難な変数であり、除く必要がある。したがって、収集したデータ変数の中から、製

品後の完成後のマーケティング施策を示す変数として 500ml当たりの価格、そして、製品

自体が具有する要因として形態素解析結果、記述文字数や発話文字数といった筆者が仮説

として持つ、ロングセラーの特徴として影響すると想定する変数を選択した。 

 また、目的変数であるロングセラーかそうでないかについては、販売数量の多寡による

ロングセラー区分と、生存期間の長短によるロングセラー区分の 2 つとした 8。実際にＣ

5.0に算入した変数の一覧は表 5-15の通りである。 

 なお、対象データ 1,143商品の内、200商品がロングセラー、943商品がノンロングセ

ラーであり、このように 2群のデータ数が偏っている場合、ノンロングセラーの結果だけ

が学習され、少ないロングセラーの結果は無視される傾向があるため、C5.0 だけでなく、

他のモデリング手法でも問題となる 9。したがって、モデル構築の際には、IBM SPSS 

Modelerのバランス・ノードを使用して、ノンロングセラーの結果を含むケースを減らす

バランス式を作成した上でモデル構築をしている。 

 

 

                                                  
8 販売数利用の多寡によるロングセラー区分と、生存期間の長短によるロングセラー区分の両方を一つに
した、総合的なロングセラー区分を目的変数にしたモデル算出は、販売数量と販売期間のばらつきが大き

すぎるため計算結果の解釈が困難であったため捨象した。 
9 IBM SPSS Modeler Manual  
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表 5-15.決定木Ｃ5.0に投入した変数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 従属区分 従属区分別№ 項目名 データ形態 説明
1 目的変数 1 順位によるロングセラー区分(1位～200位)・生存期間 フラグ 基準化後の順位によるフラグ
2 〃 2 順位によるロングセラー区分(1位～200位)・来店客数当たり販売数 フラグ 〃
3 〃 3 順位による総合ロングセラー区分(1位～200位) フラグ 〃
4 説明変数候補 1 500ml当たり金額 数値 金額と容量から算出
5 〃 2 商品ブランドあり、ナシ カテゴリ 視認によるカテゴリ値
6 〃 3 独自ブランドワードのみ フラグ 視認によるフラグ
7 〃 4 名詞 カウント値 形態素解析によるカウント
8 〃 5 サ変名詞 カウント値 〃
9 〃 6 形容動詞・形容詞B(形容詞/平仮名のみの語） カウント値 〃

10 〃 7 固有名詞・地名 カウント値 〃
11 〃 8 動詞・動詞B(動詞–自立/平仮名のみの語） カウント値 〃
12 〃 9 副詞可能・副詞・副詞B(副詞/平仮名のみの語） カウント値 〃
13 〃 10 名詞C(名詞一般/漢字 1 文字の語） カウント値 〃
14 〃 11 商品名の品詞使用合計 数値 形態素解析によるカウントから計算
15 〃 12 商品名の品詞使用該当数 数値 〃
16 〃 13 助詞「の」の有無 フラグ 視認によるフラグ
17 〃 14 自然、天然、ナチュラル フラグ 〃
18 〃 15 漢字数 数値 視認によるカウント
19 〃 16 用途指定 フラグ 視認によるフラグ
20 〃 17 炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 フラグ 〃
21 〃 18 味覚・レモン フラグ 〃
22 〃 19 ・記述文字数・企業名のみ 数値 LEN関数によりカウント
23 〃 20 ・記述文字数・商品ブランドのみ 数値 〃
24 〃 21 ・記述文字数・商品名のみ 数値 〃
25 〃 22 ・発話文字数・企業名のみ 数値 発話文字変換プログラムによりカウント
26 〃 23 ・発話文字数・商品ブランドのみ 数値 〃
27 〃 24 ・発話文字数・商品名のみ 数値 〃
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5-3. Ｃ5.0での分析結果 

 5-3-1.販売数量の多寡によるロングセラーの決定木によるモデル 

 販売数量の多寡によるロングセラー群と、ノンロングセラー商品群のデータをＣ5.0 へ

投入した(図 5-7. , 図 5-8.)。 
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図 5-7.販売数によるロングセラー区分を峻別する説明変数のツリー構造 

出典：筆者作成 

 決定木では、上部のルートノードに対応する変数ほど目的変数の分類に対する影響度が

大きい。決定木での分析結果である図 5-8.と図 5-9.とを見ると、最もロングセラーを区分

している変数は、500ml 当たりの金額であり、この金額が 79.482 円以下だとロングセラ

ーの比率が全体より 20%増加し、逆に 79.482円より高いと 35%以上ロングセラーの比率

は低下する。また、500ml当たりの金額が 79.482 円以下で、商品名の漢字が 2文字以上

使用されている商品は 79.0%がロングセラーであり、スポーツ用などの用途指定がなく、

商品の品詞の使用数が 2つより多い商品は 84.9%がロングセラー商品である。一方、商品

の品詞の使用数が 2つ以下であっても、500ml 当たりの金額が 95.985 円より高いとロン

グセラーにはならず、95.985円以下でも、炭酸や水素、イオン等何らかの成分が含まれて

いない純粋な水は 71.0%がロングセラーではなく、記述文字数が 6 文字以上の商品は

85.7%がロングセラーではないと解釈できる。 

 しかし、ややモデルが複雑すぎて、その全てを一目で見て理解できるとは言いづらい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・( )内の実数は該当サンプル数、( )内の小数点付きの値はモデルの計算による確信度(0～1の値) 

500ml当たり金額 <= 79.482 [ モード: 1 ] (188)
漢字数 <= 2 [ モード: 0 ] (35)

固有名詞・地名 <= 3 [ モード: 0 ] => 0 (2; 1.0)
固有名詞・地名 > 3 [ モード: 0 ] (33)

形容動詞・形容詞B = 1 [ モード: 1 ] => 1 (5; 0.8)
形容動詞・形容詞B = 2 [ モード: 0 ] (28)

助詞「の」 = 1 [ モード: 1 ] (7)
・記述文字数・商品ブランド名と商品名 <= 15 [ モード: 1 ] => 1 (4; 1.0)
・記述文字数・商品ブランド名と商品名 > 15 [ モード: 0 ] => 0 (3; 1.0)

助詞「の」 = 2 [ モード: 0 ] => 0 (21; 0.714)
漢字数 > 2 [ モード: 1 ] (153)

用途指定 = 1 [ モード: 0 ] => 0 (4; 0.75)
用途指定 = 2 [ モード: 1 ] (149)

商品名の品詞使用該当数 <= 2 [ モード: 1 ] (43)
500ml当たり金額 <= 62.500 [ モード: 1 ] => 1 (37; 0.784)
500ml当たり金額 > 62.500 [ モード: 0 ] => 0 (6; 0.833)

商品名の品詞使用該当数 > 2 [ モード: 1 ] => 1 (106; 0.849)
500ml当たり金額 > 79.482 [ モード: 0 ] (103)

500ml当たり金額 <= 95.985 [ モード: 0 ] (41)
炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 = 1 [ モード: 1 ] => 1 (3; 0.667)
炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 = 2 [ モード: 0 ] (38)

名詞 <= 0 [ モード: 1 ] => 1 (8; 0.625)
名詞 > 0 [ モード: 0 ] (30)

・記述文字数・商品ブランド名と商品名 <= 6 [ モード: 1 ] => 1 (2; 1.0)
・記述文字数・商品ブランド名と商品名 > 6 [ モード: 0 ] => 0 (28; 0.857)

500ml当たり金額 > 95.985 [ モード: 0 ] => 0 (62; 0.968)
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ロングセラーのルール

ルール 1:   (23; 0.92) 
 if 名詞 <= 2
 and 助詞「の」 = 1
 and 自然、天然、ナチュラル = 1
 and 漢字数 > 4
 and ・発話文字数・企業ブランド名と商品ブランド名と商品名 <= 22
 then 1

ルール 2:   (91; 0.871) 
 if 500ml当たり金額 <= 32.562
 then 1

ルール 3:   (38; 0.825) 
 if 500ml当たり金額 <= 95.985
 and 炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 = 2
 and 味覚・レモン = 2
 and ・記述文字数・・商品名のみ > 5
 and 商品ブランドあり、ナシ = 1
 then 1

ルール 4:   (60; 0.823) 
 if 名詞 <= 2
 and 助詞「の」 = 1
 and ・記述文字数・企業ブランド名と商品ブランド名と商品名 > 6
 and ・記述文字数・商品ブランド名と商品名 <= 12
 and ・発話文字数・企業ブランド名と商品ブランド名と商品名 <= 22
 then 1

ルール 5:  (29; 0.742) 
 if 形容動詞・形容詞B = 2
 and 商品名の品詞使用該当数 > 2
 and 炭酸・水素・イオン・バナジウム・シリカ(ケイ素)有無 = 1
 then 1

ノンロングセラーのルール

ルール 1:  (205; 0.657) 
 if 500ml当たり金額 > 32.562
 then 0

図 5-8.販売数によるロングセラー区分の決定木Ｃ5.0の適用結果 

出典：筆者作成 

5-3-2. 販売数量の多寡によるロングセラーのＣ5.0によるルール生成 

 このように C5.0 は、ツリー構造を解釈しながら、ロングセラーの特徴を把握すること

が可能となるが、Ｃ5.0 のモデルは今回のように複雑になる傾向があり、一目でこのツリ

ー構造を見て判断するのは、慣れが必要な作業である。したがって、Ｃ5.0 が持つ機能の

ひとつである「1Ｒアルゴリズム」を使用したルール算出を行った。 

「1Ｒアルゴリズム」は、1段階の決定木であり、結果を単一の属性の分割テストによるル

ールの「if ～ then ～」形式のルール集合として表現される(栫井、斎藤[2005])。「1Ｒア

ルゴリズム」の分割テストの分割基準は、誤り率（error rate）であり、誤り率が最小と

なる変数に対応するルールを算出する教師付き学習アルゴリズムである。 

 この「1Rアルゴリズム」を使用した結果のルールは、ロングセラーとなるルールが 5つ、

ノンロングセラーとなるルールが 1つ算出された(図 5-9.)。 
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図 5-9. 「1Rアルゴリズム」での販売数によるロングセラー商品のルール 

出典：筆者作成 

 抽出されたルールの内、最も確信度の高い(確信度 0.92)ルール 1は、商品名の名詞の

数が 2つ以下で、助詞の「の」が使用されており、自然・天然・ナチュラルといったミ

ネラルウォーターの食品衛生法上用の区分に沿ったワードが含まれており、漢字数が 4

つより多く、発話文字数が 22文字以下という商品である。一方で、ルール 2にあるよう

に、500ml当たりの金額が 32.562円以下だとロングセラーになるという商品価格だけで

のロングセラー化の傾向(確信度 0.871)もある。また、ルール 3のように、500ml当たり

の価格が 95.985円以下で、炭酸や果汁などを含まない純粋なミネラルウォーターで、商

品名が 5文字より多く、商品ブランドがある商品はロングセラーとなるというルール。

そして、ルール 4のように、商品名の名詞が 2つ以下で、助詞「の」が一つで、商品ブ

ランド名と商品名が 12文字以下の商品はロングセラーとなるというルール(確信度

0.823)も抽出されており、商品開発の現場で活用できる知見と言えよう。 

 さて、ここで事前仮説の検証を行っておく。本研究の仮説として、ロングセラーとな

る商品のネーミングの特徴は、「使用されている言葉の検索が、心理的に負荷のかからな

い、広く認知された名詞を使用した可能な限り短いネーミングである」という仮説を持

っていた。一方、この仮説設定の際には、この仮説以外の複数の仮説設定を行ってはお

らず、ロングセラーのネーミング視点での特徴は、唯一単独の事象であると想定してい

た。 

 しかし、決定木分析で抽出された、販売数量を基点に設定したロングセラーの特徴で

あるルールは 5通りの抽出である。まず、この「ロングセラー商品の特徴は唯一単独で

はない」という事実の導出は、特筆すべきことである。 

 改めて考察すれば、確かにロングセラーになる特徴が唯一、ひとつではなく、各社の

戦略によって複数のロングセラーになる特徴が存在するということは納得のいくことで

ある。 

 商品名という観点から考えれば、第 3章で述べたように、蓑川[2006]はテレビの普及

に伴う商品名の構成要素の増減を指摘した。同じように、ミネラルウォーターも市場浸

透が進むにつれて、商品名の構成要素が増減するのであれば、市場形成初期にロングセ

ラーになった商品は商品名が短く、市場形成の後半には商品名の構成要素が増減してい

るために、商品名の文字数が単に短いものばかりがロングセラーとはならないという結
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果を生む。一方、価格訴求に重点を置いた戦略による商品で、その戦略が成功している

場合には、ルール 2が抽出されるのである。 

 そして、この抽出された 5つのルールの中で、事前仮説に関係するルールはルール 1

と 3と 4であり、販売量の多寡を基準にしたロングセラーになりやすさは事前仮説のよ

うに、限定的ながらも文字数が関係することが実証された 10。 

 

 5-3-3.生存期間の長短によるロングセラーの決定木によるモデル 

 次に、生存期間の長短を基準にしたロングセラーの特徴を明らかにするために、生存期

間の長短によるロングセラー群と、ノンロングセラー商品群のデータをＣ5.0へ投入した。 

 決定木での分析結果である図 5-10.と図 5-11.とを見ると、ロングセラー区分に影響の強

い変数は、形容動詞・形容詞 B(ピュア、きれい、まろやか、おいしい、やさしいなど)を使

用していないことで 4%アップ、その次には、商品ブランド名と商品名の記述文字数が 19

文字以下で 8%アップというツリー構造であるが、極端にロングセラー群とそれ以外を峻

別する変数には見えづらい。また、以降のツリー構造を見ても、ペリエやボルヴィック

など商品自体を指し、他の意味のない独自のブランドワードの商品がロングセラーに

なっているという結果(10 商品)、500ml 当たりの金額が 57.9 円以下だと 78.4%がロ

ングセラーといった構造が見られる。しかしながら、販売数の多寡を基にしたロング

セラー区分と比べると、どの変数も明確に峻別されておらず、特に、この不明瞭さは、

企業ブランド名と商品ブランド名と商品名が 19 文字よりも多い方がロングセラーに

なる(75.0%がロングセラー)、商品名の品詞使用数が 5つ以上(80%がロングセラー)な

ど、一般的な感覚とは大きく異なる結果も散見され、評価が困難な結果となった。 

 これは、第 4章 2節で示したように、片岡[1997]のいう限定性［ a)生産限定、b)期間お

よび生産限定、c)季節限定、d)地域限定］の上に成立する「戦略的短命商品」としてのネー

ミングをはじめとする製品要因の優位性と、目的とされる販売期間との「ちぐはぐさ」が

影響しているものと推測される。つまり、片岡[1997]のいうように、戦略的短命を狙うの

であれば、マーケティング・ミックスの限定性に併せ、ネーミングをはじめとした製品計

画要因の優位性を伴う施策が実施されると考える。回帰式的に例えると、戦略的短命製品

とロングセラー志向の製品が混在する市場では、複数の優位な製品計画要因(説明変数の役

                                                  
10 ここでいう限定的は、本研究対象のミネラルウォーターでの実証であり、他の多くの商品カテゴリー 
の存在を考慮すると限定的であるという意味である。 
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割を持つ)と、目的となる短い販売期間(目的変数の役割を持つ)の製品、そして、これらと

は別のロングセラーを目的とする製品が同じ市場に混在することとなる。したがって、市

場内の両者の比較において、それらの回帰式の数理的性質は「ちぐはぐ」となる。 

 このようなことから、ロングセラーの特徴といった際に、一般的な要請として認識され

る販売期間の長短によるロングセラー特徴を明確に算出するということについては、分析

方法をどう選択するかという課題とは別に、少なくともどの製品が「戦略的短命商品」な

のかということを識別しなければならないという別の問題が生じる。しかしながら、今回

のミネラルウォーターのように、大量の異なる製品が存在する市場において、「戦略的短命

商品」なのか否かをひとつずつ正確に識別することは困難である 11。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 販売期間を基にしたロングセラー商品の特徴についての決定木分析による明確な特徴が導出されなか
った要因が、「戦略的短命商品」の存在が一因であることの示唆の発見も本研究の貢献である。 
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図 5-10. 生存期間によるロングセラー区分のツリー構造（決定木Ｃ5.0による） 

出典:筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・( )内の実数は該当サンプル数、( )内の小数点付きの値はモデルの計算による確信度(0～1の値) 

図 5-11.生存期間によるロングセラー区分の決定木Ｃ5.0の適用結果 

出典：筆者作成 

 

5-3-4.生存期間の長短によるロングセラーのＣ5.0によるルール生成 

 生存期間の長短を基準にしたロングセラー群の峻別について、1R アルゴリズムを使用

した結果、ロングセラーになるルールが 1つ、ノンロングセラーとなるルールが 4つ抽出

された。 

 ロングセラーになるルールは、形容動詞・形容詞 B(ピュア、きれい、まろやか、おいし

い、やさしいなど)を使用していないとロングセラーになるというルールであり、確信度が

0.598 と高くないことから、ルールとしては抽出されるものの、このまま活用するのは困

難であると考えられる。 

 一方、ノンロングセラーになるルールは、ロングセラーになるルールと逆の、形容動詞・

形容詞 B(ピュア、きれい、まろやか、おいしい、やさしいなど)を使用しているとノンロン

グセラーとなるというルール 1 が確信度 0.87 と高い。また、ルール 2 では、商品名で使

用されている品詞数が 3 つ以上だとノンロングセラー(確信度 0.864)となり、ルール 3 で

は、自然や天然ナチュラルといった食品衛生法上のミネラルウォーターに該当し、商品ブ

ランドがあるとノンロングセラーとなる(確信度 0.733)という結果であり、ルール 4 も含

めて、抽出されたルールもそのままでは判断に困る内容である。このようなことから、生

形容動詞・形容詞B = 1 [ モード: 0 ] => 0 (25; 0.92)
形容動詞・形容詞B = 2 [ モード: 1 ] (273)

・記述文字数・商品ブランド名と商品名 <= 19 [ モード: 1 ] (249)
独自ブランドワードのみ、あり1、なし2 = 1 [ モード: 1 ] => 1 (11; 0.909)
独自ブランドワードのみ、あり1、なし2 = 2 [ モード: 1 ] (238)

副詞可能・副詞・副詞B = 1 [ モード: 1 ] => 1 (12; 0.75)
副詞可能・副詞・副詞B = 2 [ モード: 1 ] (226)

商品ブランドあり、ナシ = 1 [ モード: 0 ] (31)
・記述文字数・企業ブランド名と商品ブランド名と商品名 <= 19 [ モード: 0 ] => 0 (19; 0.737)
・記述文字数・企業ブランド名と商品ブランド名と商品名 > 19 [ モード: 1 ] => 1 (12; 0.75)

商品ブランドあり、ナシ = 2 [ モード: 1 ] (195)
500ml当たり金額 <= 57.900 [ モード: 1 ] => 1 (65; 0.785)
500ml当たり金額 > 57.900 [ モード: 0 ] (130)

助詞「の」 = 1 [ モード: 0 ] => 0 (37; 0.595)
助詞「の」 = 2 [ モード: 1 ] (93)

商品名の品詞使用合計 <= 5 [ モード: 0 ] (83)
サ変名詞 = 1 [ モード: 1 ] => 1 (14; 0.643)
サ変名詞 = 2 [ モード: 0 ] => 0 (69; 0.565)

商品名の品詞使用合計 > 5 [ モード: 1 ] => 1 (10; 0.8)
・記述文字数・商品ブランド名と商品名 > 19 [ モード: 0 ] => 0 (24; 0.917)
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存期間を基にしたロングセラーには、直接的に言語学的な商品名やマーケティング的要素

を反映した商品名だけ関係しているというよりも、既に述べたように、「戦略的短命商品」

として意図的に販売期間を短くした製品が含まれると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※抽出サンプル数が僅少であることに注意が必要である。 

図 5-12. 「1Rアルゴリズム」でのロングセラー商品のルール 

出典：筆者作成 

5-4. 決定木 C5.0への投入による結論 

 本章では、ミネラルウォーターの販売数量と生存期間から設定した 2つのロングセラー

に対して、各商品の持つ言語的変数やマーケティング視点からの変数を決定木の C5.0 の

アルゴリズムと 1Rアルゴリズムという 2つのアルゴリズムによって、その特徴を抽出し

た。 

 この結果、C5.0のアルゴリズムからは、販売数量の多寡によるロングセラー区分に対し

ては、マーケティングの 4P 要素である価格の影響度が最も高いこと、そして、商品名に

ロングセラーのルール 

ルール 1: (247; 0.598) 
 if 形容動詞・形容詞B = 2
 then 1

ノンロングセラーのルール

ルール 1:  (21; 0.87) 
 if 形容動詞・形容詞B = 1
 then 0

ルール 2:  (20; 0.864) 
 if 商品名の品詞使用該当数 > 3
 then 0

ルール 3:   (13; 0.733) 
 if 自然、天然、ナチュラル = 1
 and 商品ブランドあり、ナシ = 1
 then 0

ルール 4:   (41; 0.674) 
 if 自然、天然、ナチュラル = 1
 and 漢字数 > 5
 then 0
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漢字が 2文字以上使われていて、品詞が 2つ程度の商品がロングセラーの特徴であること

が抽出された。一方、事前仮説であった、「使用されている言葉の検索が、心理的に負荷の

かからない、広く認知された名詞を使用した可能な限り短いネーミングである」という単

一の仮説は、C5.0と 1Rルールのアルゴリズムによって、5つのルールがあるということ

が示された。つまり、ロングセラー商品の特徴は唯一単独ではなく、複数のルールが存在

し、この複数のルールが存在する要因は、ミネラルウォーターの市場浸透の進展によって、

市場へ参加した企業、それぞれの複数の戦略がネーミングの複数の生成方法として反映し

ているからであると考えられる。これは、例えば、市場形成初期にロングセラーになった

商品は商品名が短く、市場形成の後半には商品名の構成要素が増加し商品名が長くなる商

品でもロングセラーとなっている場合。また、価格訴求に重点を置いた戦略による商品で、

その戦略が成功しているために価格面だけでロングセラーとなっている場合も抽出され

た。そして、この抽出された 5つのルールの中で、事前仮説である文字数の多寡がロング

セラーに関係するという事前仮説は、販売数の多寡で区分したロングセラー区分には、限

定的ながらも実証された。 

 しかし一方、生存期間の長短でのロングセラー区分では、C5.0や 1Rルールのアルゴリ

ズムでは、納得性のある結果は抽出されず、ミネラルウォーター市場には、片岡[1997]の

いう限定性［ a)生産限定、b)期間および生産限定、c)季節限定、d)地域限定］の上に成立

する「戦略的短命商品」と、ロングセラーを目的とする製品が混在していることが推測さ

れた。 

 なお、「戦略的短命商品」とそれ以外の製品の識別については、新たな研究課題として認

識する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



148 
 

 

 

第 6章 ロングセラーの特徴モデルの精度 

 第 1節 ロングセラー区分モデルの精度に関する指標 

 ここまで実施してきた決定木のアルゴリズム C5.0 でのミネラルウォーターのロングセ

ラー区分に対するモデル精度の論証可能性について考察する。 

表 6-1. データの実際値と予測値の関係を示す混同行列表 (Confusion matrix) 

 

 

 

 

 

 

出典:筆者作成 

 モデルの精度には、表 6-1.に示すように、データの実際値と予測値の関係を示す 2×2

の 4つセルからなる混同行列表 (Confusion matrix) を用いて、この各セルに該当する値

から 4つの指標を算出することで把握する。 

 4 つの指標とは、適合率 (Precision)、検出率 (Recall)、F 値 (F-measure)、正解率 

(Accuracy)である 12。 

 適合率 (Precision) とは、モデルが予想したロングセラー群の中で本当にロングセラー

群であった正解割合を示す値である。この適合率は①式によって算出される値であり、ロ

ングセラー群の予測に対する正確性に関する指標である。 

        Pr ) TPecision
TP FP

=
+

適合率( ・・・・・・・・・① 

 検出率 (Recall)とは、ロングセラー群と予測すべき数の中でのロングセラー群と予測で

きた検出割合である。この検出率は②式により算出される値であり、網羅性を測る指標で

ある。 

                                                  
12 荒木[2014] 

1 0
True Positive(TP) False Positive(FP)
真と予測して、

実際に真
真と予測したが、

実際は偽
False Negative(FN) True Negative(TN)
偽と予測したが、

実際は真
偽と予測して、

実際に偽
※1=ロングセラー群、0=ノンロングセラー群

実
際
値

予測値

1

0



149 
 

        Re ) TPcall
TP FN

=
+

検出率( ・・・・・・・・・・② 

正解率 (Accuracy) とは、予測した結果と正解した結果の割合を示す値である。この正答

率は③式により表される値である。 

        Accuracy) TP TN
TP TN FP FN

+
=

+ + +
正解率( ・・・・③ 

F 値 (F-measure)とは、適合率 (Precision) と検出率 (Recall) とのバランスを示す値で

ある。F 値は、適合率は高くても検出率が低いモデルでないか、逆に、適合率は高くても

精度が低くないかの評価を示す値である。この F 値は④式により表され、0から 1の値と

なり、1に近い値ほど良好なモデルであると評価できる。 

        
2Re PrF F-measure)
Re Pr

call ecision
call ecision

×
=

+
値( ・・・・・④ 

 

第 2節 ロングセラー区分モデルの精度の確認 

 本節では、販売数の多寡と生存期間の長短による 2つのロングセラー区分モデルの精度

を確認する方法を記載する。まず、第 5章で実施した販売数の多寡と生存期間の長短によ

る 2つのロングセラー区分モデルでの予測値と実績値を表 6-1.に示す混同行列表に作成し

て、モデルの精度を示す 4指標(適合率、検出率、F 値、正解率)を算出した。その後、準

備していたロングセラーとノンロングセラーの 2層の区分ごとにランダム抽出での検証用

データを、第 5 章での C5.0 のモデル式に投入し、予測値と実績値を算出した。そして、

これらの予測値と実績値を表 6-1.に示す混同行列表に記載し、モデル精度を示す 4指標(精

度、検出率、F 値)を算出した 13。この結果が、表 6-2.である。 

表 6-2.販売数の多寡と生存期間の長短で区分したロングセラー区分の 

        C5.0におけるモデル精度 

 

 

 

 

                                                  
13 これらの作業で、学習用データからなるモデル構築時の精度と、検証用データでのモデル精度が把握 
  可能となる。 

適合率
(Precision)

検出率
(Recall)

F値
(F-measure)

正解率
(Accuracy)

学習用データ 0.76 0.83 0.79 0.80
検証用データ 0.70 0.95 0.81 0.73
学習用データ 0.70 0.65 0.68 0.67
検証用データ 0.78 0.56 0.65 0.62

販売数の多寡でのロング
セラー区分モデル

生存期間でのロング
セラー区分モデル
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出典:筆者作成 

 この結果を見ると、販売数の多寡でのロングセラー区分モデルでは、学習データにより

作成したモデルの精度を示す 4指標は、適合率 0.76、検出率 0.83、F 値 0.79、正解率 0.80

であり、限定的ではあるが一定程度の予測が可能なモデルであることを窺わせる値である

と言える。一方、検証用データでの精度を示す 4指標は、適合率 0.70、検出率 0.95、F 値

0.81、正解率 0.73であり、検出率と F値は検証用データでの値は高いが、適合率では正解

率でやや低くなっている。 

 この学習用データと検証用データの 2つを使用したデータの精度に関する指標から、販

売数の多寡を基に区分したロングセラー群に対するモデルとしては、限定的だが一定程度

の精度で予測できるモデルとなっていると考えてよい。 

 一方、生存期間の長短で区分したロングセラー群のモデルの精度についてみると、学習

用データの 4指標は、適合率 0.70、検出率 0.65、F 値 0.68、正解率 0.67といずれも 0.8

を下回っており、検証用データでの 4指標も同様にどの指標値も 0.8を下回っており、芳

しい値とは言えない。 

 

第 3節 本研究で明らかになったロングセラー商品の特徴 

 結果的に販売数量の多寡を基準に区分したロングセラー区分の C5.0 で算出された決定

木モデルは、限定的だがモデルとして使用可能であるが、生存期間の長短を基準にしたロ

ングセラー区分は、生存期間の長短自体が「戦略的短命商品」の存在も一因と推測される

などの理由から、言語的視点からの変数やマーケティング視点での変数を C5.0 で分析し

ても高い精度での予想は困難であるという結論となる。 

 したがって、本研究が目的とした、ロングセラー商品の特徴としては、販売数の多寡を

基準にしたロングセラー区分だけでの特徴については明らかになったということはでき

るが、生存期間の長短を基準にしたロングセラーの特徴づけは、「戦略的短命商品」の識別

などの本研究とは別の課題を解決した上での課題探求が必要となる。 

 これら生存期間の長短でのロングセラー区分を除き、本研究で明らかになった販売数の

多寡によるロングセラー群の特徴は、次の示すように 1Rアルゴリズムによって 1)から 5)

に示す 5つのルールとしての特徴が明らかとなった。 
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 1) 商品名に使用されている名詞の数が 2つ以下で、助詞の「の」が使用されており、 

   自然・天然・ナチュラルといったミネラルウォーターの食品衛生法上用の区分に 

   沿ったワードが含まれている。漢字数が 4つより多く、企業ブランド名や商品ブラ 

   ンド名、商品名も含めた全ての発話文字数が 22文字以下という商品である。(確信 

   度 0.92) 

   ⇒例) ミツウロコビバレッジ 郷の恵み 天然水 

        (漢字数 5、助詞の「の」、発話文字数 22)  

      ブルボン  天然名水 出羽三山の水   

        (漢字数 8、助詞の「の」、発話文字数 21)  

 2) 500ml当たりの金額が 32.562円以下の商品(確信度 0.871) 

   ⇒例) マキテックサービス 四万十の純天然水 PET 2L (500ml当たり 20.732円) 

      サントリー 奥大山の天然水      PET 2L (500ml当たり 22.376円) 

 3) 500ml当たりの価格が 95.985円以下の純粋なミネラルウォーターで、商品名が 

   5文字より多く、商品ブランドがある商品(確信度 0.825) 

  ⇒例) コカ・コーラ い・ろ・は・す ナチュラル ミネラルウォーター PET 2L 

      (500ml当たり 73.730円、商品名 14文字、商品ブランド名あり) 

 4) 商品名の名詞が 2つ以下で、助詞「の」が一つで、記述文字数の企業ブランド名と 

   商品ブランド名と商品名が 12文字以下、記述文字数の商品ブランド名と商品名が 

   5文字以上の商品はロングセラーとなるというルール(確信度 0.823) 

  ⇒例) 日生協 コープ 安曇野の水 PET 2L  

     (記述文字数 11、名詞 2つ、助詞の「の」、7文字) 

 5) 形容動詞・形容詞 B(ピュア、きれい、まろやか、おいしい、やさしいなど)を使って 

   おらず、使用品詞が 2つ以上で炭酸や水素など何らかのガス系の含有がある商品。 

   (確信度 0.742) 

  ⇒例) ゲロルシュタイナー ミネラルウォーター 天然炭酸入り 

    (使用品詞 4、炭酸ガス) 

これらのルール抽出の結果を見ると、助詞の「の」を使用することで、商品特徴の訴求

ワード(主には「地名」)を修飾してより具体的に商品をイメージさせ、名詞を少数含むこと

で、発話文字数に一定の区切りが生じることとなり、発話した際にリズムを持った商品名

となるネーミングが良好なものという結果である。 
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一方で、ノンロングセラーになるルールとしては、32.562円より高い金額だとノンロン

グセラーになるという一つだけが抽出されているが、確信度が(0.657)と高くなかった。 

 このようなことから、本ルール抽出結果の具体的な活用法としては、考案され少数に絞

り込まれた新製品のネーミング候補について、これら 5つのルールと照合しながら微調整

を行い最終的なネーミング決定や開発、製品計画に反映させるということとなる。 

 

第 4節 本研究でのロングセラー商品に関する新たな知見 

 本研究での仮説は、当初、「ロングセラーとなる商品のネーミングの特徴は、使用されて

いる言葉の検索が、心理的に負荷のかからない、広く認知された名詞を使用した可能な限

り短いネーミングである」であった。この仮説には、ロングセラー商品の複数の特徴パタ

ーンについては想定を行っておらず、唯一単独の特徴であると想定していた。 

 しかし、決定木分析で抽出された、販売数量を基点に設定したロングセラーの特徴であ

るルールは 5通り抽出されたため、この「ロングセラー商品の特徴は唯一単独である」と

いう仮説は覆されたと言える。しかしこの単一仮説の分析的否定は、本研究の価値を毀損

するものではなく、ロングセラーとなっている複数の商品の特徴は、複数の企業による複

数の戦略に準じた商品特徴から成る現象であることが、C5.0や 1Rルールのアルゴリズム

による分析によって抽出された。 

 改めてこの複数のルールの抽出について考察すれば、各社の戦略によって複数のロング

セラーになる特徴が存在するということは納得のいくことである。 
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第７章 結論 

 第１節 要約 

 商品のネーミングは、ターゲットとする消費者に商品の存在を認知させるだけでなく、

その特徴や優位性を理解させる基本的な要素である。一方、商品のネーミング開発法につ

いて学術的な先行研究は少ない。では、どのような理由で商品ネーミングに関する先行研

究が現代においても少ないのかという疑問を、マーケティング研究の変遷を考察すること

によって明らかにすること、これが本研究の第 1の目的である。 

 また、ロングセラーとなる商品開発を行うことは、多くのメーカーにとって、重要なテ

ーマであるが、ロングセラー自体の定義が論者によってマチマチで確立された定義が存在

しないという事実は、ロングセラーを目的に商品開発を行うという目的自体が不明確なも

のとしてしまう。したがって、ロングセラーという販売状況の評価ワードについて、可能

な限り安定的で再現性のある定義を行うことを第 2の目的とした。 

 そして、商品ネーミングを言語学的視点とマーケティング的視点から分解し、説明変数

データとして与え、ロングセラーの定義としての区分を目的変数として統計的に分析する

ことで、ロングセラー商品の特徴を明らかにすること、これが第 3の目的である。 

 まず、第 1の目的であるマーケティング研究の変遷については、第 1章と第 2章で述べ

ている。具体的には、アメリカ・マーケティングの嚆矢とされる Shaw[1912]が発表した

Some Problems in Market Distribution (邦訳「市場流通に関する諸問題」)まで遡り、Shaw

のマーケティングが誕生時からマネジリアル・マーケティングを思考していたことについ

て述べ、以降、Alderson [1957]、McCarthy [1960]、Kotler[1967]に至るまで、ORをはじ

めとした統計的手法の発展や導入はあったにせよ、その根底には一貫してマネジリアル・

マーケティングがあり、オペレーション上の視点ではなく、マネジメント視点での研究で

あったという指摘をしている。 

 さらに、日本におけるマーケティング研究は、早稲田大学の教授であった池田英次郎が

1938年に上梓した「市場分析」が嚆矢であることを指摘した。嚆矢としての代表的な記述

は、「市場分析」の中での「市場分析を行うことが Marketing である」という記載にはじ

まる池田の市場分析の実践方法、そして、「顕在需要(顧客)」と「潜在需要(顧客)」という
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現代のマーケティングでも通用する重要なコンセプトの提示である。 

 第 2 章では、1980 年代から始まるブランド・エクイティ研究が、財務的視点とマーケ

ティング視点との双方向からの研究であったことを指摘した。そして、Aaker の Brand 

Equity[1991]に始まるマーケティング的視点からのブランド研究が、消費者心理研究と合

流したこと、そしてその後、Kellerの Strategic Brand Management[1998]で、ようやく

具体的なブランド・ネームや製品ネームの開発に研究の関心が当たり始めたことを指摘し

た。つまり、製品開発に必須のブランド・ネームや商品ネームの開発に関する研究は、1990

年代の後半から始まるのである。既に述べたように、このブランドや製品ネームについて

の研究の遅れは、マーケティングがマネジメント志向に偏重しすぎた結果であった、言い

換えれば、オペレーション志向ではなかったことが主因であるという認識である 14。そし

て、これら第 1章から第 2章に記載したマーケティング研究の歴史とその背景にあったマ

ネジリアル思考は、マーケティング研究が販売方法や製品開発法、内外部との関係性構築

など、対象とする範囲が広域すぎるためにその研究は完全なる面的発展ではなく、複数の

塊状となり、ロングセラーの定義という製品販売の目標設定での重要な概念を置き去りす

るという結果ももたらしたのである。 

 また、第 3 章における本研究の貢献として、「ブランド・ネームの生成過程の構造化」

と「ブランド・ネームの使用のされ方を考慮したブランド・ネームの類型」の 2つの構造

化を挙げる。梶原[2011]は、ブランド・ネームの類型を、「企業名のブランド化」、「ブラン

ド名と企業名の同一化」、「ダブル表示ブランド」、「トリプルブランド化」と 4つの類型で

示した。確かに、本研究で対象としたミネラルウォーターでも、この 4つの類型は見て取

れた。しかしながら、どのような生成過程でこの 4 つの類型が成立するのかについては、

明確化していない。類型の存在があるのであれば、類型の生成過程があるはずである。こ

のようなことから、コカ・コーラ・カンパニーや松下電器産業、芝浦製作所、ビジョンな

どの例を挙げながら、ブランド・ネームの生成過程を構造化した。 

 そして、梶原[2011]の示した 4つの類型化が供給者サイドからの視点によるブランド・

ネームの類型化であったのに対し、筆者は、ブランドとして機能しているかどうかは、あ

くまでも消費者の認識如何によるという考えを示し、消費者の評価視点に即したブラン

ド・ネームの使用のされ方を考慮した 6つの類型化を行った。 

                                                  
14 当然、マーケティング研究がマネジメント志向であったがために、統計解析や広告研究、チャネル開 
  発研究など、機能的かつ積極的に研究開発された功績も大きい。 
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 その後、第 4章では、ロングセラー、ベストセラー、ヒット、ショートセラー(短命)、

ロングテールといった、商品の販売状況にまつわる全ての評価についての概念定義をレビ

ューしながら、それら定義の限界を記した。そして、第 4章の後半では、ミネラルウォー

ター商品の実際の販売数と販売期間の求め方を提示すると共に、これらのデータを基準化

して、同一の尺度データとして比較可能にした上で、順位データに変換することで、再現

性のあるロングセラーの定義を提案した。 

 このロングセラーの設定法は、販売期間と販売数量の相対的位置づけを設定しさえすれ

ば、再現性のある順位として把握できる方法である。したがって、このロングセラーを比

較対象とする自社商品のポジションも、目標とする順位内に位置する競合商品や目標商品

の販売量や生存期間を把握することで、容易に設定することが可能である。また、このロ

ングセラーの定義法は、販売期間と販売数のどちらが重要かという、その企業の戦略にも

対応するウェイト設定も可能とする方法である。この戦略に対して柔軟で、再現性があり、

客観性もあるロングセラーの設定法は、実務面および学術面でも貢献があると確信する。 

 第 3の目的として挙げた、ロングセラー商品の特徴については、第 5章と第 6章に実デ

ータの分析を行い、その結果を記述することで対応している。 

 まず、第 5章の前半では、商品ネームのひとつずつを記述文字数単位に分解するという

言語学的文長分解(従来法)に加え、音声学の知見である sound symbolism理論にヒントを

得た発話文字数のカウント計測を行った。そして、近年のテキストマイニング研究の成果

の一つである形態素解析システム ChaSenを使用して、品詞の使用区分という視点から変

数を設定した。さらには、マーケティング視点の変数として、商品ネームに含まれる含有

成分の訴求ワードや価格、企業ブランドや商品ブランドの有無なども変数化してデータと

した。こうして設定した商品一つずつに付随する複数の変数を商品個別の説明変数データ

として扱い、27 年間の販売実績によって導出した販売期間データと、10 年間の販売実績

によって導出した販売数量データでのロングセラー区分を目的変数として各商品に付帯

させ、その関係性を分析し、特徴を導出するのが第 3番目の目的であった。この分析につ

いては、機械学習のアルゴリズムである C5.0と 1Rルールを利用した。 

 結果的に、販売数量を基にしたロングセラー区分の検証用データによる特徴モデルの精

度は、適合率 0.70、検出率 0.95、F 値 0.81、正解率 0.73と、限定的ではあるが一定程度

の実証性は確保されるモデルであった。 

 また、販売数量の多寡によるロングセラー商品の特徴は、事前仮説であった、「ロングセ
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ラーとなる商品のネーミングの特徴は、使用されている言葉の検索が、心理的に負荷のか

からない、広く認知された名詞を使用した可能な限り短いネーミングである」と完全なる

一致ではなかったものの、1Rルールアルゴリズムの解である複数のルールの中に、文字数

の多寡や助詞「の」の使用、そして名詞使用による一定の区分りの発生による発話のリズ

ムを持つ商品名が良好なものであることは示した。 

また、価格がロングセラー化の特徴として大きな要因であることも、商品名とは別のル

ールとして抽出された。これら商品名に起因する特徴と価格に起因する特徴という形であ

らわされた複数のロングセラーのルール抽出の背景には、複数の戦略の存在が示唆されて

おり、ロングセラー商品のネーミングの特徴も、当該市場に対する多様な企業の戦略によ

って異なることを示した。 

 

 第２節 研究の意義 

 本論文には、3点の意義があると考える。 

 1 つ目には、日本におけるマーケティング研究の誕生が 1938 年の池田英次郎が上梓し

た「市場分析」であるとする指摘である。従来研究での日本のマーケティング研究の誕生

は、1960年代とするものや、1900年前後に日本のマーケティングが始まったとする説が

あった。これらは味の素やカルピス、資生堂や東芝といった伝統的な企業の広告活動がマ

ーケティング活動であるという認識の下で根拠にしている 15。しかし本論文では、明確な

マーケティング研究の成果としての嚆矢書として「市場分析」を挙げた上て、この嚆矢が

現在のマーケティング上の重要なコンセプトである潜在需要や潜在顧客を扱っているこ

とを指摘した。このようなことから、通説であった日本のマーケティング研究の誕生とし

て認識されていた 1960 年代以降と、学術として成立し得ていなかった実務的広告活動を

マーケティング研究と称する説とは、一線を画すものである。 

 2つ目の意義としては、商品のロングセラー設定を、27年間に及ぶ生存期間計測と、10

年間に及ぶ販売数量の把握を行った上で、これら長期期間のデータを順位付けすることで

実現したことである。このロングセラーの設定法の提案は、明確かつ相対的な位置づけを

保つ方法であると共に、再現性も担保されている。これまでの多くの先行研究では、論者

の主観によって、その都度、ロングセラーの期間設定や販売数量の設定が大きく異なって

                                                  
15 小原[1994],田内[1986], など 
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いた。また、先行研究でのロングセラーの対象物は特定の単独商品であることが大半であ

る。これら、ロングセラーの要件的設定の不特定と単独の対象物でのロングセラーの議論

は、結果的に、論者の主観によってその都度変わる、統一化されないロングセラーの定義

の下でのロングセラーとなった商品特性に対する研究の成果に留まる。つまり、特定商品

を研究対象とするロングセラー戦略に対する研究成果は、厳密にいえば、特定条件下以外

では研究成果とは成り得ず、一般化できないのである。 

一方、本研究で提案したロングセラーの定義は、基準化と順位付けという簡単な方法で

の実現ではあるが、戦略の相違にも販売数と販売期間のウェイト変更で対応可能であり、

相対的にも比較可能で、条件特定も客観的である。したがって、本研究以降のロングセラ

ー研究は、条件を明確化した上でのロングセラーとなり、このロングセラーとなった要因

研究の成果も、特定条件下で規定でき、その研究成果の科学性の担保に大きく貢献する。

また、実務上でも相対的な位置づけで議論できるためその意義は大きく、汎用性は高い。 

 3つ目の意義は、販売数量と生存期間という 2つの指標ごとのロングセラー商品の特徴

を、機械学習の手法である C5.0と 1Rルールで導出したことである。既述のように、商品

名やブランド名の開発に関するマーケティング研究は、1990 年後半から本格的に始まっ

たばかりの新しい領域である。したがって、まだその研究方法も定型化されておらず、分

析方法の確立も道半ばである。このような状況下において、本研究は先駆的であり、今後

の同様の研究の進展で、さらなる発展も期待される。 

 

 第３節 今後の課題と展望 

本研究でのミネラルウォーターの商品名についての形態素解析は、ChaSen(Ver.2.4.5)を

使用した。また、この形態素解析で使用した言語辞書は、ChaSen(Ver.2.4.5)の持つ言語辞

書であり、ChaSenが未知語として処理した単語や文字、そして、漢字 1文字で名詞だと

判断した漢字などはデフォルト設定のままであり、特別に今回の分析のための言語辞書を

作成していない。今回使用した決定木の C5.0や 1Rルールも、それ以外の解析方法でも、

精度の高い計算結果とするためには、この形態素解析の言語辞書をより充実したものにす

る必要がある。しかし一方で、完璧な形態素解析用の言語辞書を構築しようとすると、新

しい言葉が出る都度、更新する必要があり、期間制約のある研究では自ずと限界が生じる。

この形態素解析の言語辞書の整備限界が、今回の生存期間の長短でのロングセラーの特徴

の明確化を阻害した要因のひとつでもあろう。今後の更なるモデルの精緻化や精度向上を
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図るためには、形態素解析のための言語辞書の充実が必要であると認識している。 

また、生存期間の長短でのロングセラー区分を目的変数とする場合は、片岡[1997]のい

う「戦略的短命商品」とそれ以外の商品との識別なしでは、精度高く分析を行うことが困

難であることが発見できた。この「戦略的短命商品」の識別は、その存在数の多寡や期間

の長短などは企業戦略に直結し、データの目視や鳥瞰だけでは不明であり、統計的な残差

を元にした外れ値検出のような手法のみでも困難を極めることが予想され、本論文内では

対象外とせざるを得なかった。今後の新たな研究領域としたい。 

 そして、 越川がまとめた日本語文字の音象徴イメージ(表 3-1.)が指摘するように、商品

名に使用される語には音のイメージがあることは確かであろう。また、本論文では詳細を

取り上げていないが、単語の持つ感覚的心象の想起の容易さの度合いである単語の「心象

性」16という視点からは、商品名に使用されている単語や言葉によって、計画段階で意図

されていたイメージと異なるイメージが想起されるものと思われる。このように、越川や

尾川・稲村が示唆している商品名の持つ言葉のイメージや印象評価といった言語学領域で

の研究は、まだ科学的に確立されておらず、現状はロングセラーの言語的な特徴として議

論できないが、今後の言語学領域の研究や実際のネーミング開発現場で研究を重ねること

で、進展を図る必要があろう。 

最後に、本研究では、ロングセラーの特徴を明らかにする最初の対象商品として、ミネ

ラルウォーターを選択したが、今後は他のカテゴリーの商品についても、同様のデータ収

集とロングセラーの定義を行いその特徴を明らかにしていきたい。複数の商品カテゴリー

のロングセラーの特徴を研究していくことにより、今回のミネラルウォーターで明らかに

なった知見や課題が、複数の他の商品カテゴリーでも共通の課題として抽出されたり、比

較可能となろう。この可能性は、戦略的短命商品の識別法や言語学領域での音象徴や心象

性の把握といった使用ワードの新たな印象評価の研究にもつながるものと考える。 

 

 

 

 

                                                  
16 尾川・稲村[1974]によれば、心象性(imaginal)は、「非言語的(nonverbal)な感覚的心象を喚起する単語 
の能力」と報告しており、モノや事象のような具体的な情報の同時処理、あるいは体制化により特徴 
づけられるとしている。 
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